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                第Ⅱ部 営業統計の改革試行                                         「・・・統計の特定分野は既存の官庁による純粋に表式的で官庁的なやり方の上ではまったく不完全で信頼できない形でしか作成されていない。・・・またとくにこのことが当てはまるのは営業と農耕の本来の生産統計である。後者に関してはいまだに満足のゆくものは何も存在せず、さらにまた有名なプロイセン営業表も貧弱な骨組みにすぎない」（ザクセン王国内務省局長ワインリヒ、1848 年）     
88  
      
88 89
91  








クセンでは 46 年関税同盟営業調査時に営業表を作成してはいたが、それはザクセンの営業実態を克明にする上での言明力を欠いていた。その不足をアンケートという方式で補完し、現状把握と将来展望を得ようとするわけである。しかしながら、あまりにも煩雑な調査であったために、その全体結果を要約総括することはできなく、調査そのものとしては成功したとはいえなく結果的には企画倒れに終わった。だが、部分的とはいえ、明らかにされた営業現状はその改善を目指したその後の工業化に向けての経済施策導入の発端となった。このアンケート調査に対応した専門家のひとりに当時ドレスデンでガラス工場の設立を画策していた「製錬業志願者」エンゲルがいた。その回答に示された見識が高い評価を得ることになり検討委員会の補助員に採用され、後には委員会構成員となる。引き続き、これもまたワインリヒの主導で開催された 50 年のライプツィヒ営業博覧会でその補助者に任命されている。そこで発揮されたエンゲルの実務能力が高く評価される。こうして同年 8月に発足することになったザクセン王国内務省統計局の実務統括者として、内務相フリーゼンに対してワインリヒによってエンゲルが推薦され、書記官として任用されることになった。これがエンゲルの統計局への入局事情である。 エンゲルのザクセン王国統計局での活躍は 58 年までの 8 年間であるが、その中で最も大きな仕事として特記されるべきは、46 年のベルギーでの先例に倣い、52年 12 月に直接全数調査としての人口センサスを成功させていることがある。1）それまでの消費者目録、さらには家屋リストによる人口計上とは精度のレベルが大きく異なった調査を実現させている。これはまた全ドイツでの嚆矢となる人口センサスともなった。この勢いをもって、次回の 55 年調査を人口センサスのみならず営業センサス実施の絶好の機会と捉えたのが統計局とエンゲルであった。だが、結論を先取りすれば、それは調査者側からの一方的な目論見に終わり、実査に際して大きな混乱を招き、整理・公表に値する結果を収集することはできなかった。 エンゲルがザクセン王国統計改革に当たって念頭に置いていたモデルはベルギーの 46 年調査であった。先のフライベルク鉱山アカデミーでの修学後に外国旅行を経験する中で、ベルギーにおいてケトレーに接しその統計観を学んでいる。さらに、統計局入局後の 51 年には外国の統計事情に関する視察旅行の中で、イギリスやフランスではなく、ベルギーの統計が最も高く評価できるとする見識をもつことになった。この 46 年のベルギーの調査は人口センサスのみならず、同時に農業と営業（＝工業）の直接調査を含み、人口・農業・工業の 3分野に及ぶセンサスとして実施された。ザクセンにおける 55 年調査では、エンゲルがこれを模範にして人口のみならず農業と営業にまで調査枠を拡げようとしたわけである。従って、ザクセンの 55年営業調査を検討する前にベルギーの 46 年調査に戻って、その農業と営業に関する調査様式がどのようなものであったかをみてみる必要がある。  ２．まず、ベルギー王国の 46 年農業調査では、その目的が各市町村において営まれている「農業経済の関係」を知ることにあるとされ、この関係とは各市町村における農業従事者の大／中／小クラス別分布割合、ならびにそれぞれの生産に対する影響度のことをいう。これに応じて、行政側からの関心事項として、農業就業者数・賃金額・家畜数・経営規模（広さ）・個別耕作の割合・収穫・輪作の 7 つが具体的調査項目に挙げられている。人口調査での世帯票配布に際して世帯主に農業経営の有無を問い、有の場合に「農業統計 調査票」と表記された 3 ページの調査用紙を各農業経営者に交付する。ここでは、どのような小地所所有者であれ、またそれを賃借して自己消費用に使っている日雇人や労働者、さらに別種営業経営者であれ、これらすべての者が農業調査の被調査者になる。調査項目の具体的内容は以下の通りである。2）  Ⅰ．農業人口（12歳以上） 家族構成員／奉公人／日雇人、これらの性別人数（奉公人に関しては年間労働日数） Ⅱ．馬と家畜 馬／驢馬・騾馬／牛／羊／豚／山羊、これらの 1845・46 年の数量（驢馬・騾馬以外にはさらなる細分がある） Ⅲ．経営地面積 所有地・用益地／賃借地、これらの所在地別（ベルギー国内／国外近隣市町村）面積と合計面積 Ⅳ．耕作種別面積 粉用穀物から始まり未耕作地・荒蕪地に至る 14 用途別面積 さらにここには二次作の種類と面積、また農業外営業の種類に関する質問も添えられている。加えて、このⅣにはⅡとは別に、さらに詳しく 45・46 年それぞれの所有乳牛頭数、肥育した牛（2歳以上／3月-2歳未満／子牛）・羊（1歳以上去勢雄羊）・豚（2月以上）の数量への質問がある  さらに、農業以外での馬と家畜の所有者を対象にした「特別票」を用いた調査も行なわれている。
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上の質問は 1846 年にかかわるが、家畜に関しては 45年と 46 年の双方で答えることになっている。45年の農業不作（ジャガイモ凶作）の結果、46 年には異常な家畜数減少が起こり、46 年だけからは家畜所有の常態が掴めないためである。国側の関心事にあった賃金額や収穫についての質問項目が削除されているが、これは被調査者側からの抵抗を避けるためであったろうと推測される。これに替って、46 年と通常年の穀物・種物から始まる作物 43 種それぞれの収穫見積量一覧表（＝「査定表」）の作成が市町村の審査委員会に命じられている。ここには当該地の農業事情に通じた者が委員として任命されることになっており、委員会にはさらに当該地での穀物・販売植物・根菜作物と飼料用植物の 3 類それぞれについて、それらが豊作／並作／不作のいずれに該当するかについての 46 年収穫見積り、等々に関する計 14 項目に渡る質問に回答して、それを州政府へ送付するよう命じられている。  ３．次に営業調査がある。営業統計の眼目は、ベルギー国内における工業生産に関して、労働者数・賃金額・使用動力ならびに使用機械の種類と数量、これらの項目を営業者に申告させ、その経営内容を把握することである。ここでいう営業者とは工場主、手工業者、原材料加工に従事するすべての者であり、流通・販売や保管にかかわる業種は含まれない。従い、営業の範囲が狭く捉えられ、広義の営業概念から商業・流通部門やサーヴィス部門を除いた工業部門が対象となっている。営業調査というものの、内容的には工業調査である。人口調査用紙配布に際して、世帯に営業経営者がいれば、2ページからなる調査用紙＝「営業統計 1846 年に関する調査票」を渡し、後日記入済みの人口調査用紙や農業調査用紙と一緒に回収される。ただし、この営業調査票だけは数日の提出猶予が認められる。調査項目は以下の 7 点に及んでいる。3）  1．主営業の種類 2．別種営業の有無 その種類  3．就業労働者数 年齢（9以下／10-12／13-16／17以上）×性別  4．支払賃金額 性別成人労働者と性別 16歳以下児童それぞれの 9段階別 1日平均賃金   5．稼動動力 蒸気機関（数量・馬力）、巻上機（数量・繋留馬匹数）、水車と風車の数量  6．使用機械・装備・器具の種類と数量  7．使用炉と鍛冶場の種類と数量 使用燃料の種類   1 の主営業というのは、複数業種が営まれている場合、最大特許税が支払われている業種である。営業内で労働者や機械・装置が副営業でも併行して使用されている場合には、それらは二重に計算されることなく主営業のものとして計上される。3の労働者の中には職工長、また業主の家族構成員で労働者として就業している者がいれば、それも含まれるとされる。4では時間制と出来高制、また業種の区別なく、労働者に支払われる 1日平均賃金を記入するとされる（最低の 0.5フラン未満から最高の 5 フラン以上までの 9 区分）。また、6 と 7 は余白を大きく取り、営業にとって特徴的な作業機種とその数量を申告者が自由記入する、いわゆる開放式の回答となっている。例えば、6では、布マニュファクチャーでの織機、染色業での染色槽、火酒製造業での蒸溜器や蒸溜装置が例として挙げられている。また、7では金属営業や陶器営業、ガラス工場、ガス施設や化学工場などで使用されている炉や製錬施設が記入されるとある。45 年の起草段階では、この他に、使用原材料の種類と数量、また生産物の種類と数量（価値）に関する質問が設定されていた。しかし、試行調査を通じて、これに対する回答は信頼性に欠けることが分かり、削除されている。個々の営業の経営内容に深入りすぎることが原因である。  個別営業体における労働者・賃金・動力・機械と装置（あるいは器具）、この 4 類に質問を限定した最も基本的な工業経営調査といえるものである。この申告をあらゆる種類の独立営業経営者に対して、さらにまた個人経営とは別種の営業体、すなわち軍の製パン場や兵站施設、刑務所や収容所、レース編学校、福祉作業場、等々でなされる一切の製造活動に対しても課している。加えて、工場主や商人といった他の経営者の下で、家内手工業として自宅で就労している層もそれぞれ個別の被調査者とされている。  市町村審査委員会は記入済み営業調査票をまとめ、その正確性の度合いについての判定、ならびに当該市町村からの製品販売先を記して州政府へ送付するとされる。 人口調査と並んで、この営業調査を独立の調査用紙を用いた直接調査として実施した点は画期的なことであった。ヨーロッパ全体を見渡しても営業調査をセンサス様式で実施した先例はなく、とくにドイツ諸国における実情と比較した場合、はるか先をゆく調査であった。というのは、1819 年以来プロイセンにおいて作成されてきた営業表、またベルギーの営業調査と同年に実施された 46 年関税92  
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同盟営業調査は基本的には税務記録の整理・集約という域を脱し切れず、営業税台帳に載っている項目が統計表の記載項目となり、営業の経営内容を直接調査によって統一的に調べるという点からは大きく遅れていたからである。すでに 1848 年にはワインリヒがドイツでは生産に関する統計が全く不完全であり、「有名なプロイセン営業表でさえ、貧弱な骨組み（dünne Gerippe）にすぎない」4）と酷評し、またエンゲルもプロイセン方式による営業表に対して、その図式がザクセンの工業関係にはほとんど適用されえないとみなしていた。従い、後に「関税同盟国の営業統計に較べてはるかに内容豊富で教義に富んでいるのが上述の時期（1846 年のこと―引用者）に成立したベルギーの営業統計である」5）と述べているように、46 年ベルギー営業調査もザクセンにおける調査の模範例として受け止められることになった。もっとも、こうしたベルギーの営（工）業調査に対しては、初めからあまりにも多くのことを望んだことにより調査が複雑になりすぎた、また農業調査での審査委員会からの生産量に関する報告には不信な点（＝過小報告）がみられた、こうした統計中央委員会自体の反省も後には出てきている。6）しかし、ベルギーのこの先行事例は人口局面を越え、農業経営と工業経営の内情把握を目指した画期的な調査であり、これに倣った営業調査を 55 年人口調査時に併せてザクセンにおいても敢行しようとするエンゲルの意図を誘引する。  ２．1855 年ザクセン王国生産=消費統計  １．ザクセンは他の領邦国家に較べ、採鉱・製錬業や繊維業を軸にして工業生産の盛んな地域を多く抱えており、従い、営業事情に対する関心も高く、営業に関する数値資料も 1830 年代から提示されている。しかし、これらは工業博覧会用に作成された資料からの副産物であったり、また営業税や対人税の記録によった業種ごとの就業者や稼動機械・装置を地域に限定して表示したものであり、本来の営業統計といえるものではなかった。また、関税同盟における営業表に沿ってザクセンでの 46年営業表作成もあるが、その資料調達・作成様式と集約結果は統計局とエンゲルのとうてい納得できるものではなかった。そこで、エンゲルが次に目標とするのが、ベルギーの先例に追いつくべく、ザクセン全土の全営業経営体を対象にした調査を、その経営内容にも切り込んだ詳細な調査書式を用い、センサス様式での営業調査として実施することである。 1834年以来、毎 3年おきに関税同盟人口調査が実施されてきたが、55年 12 月 3日はその第 8回目の実施日である。と同時に、ザクセンでは 52 年に次ぐセンサス様式による第 2 回目の調査日に当たる。人口センサスとしては、「Ⅰ．住居特性に関する申告」と「Ⅱ．世帯構成」からなる「世帯リスト」が配布されている。Ⅰは住宅調査で 19 項目に渡って居住家屋についての申告が課せられ、Ⅱでは以下の 15 項目の質問（回答欄は計 28）が設定されている。  1．世帯に属する者の姓名  2．性 男・女 3．年齢 年・月 4．肉体的特性 盲人・聾唖者 5．精神的特性 痴人・精神病者 6．肉体的欠陥についての記入 腕・脚・その他の欠陥 7．宗教 8．家族状況 未婚・既婚（共棲・別居）・鰥寡 9．就業、身分、地位、職業あるいは営業 生計分野と収入源の申告 10．労働あるいは勤務関係  11．救貧受給者 家族全体・個人 12．滞在様式 土地所有で永住・常住・一時・暫時（旅行通過中） 13．一時的不在者 国内旅行中・外国旅行中 14．本国関係（当地外誕生者）出生地の県名申告・外国人に対しては国名表示 15．ウェンド人   最初の人口センサスである 52 年調査との比較では、教育関係項目の削除、肉体的欠陥についての項目 6 の採用に違いがあるだけであり、他は同じである。ここで注目すべき調査項目は 9 と 10 である。9 で個々人の生計源、10 で就業者の従業上の地位を問うている。9 の生計分野では 15 歳以上の者はその就業を可能な限り個別的に申告するとあり、商人、工場主、労働者という一般名称ではなく、
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具体例として反物小売商、木綿紡績工という分野を特定した記入が課せられている。主婦業の他に副就業（例、洗濯女、女裁縫師）をもっている既婚婦人、また一時的ではあるが賃金のために働いている婦人も「一時的」を添えてその就業分野（例、編物業、縫物業）を記入する。複数営業を営む者は主営業を先にしてそのすべてを記入する（例、旅館経営者で肉屋親方）。勤務も営業ももたない者でもその生計源を記入する（例、金利生活者、年金生活官吏）。長期帰休兵はその営業と地位を申告する。また 14 歳以下の者でも、親の経営や営業での補助作業、また工場労働に従事している者はそれを記入する。以上のような指示が与えられている。国民すべてをその生計源とのかかわりで把握しようとするのである。 10 の従業上の地位では、当人が「所有者・賃借経営者・営業主・親方・企業家、等々／職工長、等々／職人・補助人・徒弟、等々／労働者、等々／奉公人、等々であるか」を記入するとあり、就業での地位を 5区分で問い、就業者が大きく分けて業主／中間職／被雇用者の 3 階層で把握されるものとなっている。 従い、職業従事者の就業部門・分野とそこでの地位を提示する職業統計はこの 2 つの質問によって作成可能ということになる。こうした職業調査部分をも含んだ人口センサスを実施している。営業概念の一方の意味、すなわち個々人の職種分類（＝社会的分業での配置）はこの人口センサスによって表示されることになる。また、そのような人口調査実施に関してはザクセン国民の理解も得られ、大きな抵抗もなくスムースに終了している。総計で 2,039,176 の人口数が確認されている。 ところが注目に値するのは、55 年調査ではこのような人口調査に含まれる職業統計部分を越えた別種の調査が同時に企画されていることである。すなわち、独立の営業調査ともいうべき「生産=消費統計」調査が併行して構想されている。従い、ザクセンの調査ではこれまで営業概念の中でとかく混同されてきた職業と経営が明確に分離され、生産=消費統計という下で個々人ではなく組織としての営業単位が独立の調査に掛けられることになる。 ２．人口調査用紙を配布する際に、世帯内に営業経営者の所在が判明すれば、別途に「生産=消費統計」用の調査票が渡される。55年の生産=消費統計は、王国全土にまたがる農業／営業（＝工業）／商業の 3大部門における業主層を網羅した直接全数調査を志向したものである。つまり、農業と商工業における経営に関する営業センサスである。ただし、ここで生産=消費というも、論じられているのは専らザクセンでの生産状況とその成果、またその中での自家消費をいかに数量把握するかという問題であり、家計・政府における最終消費支出は出てこない。また、営業という概念がここでは商工業全般ではなく最も狭く工業生産に限定されている。これらを念頭に置き、この 55年生産=消費統計調査、とりわけ営業（＝工業）統計調査はどのような性格のものであったかをみてみる。 55 年調査のための全 12 項からなる指令＝「人口調査ならびに生産=消費統計調査に関する指令」が内務省と大臣 v.ボイストの名で 55年 10月 10日に出されている。その前文には、この 55年調査は関税同盟での 3 年おきの定期的人口調査として実施されるのみならず、「・・・また再び関税同盟営業統計の作成に向けての歩みが始まるので、農業と林業、営業と商業の領域における生産と消費に関する申告の収集が（この人口調査と）結びつけられることになる」7）と表示されている。これは、46 年営業調査の後、実施が中断されていた第 2 回目の関税同盟での営業表作成を視野に入れ、ザクセンではこれに抜本的改革を施した営業調査を遂行するという意気込みの表われである。  既に上で説明したように、関税同盟では 1846 年営業表の後、52年から第 2回目の営業表作成の検討が始まっていた。46 年表の経験を踏まえ、その改革を含んだ新たな営業表作成を強く主張したのは他ならぬザクセン、またバーデンであった。53年の第 10回関税同盟総会では、営業表作成のための各国代表 5 名からなる検討委員会が設けられている（ザクセンからは統計局長のワインリヒが参加）。委員会の下で新たな営業表の構想作りがプロイセン代表委員で関税同盟での営業問題に詳しい財務官僚フィーバーンの手に任された。54 年 8 月のミュンヘン勧業博覧会時にこれら委員が参集しフィーバーンの作成した素案の検討を行ない、これをまとめたミュンヘン案が提示される。8）これをもとに、それまでの様式を変更した営業表の作成が翌 55年 12 月の人口調査時に実現するかのような気運が生まれている。しかし、改革案を示されたプロイセン統計局（局長ディーテリチ）の反対姿勢には根強いものがあった。それは、半世紀に及ぶ歴史的実績をもったプロイセン営業表の作成方式に対する変更は認められず、あくまでもプロイセン方式が営業表作成の基礎に置かれるべきとする理由からであった。プロイセン内部において、一方のミュンヘン案を受け入れようとする財務省・商務省、それに反対する他方の統計局とその後盾の内務省、この対立が露になる。プロイセン内部での意見統一が得られない以上、関税同盟営業表の作成は不可能であり、55 年営業表作成は見送られることに94  
同盟営業調査は基本的には税務記録の整理・集約という域を脱し切れず、営業税台帳に載っている項目が統計表の記載項目となり、営業の経営内容を直接調査によって統一的に調べるという点からは大きく遅れていたからである。すでに 1848 年にはワインリヒがドイツでは生産に関する統計が全く不完全であり、「有名なプロイセン営業表でさえ、貧弱な骨組み（dünne Gerippe）にすぎない」4）と酷評し、またエンゲルもプロイセン方式による営業表に対して、その図式がザクセンの工業関係にはほとんど適用されえないとみなしていた。従い、後に「関税同盟国の営業統計に較べてはるかに内容豊富で教義に富んでいるのが上述の時期（1846 年のこと―引用者）に成立したベルギーの営業統計である」5）と述べているように、46 年ベルギー営業調査もザクセンにおける調査の模範例として受け止められることになった。もっとも、こうしたベルギーの営（工）業調査に対しては、初めからあまりにも多くのことを望んだことにより調査が複雑になりすぎた、また農業調査での審査委員会からの生産量に関する報告には不信な点（＝過小報告）がみられた、こうした統計中央委員会自体の反省も後には出てきている。6）しかし、ベルギーのこの先行事例は人口局面を越え、農業経営と工業経営の内情把握を目指した画期的な調査であり、これに倣った営業調査を 55 年人口調査時に併せてザクセンにおいても敢行しようとするエンゲルの意図を誘引する。  ２．1855 年ザクセン王国生産=消費統計  １．ザクセンは他の領邦国家に較べ、採鉱・製錬業や繊維業を軸にして工業生産の盛んな地域を多く抱えており、従い、営業事情に対する関心も高く、営業に関する数値資料も 1830 年代から提示されている。しかし、これらは工業博覧会用に作成された資料からの副産物であったり、また営業税や対人税の記録によった業種ごとの就業者や稼動機械・装置を地域に限定して表示したものであり、本来の営業統計といえるものではなかった。また、関税同盟における営業表に沿ってザクセンでの 46年営業表作成もあるが、その資料調達・作成様式と集約結果は統計局とエンゲルのとうてい納得できるものではなかった。そこで、エンゲルが次に目標とするのが、ベルギーの先例に追いつくべく、ザクセン全土の全営業経営体を対象にした調査を、その経営内容にも切り込んだ詳細な調査書式を用い、センサス様式での営業調査として実施することである。 1834年以来、毎 3年おきに関税同盟人口調査が実施されてきたが、55年 12 月 3日はその第 8回目の実施日である。と同時に、ザクセンでは 52 年に次ぐセンサス様式による第 2 回目の調査日に当たる。人口センサスとしては、「Ⅰ．住居特性に関する申告」と「Ⅱ．世帯構成」からなる「世帯リスト」が配布されている。Ⅰは住宅調査で 19 項目に渡って居住家屋についての申告が課せられ、Ⅱでは以下の 15 項目の質問（回答欄は計 28）が設定されている。  1．世帯に属する者の姓名  2．性 男・女 3．年齢 年・月 4．肉体的特性 盲人・聾唖者 5．精神的特性 痴人・精神病者 6．肉体的欠陥についての記入 腕・脚・その他の欠陥 7．宗教 8．家族状況 未婚・既婚（共棲・別居）・鰥寡 9．就業、身分、地位、職業あるいは営業 生計分野と収入源の申告 10．労働あるいは勤務関係  11．救貧受給者 家族全体・個人 12．滞在様式 土地所有で永住・常住・一時・暫時（旅行通過中） 13．一時的不在者 国内旅行中・外国旅行中 14．本国関係（当地外誕生者）出生地の県名申告・外国人に対しては国名表示 15．ウェンド人   最初の人口センサスである 52 年調査との比較では、教育関係項目の削除、肉体的欠陥についての項目 6 の採用に違いがあるだけであり、他は同じである。ここで注目すべき調査項目は 9 と 10 である。9 で個々人の生計源、10 で就業者の従業上の地位を問うている。9 の生計分野では 15 歳以上の者はその就業を可能な限り個別的に申告するとあり、商人、工場主、労働者という一般名称ではなく、
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なる（第 2回目の関税同盟営業表の作成は 61 年まで待たねばならなかった）。事実はこのように推移することになったが、ザクセン統計局では 55 年営業調査を目前のものとして捉え、ミュンヘン案とも異なったまったく新たな方式による、つまり独自の調査書式（用紙）による営業センサスとしてこの 55 年営業統計の作成を志向し、その構想を練っていたのである。これはプロイセンはもとより、他のドイツ諸邦のはるか先をゆく試みといえるものであった。 ３．この 55 年人口調査、および生産=消費統計調査それぞれに関するエンゲル自身の見解が『統計局雑誌』の 55 年の第 9 号（11 月 29 日刊）に載った「人口統計の意義について、とくにザクセン王国における本年の人口調査と生産=消費統計との関連で」9）において提示されている。上の内務省指令とこのエンゲル論文、および用意された調査書式とそれに添えられた説明文、さらに官庁に対する「全般的指令」、いくつかの添付文書、10）これらによってこの 55年調査の特徴をみてみると次のようになる。  まず、エンゲルのこの生産=消費統計調査に寄せる期待は大きい。というのは、人類を扶養するという目的で営まれる労働とその成果の享受、あるいは生産と消費、さらにそれと関連する賃金問題、勤務・労働関係は国民の歴史そのものに深く入り込んでいると考えるからである。ここから、生産と消費に関する調査を通じて獲得される映像は、単に統治する側と統治される側にとっての進むべき道標として役立つのみならず、歴史における記念像ともなる。エンゲルは次のように述べている。11）  ザクセンにおいて長い期間に渡り、1855 年に対して企画されるように、このような調査がくり返されれば、続くどの調査も以前の調査の価値を高めるといってよい。というのは、一連の比較点が獲得され、それによって文明の進歩あるいは後退が数量と尺度に照らして証明されることが可能になるからである。このために、1855年のザクセン王国における生産と消費の慎重な記録化は 50 年あるいは 100 年に渡りわが祖国の文明史にとって最も貴重な記録のひとつになるのは疑いがなく、このことには多言を要しない、・・・従い、質問に正しく回答できる被調査者それぞれが不信、軽薄、あるいは悪意から虚偽回答を行なえば、当人は単に政府を欺瞞するだけでなく、現在と将来の公的福祉をも欺くことになる；記念碑の碑文に関する偽造者となるので、その者はその国民の歴史の偽造者のようにみなされ、そのような者として自らを大きく傷つけることになる。  生産=消費統計は単に経済面の資料としてのみならず、ザクセンの文明化の記録ともなり、その作成に協働することは開化された国民としての栄誉にも連なる。調査実施とそれに対する国民参加の意義をこのように高唱するのがエンゲルである。 こうした理念の下で実施されるこの 55年生産=消費統計においては、以下の 9様の調査用紙が用意されることになる。12 月 2 日に各世帯に人口調査リストが配布されるに際して、世帯構成員の中に下の 9 分野に従事する営業経営者のいることが判明した場合、該当する調査用紙が当事者に渡され、その営業経営状態に関する自計式記入の下ですべて翌 56 年 1月 10日に回答終了とされている（人口調査リストへの回答は 55年 12 月 4日となっており、生産=消費統計調査では 1ヶ月以上の余裕が与えられている）。それら調査用紙の末尾には、「示された回答は完全であり、かつ真実に沿ったものであることを証明します」という下で、申告者が自筆署名することになっている。回収された調査用紙は地方当局の点検と必要な場合には修正を受け、1 月 25 日までに郡当局へ、さらに 2 月 1 日までにドレスデンの統計局へ返送されるものとしている。  農業に関して 1）農業調査票 2）家畜調査リスト 工業に関して 3）営業調査票 4）製造者調査票 5）パン屋・ケーキ屋調査票 6）肉屋調査票 7）印刷業調査票 商業・交易業に関して 8）商業調査票 9）書籍・楽譜・美術品取引商調査票 
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 従い、この生産=消費統計調査は 3大部門・9分野（農耕・家畜・工業生産・製造・製パン・製肉・印刷・商業・書籍取引）に及ぶ広範な経営調査となる。農業と工業に調査範囲を限定したベルギーの46 年調査の先例を越えることになり、ザクセンにおける基本的な経済活動すべてにまたがった包括的な調査として企画されている。以下、それぞれの調査票にそくしてその調査目的と調査内容をみてみる。まず、農業調査、次いで商業調査の特徴を検討し、問題の大きな営業（＝工業）調査については項を改めて取り上げる。12） ４．これまで、農業部門での調査には、それが「目的のない強制」、「私的関係についての好奇な探求」とする偏見があった。しかし、農業統計はこの部門での生産と取引についての正確な情報収集と公表を通じ、国民の公的福祉増大に大きな影響力を発揮することができる。農業統計調査はザクセン農業の規模と諸事情についての正確な知識を獲得し、それを通じてそのもたらす食糧の量、農業内部での消費量、他部門に残される量についての報知をまとめる。これはまた課税目的や個人的利益とは決してかかわることのない調査である。また、その報知結果は農業生産者個々人にとっても、その合理的経営のための基本帳となる。この資料獲得のために、55 年農業調査では、畑・菜園・牧場・牧草地・ブドウ畑・林地の所有者および借地農業者（賃借人）の約 23.5万人を対象に、以下の 20項目からなる 2ページの「農業質問」（Landwirthschaftliche Fragen）とする調査票を配布している（これには「農業質問に対する指示、説明、および設問動機」に関する 2ページの文書が別に添えられている）。そこでは、やはり農作物の種類ごとの耕作面積・播種量・収穫量に調査の重点が置かれている。  1．地所の所有者名（身分・職業・住所）  2．地所の火災台帳番号とその所有称号（騎士領、農民農地、等々） 3．所有者自身の自己経営か、賃貸経営か  4．賃借人の名前と住所 5．地所総面積  6．地所に属する庭地面積 7．地所に属する農耕地面積 8．作物別耕地面積（32種） 9．作物別播種量（8と同じ 32種） 10．作物別収穫量（8と同じ 32種）  11．天候別（好天／悪天）収穫量（22種） 12．経営内消費量（11 と同じ 22種） 13．容量単位当たリ重量（11 と同じ 22種）  14．収穫干草量 15．消費干草量 16．落葉消費量 17．収穫果実量（4種） 18．（果実栽培地賃貸の場合の）収得賃貸料（17と同じ 4種） 19．収穫ブドウ量 20．蒸溜・醸造での穀物消費量（5種）  附随して 3ページの家畜調査票＝「家畜調査リスト」(Viehzählungsliste）も用意され、馬・牛・羊・豚・山羊・家禽・蜜蜂の 7 種について、それぞれの所有・飼育数量とさまざまな関連事項が申告される。例えば、馬については、その総数、馬齢別の雄馬・雌馬・子馬数、馬齢別利用目的別数、死亡・退役馬匹数、保険加入状況（加入先・保険額）、これら 5 項目の質問がある。牛に関しては非常に詳しく、その種類別（6種）に年齢区分・評価価値額を示した数量、その種類別（7 種）・産地別（8区分）数量、雄牛・雌牛・子牛の肥育用数量、牛乳利用（搾乳量・ミルク販売量・バター製造量・チーズ製造量、等々）、食肉利用（6種別の販売量・屠畜数・病気のための屠畜数・販売価格・廃棄数）、保険加入の有無・保険会社・保険額、これらが問われている。また羊については、その種類別（4 種）・年齢別（3区分）の所有数量とそれらの評価額、品種名・各品種別数量、収穫羊毛量と販売価格、肥育用羊数、販売用羊数（屠畜用・肥育用別数量とそれぞれの販売価格）、自己経営内屠畜数が質問されている。最後の家禽では、鶏・鳩・鴨・鵞鳥の 4 種につき、それぞれの所有総数・若鳥飼育数・販売数、雌鶏からの年間収穫卵数が問われている。加えて、それら家畜の飼料消費についての設問もあ
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なる（第 2回目の関税同盟営業表の作成は 61 年まで待たねばならなかった）。事実はこのように推移することになったが、ザクセン統計局では 55 年営業調査を目前のものとして捉え、ミュンヘン案とも異なったまったく新たな方式による、つまり独自の調査書式（用紙）による営業センサスとしてこの 55 年営業統計の作成を志向し、その構想を練っていたのである。これはプロイセンはもとより、他のドイツ諸邦のはるか先をゆく試みといえるものであった。 ３．この 55 年人口調査、および生産=消費統計調査それぞれに関するエンゲル自身の見解が『統計局雑誌』の 55 年の第 9 号（11 月 29 日刊）に載った「人口統計の意義について、とくにザクセン王国における本年の人口調査と生産=消費統計との関連で」9）において提示されている。上の内務省指令とこのエンゲル論文、および用意された調査書式とそれに添えられた説明文、さらに官庁に対する「全般的指令」、いくつかの添付文書、10）これらによってこの 55年調査の特徴をみてみると次のようになる。  まず、エンゲルのこの生産=消費統計調査に寄せる期待は大きい。というのは、人類を扶養するという目的で営まれる労働とその成果の享受、あるいは生産と消費、さらにそれと関連する賃金問題、勤務・労働関係は国民の歴史そのものに深く入り込んでいると考えるからである。ここから、生産と消費に関する調査を通じて獲得される映像は、単に統治する側と統治される側にとっての進むべき道標として役立つのみならず、歴史における記念像ともなる。エンゲルは次のように述べている。11）  ザクセンにおいて長い期間に渡り、1855 年に対して企画されるように、このような調査がくり返されれば、続くどの調査も以前の調査の価値を高めるといってよい。というのは、一連の比較点が獲得され、それによって文明の進歩あるいは後退が数量と尺度に照らして証明されることが可能になるからである。このために、1855年のザクセン王国における生産と消費の慎重な記録化は 50 年あるいは 100 年に渡りわが祖国の文明史にとって最も貴重な記録のひとつになるのは疑いがなく、このことには多言を要しない、・・・従い、質問に正しく回答できる被調査者それぞれが不信、軽薄、あるいは悪意から虚偽回答を行なえば、当人は単に政府を欺瞞するだけでなく、現在と将来の公的福祉をも欺くことになる；記念碑の碑文に関する偽造者となるので、その者はその国民の歴史の偽造者のようにみなされ、そのような者として自らを大きく傷つけることになる。  生産=消費統計は単に経済面の資料としてのみならず、ザクセンの文明化の記録ともなり、その作成に協働することは開化された国民としての栄誉にも連なる。調査実施とそれに対する国民参加の意義をこのように高唱するのがエンゲルである。 こうした理念の下で実施されるこの 55年生産=消費統計においては、以下の 9様の調査用紙が用意されることになる。12 月 2 日に各世帯に人口調査リストが配布されるに際して、世帯構成員の中に下の 9 分野に従事する営業経営者のいることが判明した場合、該当する調査用紙が当事者に渡され、その営業経営状態に関する自計式記入の下ですべて翌 56 年 1月 10日に回答終了とされている（人口調査リストへの回答は 55年 12 月 4日となっており、生産=消費統計調査では 1ヶ月以上の余裕が与えられている）。それら調査用紙の末尾には、「示された回答は完全であり、かつ真実に沿ったものであることを証明します」という下で、申告者が自筆署名することになっている。回収された調査用紙は地方当局の点検と必要な場合には修正を受け、1 月 25 日までに郡当局へ、さらに 2 月 1 日までにドレスデンの統計局へ返送されるものとしている。  農業に関して 1）農業調査票 2）家畜調査リスト 工業に関して 3）営業調査票 4）製造者調査票 5）パン屋・ケーキ屋調査票 6）肉屋調査票 7）印刷業調査票 商業・交易業に関して 8）商業調査票 9）書籍・楽譜・美術品取引商調査票 
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る。 ほとんどの農業経営者は農業調査票とこの家畜調査リストの双方への回答記入を課せられることになる。これに対処するためには、かなりの時間と労力を要すると予想される。事実、このような詳細な項目を盛った調査用紙を人口調査用紙と一緒に与えられ、特定期日までの記入終了を求められた農民層には大きな動揺が生じ、これがさらには調査そのものへの反撥となり、回答拒否・不完全回答が頻発し、結果的には 55 年農業調査不成功という事態を引き起こす。当時のザクセン農民にはこのような経営調査に対する理解は無理であった。後の 58 年 3 月には、この農業調査はゆきすぎとして国会の場で統計局の姿勢が公然と批判されることになる。 ５．次に、商業調査をみてみる。個人の利己と享受を契機にして多様に絡み合った有機体が人間社会といえるものであり、それら欲望実現は交換によって達成され、この交換を媒介する商業こそは生産と欲望充足のいずれにとっても不可欠な営為とみなし、経済活動における商業の有意義性を認めるのがエンゲルである。最も重要な交換物の価値と流れを知り、交換の加速と安定を計ることは現代的課題のひとつである。商業統計こそがこのための資料を提供する。商業調査では、商人と仲介委託業務経営者の約 3 万人を対象に、商人に対しては、「商業質問」(Handelsfragen)として全質問項目 18と説明文を容れた 4ページからなる調査票が用意されている。これは地位の安定した商人、および植民地商品・食品雑貨、マニュファクチャー商品、小間物、紙と紙商品、薬種・化学製品・染料・国内特産物、これらの販売業務の所有者と管理者、同じく委託業務と運送業務の所有者・管理者によって、遅くとも 1856 年 1月 10日までに回答されるものとする。質問項目には、商号とその取得年、所有者名などの基本的属性の後に以下の 14 項目が設定されている（価値・総額表示の単位はターレル）。  5．主な取引品目 6．同時に工場主 工場商人 問屋・仲買人か 7．食品雑貨の取引量・価値（７品目につき、その小売販売／卸売販売／総量・価値） 8．いわゆるマニュファクチャー商品あるいは繊維商品の取引総額（製造国 4区分別の小売販売／卸売販売／総 額）、 9．小間物商品（製造国 4区分別の小売販売／卸売販売／総額） 10．紙と紙商品（製造国 4区分別の小売販売／卸売販売／総額） 11．薬種・化学製品・国内特産物（品目 10 類別の国内／国外での小売販売／卸売販売／総額） 12．仲介発送財貨量 13．12 の内のザクセンへの輸入財貨（3輸入先別の鉄道／荷馬車／船舶別利用量と総量） 14．12 の内のザクセンを通過した財貨（4経路別の鉄道／荷馬車／船舶別利用量と総量） 15．12 の内のザクセンからの輸出財貨（3輸出先別の鉄道／荷馬車／船舶別利用量と総量） 16．委託販売品目記録 17．人員関係；被雇用者（帳簿掛・出納掛・業務代理人／出張販売人／店員／徒弟／女店員あるいは女販売掛／市場人足・荷造人夫・通常の日雇労働者・運送人、等々、別の人数とそれぞれの内の既婚者数） 18．支払給与・賃金総額   ザクセンでの商業活動にあって特徴的な品目、またその販売・流通関係に関する実に詳細な申告を求めている。例えば、上の 7にある食品雑貨取引では、砂糖・コーヒー・米・タバコ・巻タバコ・鰊・食用油（オリーブ油）の 7品目につき、その小売販売／卸売販売／総計別の取引量とその価値を質問している。質問 8・9・10 にある製造国 4 区分とはザクセン王国／関税同盟諸国／オーストリア帝国／外国（イギリスとフランス）別の区分である。質問 8 から 11 においては、ザクセン国民の日常消費財貨がほぼ網羅されるほどの詳細な品目枚挙となっている。  12の仲介発送財貨量に関しては、申告者の業務を通じて発送された財貨量（単位、ツェントナー）を問い、さらにその内訳につき下のような 3区分を設け、しかも、そのそれぞれにつき輸送手段として、鉄道／荷馬車／船舶別の輸送重量（単位、ツェントナー）を記入させるようになっている。   13．ザクセンへの輸入財貨 関税同盟国家から／オーストリアから／関税同盟外国家から 14．ザクセンを通過した財貨         関税同盟国家間／関税同盟国家から同盟外国家へ／関税同盟外国家から同盟国家へ／関税同盟外国家間  15．ザクセンからの輸出財貨     関税同盟国家へ／オーストリアへ／関税同盟外国家へ 
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  遠隔地向けの大量販売をこととする大規模取引を担う商店であれば、その業務記録が所定の帳簿の形で作成・保存されたとは考えられ、上のような質問票に回答記入することも可能であったろう。しかし、そうでない中小商人層や零細小売人にとってこのような商業質問は回答不可能なほどの重荷になったのではないかと推測される。  さらに加えて、ザクセンにとって大きな意義をもった約 800 の書籍・美術品・楽譜取引業には質問14 項目の 4ページの特別の調査票＝「書籍・美術品・楽譜取引商に対する質問票」（Fragebogen für Buch-,Kunst- und Musikalienhändler）が作成され配布されている。ここでは、業務を販売・問屋取引・委託に分け、販売については上の 3 品目についてその販売額（仕入問屋の 5 国別）、問屋取引については取扱品目の種類とその額、製造費用（紙代・印刷費・著作者報酬）と販売額（5 販路別）、委託販売についてその販売額（4 委託先地域別）が問われ、そして人員関係として上の商業調査と同様に、被雇用者の地位別人数とその内の既婚者数、支払給与・賃金額、そして最後に他営業との結合の有無が調べられている。  Ⅱ．営業（＝工業）調査  １．全般的工業調査票  １．さて、問題はこの 55 年調査では狭く工業調査として捉えられた営業調査である。農業や商業とは比較にならないほどの大量の業種と関係し、その調査には大きな困難が立ちはだかる部門である。エンゲルの考えでは、ここでは競争が大きな影響をもつことから、工業統計はまず競争事情を局所／広域／ザクセンの国内・国外それぞれに関して伝えなくてはならない。さらに加えて、工業調査は以下の点に光明を与えるべく実施されねばならない。   1．独立工場・家内工業・手工業（ツンフト／非ツンフト）での工業生産量と就業者数  2．国民生活の需要に対する各営業の規模と重要度  3．使用原材料とその価値  4．労働=勤務関係。雇用主と被雇用者の数量関係  5．婦人・児童労働の割合  6．賃金関係と賃金変動  7．不況期における営業損失とその反復度  8．機械力の種類と数量  9．工業生産物の販路  55 年営業調査においては、被調査者として「すべての工場主、工場商人、家内工業の仲買人・問屋、手工業者、ツンフト・非ツンフト営業経営者、機械技工」が対象にされ、「経営、営業生産物の生産と販売に関する申告」が課せられている。従い、ここでいう営業とは上述のように、狭く工業生産に限定されている。この点ではベルギーの 46 年調査と同じといえる。そして、工業生産の中でも後述される 4業種は全般的営業調査とは別扱いにされ、それらには別種の調査用紙が配布されている。 この営業調査票＝「営業質問」（Gewerbliche Fragen）での設問は 9類からなり、そこには計 44 項目が盛られている。営業経営の商号、業務所有者名、商号取得あるいは開業の時期、業務所在地、等々の基本的属性の後に、経営実態に関する以下の 8 類にまたがる計 38 項目が設定されている（貨幣表示はターレルが単位。類別は原票ではただ横線で分けられているだけであるが、ここでは内容にそくした標題を添えて区分しておく）。  製造業務 7．主たる製造（あるいは製造させている）商品・物件種 8．1855 年の新規製造品目の販売額         8a．修繕品目の価値額 9．原材料費                             10．その内の外国からの原材料購入額 11．労賃額 販売業務 98  
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98 99
100  
12．公的販売業務の有無 13．その業務で他からの購入産物の有無 14．購入産物の売上額、ザクセン／関税同盟諸国／オーストリア帝国／外国（イギリス・フランス・スイス）の購入圏 4 区分 家内工業 15．関与する買入・取引業務とのかかわり方、見本／（提供される）原材料／前払でもって     16．その工場問屋・仲買業務の所在地       17．併行した自前勘定用作業の有無 就業者構成 18．（工場問屋業務に対して）仲買人・問屋、等々の雇用の有無  19．その現在人数                         20．その居住市町村 21．被雇用者数                           22．その構成と人数 23．妻・子による営業経営支援の有無 販売状況 24．当地販売／国内販売 25．国外販売にも及ぶ場合、ザクセン王国／他の関税同盟諸国／オーストリア帝国／他外国（全体と 3 小区分）の販売圏 4 区分での 1855 年販売額／これまでの最高販売額／その年 26．1855 年の主たる販売品目               27．かかわる国内の大市・市  28．かかわる国外の大市・市               29．最重要な大市・市  30．商品のための出張販売の有無、そのための出張販売員数, 競争状況 31．競争相手、地方／ザクセン／関税同盟／オーストリア帝国／アメリカ／中近東の市場 6 区分  32．最も不利な競争相手                   33．その理由 34．それに対処する最も有効な手段 休業状況 35．業務休止期間の有無 36．その月 37．その継続期間 38．業務活動減少割合、3/4 1/2 1/2以下 全部  39．業務休止中の労働者の退職の有無       40．退職中の労働者の事情 生産手段 41．作業機械力の有無、水力／蒸気力      42.（紡績場に対して）紡錘の数量  43．（梳毛糸商品製造に対して）仕入量     44.（織工と織物商品製造に対して）手織機／力織機／リボン織機の数量  みたように、回答には数量表示でもってするものと、文章回答によるものとが混在した調査票となっている。従い、モノグラフィー的要素が加味された 4ページの調査用紙となっている（ただし、この内の 1.3 ページは指示・説明用に当てられている）。ともあれ、エンゲルの考える先に挙げた営業調査のエッセンスを具体的に表示した実に詳細な設問内容となっている。これが上記の営業経営者の約 16 万人に配布されている。エンゲルの持論によれば、この調査によって、ザクセンでの営業経営者の競争環境、生産・販売事情、営業内就業者構成、営業沈滞状況、生産手段的側面を知悉できる（すべき）ということになろう。調査項目に限ってみれば、模範例としたベルギーの 46 年営業（工業）調査をはるかに越えた内容となっている。 ２．こうした営業調査によって、ザクセン王国での営業活動の完全かつ信頼できる映像を獲得することができ、その発展の基礎と条件、販売を取り巻く困難を知悉し、そのことによって工業にとっての効果的な施策、また公的福祉促進のための有効な手立てを練るための知識を提供することが可能になるとされる。そして、質問は課税や個別干渉には一切関係せず、設問自体も明瞭・簡潔でだれにとっても理解・回答可能であり、営業の併存、その移行と発展（手工業から機械経営へ、家内工業から
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独立工場へ）を捉えるための一般的図式に沿ったものであり、個人的利害にはかかわらない社会的なものに限られているとする。このことは上述した 55年 10月 10日の内務省による 55年調査に関する王国指令（第 7 項の「税目的には利用しないことの保証」）でも明示されている。従い、個々の営業経営の財政状態、つまり資本額（自己資本・他人資本）や純利益には触れることはなく、さらに密封形式での調査票返送を望む者にはそれが認められるともされる。 調査項目の設定意義については以下のような説明が添えられている。これは先にみたエンゲルによって工業統計での調査項目とされるべきものが調査票の中で具体化されたものとなっている。 まず、製造業務については、新規製造品の販売価値を修繕品製造価値と分けて把握し、かつその原在材料費・労賃からその生産物の価値構成を知り、個々の営業分野の本来的な生産力を測るとされる。 次に、販売業務については、（工場商人や問屋の業務にあっては）自己生産物の販売の他に外国生産物の販売が加わり、その比重も大きくなっているのが現状である。そこで生産の他に販売業務を営んでいる経営体には、自己製造品以外の外国産の販売用購入品の仕入先とその売上額を質問し、国内製品の生産額・販売額との区別を行なおうとしている。 家内工業について。ザクセンではとくに繊維業を中心にして広範な拡がりをもち、国民経済に大きな比重を占めるのが家内工業であり、その実態と経済力を測ることは重要である。これには問屋制下にある家内経営とそれを傘下に収める仲介者・問屋の所在を把握することが必要である。さらに、往々にして営業不振に陥るのが家内工業であるが、それがどの程度のもので、その下で就業者がいかなる窮状に置かれているか、これをも掴む必要があるとされる。この後者の問題は休業状況という下にある類での設問によって汲み上げられることになる。 就業者構成について。ここでは生産活動に必要な 2 つの力（＝労働力としての活きた力と機械力としての死んだ力）の内、前者について調べることで、国民の中の工業帰属人口＝工業分野への社会的クラス分けが可能になる。さらに、調査票の地位構成においては、以下の 10 区分が取られ、しかもそれぞれにおいて総数とその内の作業施設内就業者が分けて表示されている。業主層以外の中間層とさまざまな被雇用者層が区分された項目となっている。  商人としての修養のある者、あるいは会計職員  技術的修養のある職員、および職工長  手工業職人、および補助人  徒弟  工場労働者  婦女子（15歳以上）  荷造人夫、発送掛、および類似作業員  日雇労働者  就学義務のある男児（14歳以下）  就学義務のある女児（14歳以下）   販売状況について。製品販売を工業生産にとっての自然条件・人間労働・物的手段に次ぐ第 4の不可欠要素とみるエンゲルは、ザクセンでの生産物の販売額・販路・関係市場を詳細に掴み、販売の方向と規模を知ることが不可欠とする。どのような市場とザクセンは関係し、そこでの力量はどの程度のものか。これは政府にとっても販売強化・促進のためにどこに力を加えるべきかを知るための貴重な報知となる。  競争状況について。エンゲルが重要とみなす競争事情への詳しい質問が盛られている。競争相手に対する有効な手立てを講じるために内外での市場競争の現況を知る必要がある。これは政府にとっては通商政策（契約締結や関税率制定）の基礎資料となり、また営業経営者自身にとっても外国工業のあり方を知る上で不可欠なものとなる。  最後に生産手段について。これは上の生産に必要な 2 つの力の後者（＝死んだ力）についての調査ということになり、工場施設での動力源、紡績工場の紡錘、織物工場の稼働織機（手織機／力織機別、手工業／工場生産別）が調べられることになる。しかし、この側面の質問項目は最も要素的な生産手段に限定され、営業表でのそれと比較しても物的設備調査としては極めて淡白なものに終わっている。 以上のように、営業経営の生産種、年間販売額・原材料費や支払賃金額、また就業者数・構成、使用生産手段といった経営の内部事情に関する項目を取り入れ、さらに販売環境や競争事情といった外部要素をも加えた包括的な営業調査用紙となっている。これが既存の行政資料や記録によらない、独
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立した調査書式として設計されたこと、またプロイセン営業表にみられた手工業／工場生産という二分法ではなく工業生産主体すべてに対し一様な調査書式をもって臨んでいることが重要である。これは直接全数調査としての工業センサスに他ならなく、19 世紀 50 年代半ばにこのような経済統計調査が構想されたことは、ドイツ圏では人口調査でさえ直接調査の実施にほど遠かった時代状況との関連からみて、実に画期的なことといえるものであった。 こうした営業調査は政府・行政当局と営業経営者のためだけに実施されるものではない。直接間接に営業（＝経済）活動の安定と発展という面から国民全体の利益促進に通ずるはずである。エンゲルは最後に次のように述べている。   こうした努力はただ公的福祉の促進を目的にしているだけであり、また公的福祉はあちこちで対立する利害がどのような意義をもつかを正確に知る場合にのみ促進可能となるので、この書式の中に設定された質問に正確に回答することはただ単に政府に対する義務であるのみならず、はるかにより以上に公的福祉に対する義務ともなるのである。これを深く心に留める者は、真実を尊び、設定された質問に対して誠意をもって回答するであろう。しかし、意図的に真実でないことを報告する者は公的福祉に対して罪を犯し、公的福祉との関連で始められる企画に対して罪を犯すことになる。    上で引用した文章と同様、ここでも統計調査が国民の福祉促進に結びつくことを強調している。調査側のいい分としては当然のことではあろうが、しかし、これが被調査者たる営業経営者の耳にどれほどの真実味をもって響いたものか。後の経過からみて、これは統計局とエンゲルの一方的な思い込に終わったといわざるをえない。  ２．個別営業調査票  だが、この全般的営業調査票によっては営業実態の掴めない業種も出てくる。とくに原材料獲得・加工業（鉱脈・地層採掘、金属・石炭採掘、石・スレート・石灰石採掘、粘土・陶土・砂採取、製錬、レンガ焼）がそうであり、また製粉・パン製造・製肉、ビール醸造・火酒蒸溜・他蒸溜といった業種、薬剤業、さらに左官・大工、煙突掃除・道路舗装業もある。これら個々の営業の個別内容に及ぶ全体的な特殊調査は後日に期すとして、今回の調査では、製造業（これはさらに製粉業・製油業・製材業と皮揉業・火薬製造業の 4 亜業種に分けられている）に対しては特別の調査票＝「製造者調査票」（Fragebogen für Müller）、またパン屋、肉屋、そして印刷業、この 3業種それぞれにも独自の調査票が用意されている。結局、4 つの個別営業に対する調査票が別途に用意されることになる。例えば、製造業の中の製粉工場（Getreidemüllerei）に関する調査票には、こうした特殊営業に関して、「当該営業を生産と消費のあらゆる方向で知悉することができるために、その営業の独自性に深入りしなくてはならない」13）という趣旨の下、次の 17 項目の実に詳細な質問が盛られている。  1．工場の名称とその火災台帳番号 2．工場所有者の名前 3．賃借者の名前（賃借の場合） 4．工場の所在する町村名 5．工場に近くにある河川の名前 6．風車（ドイツ式風車／オランダ式風車）か、舟水車か 7．所属工場管区  8．製造方法（通常のドイツ式／アメリカ式／混合方式／あるいは圧縮工場）  9．稼動碾臼の数量（碾臼 6種別の数量・碾臼直径・素材石 3 区分数量） 10．異なった水位状態別（高位／中位／低位）での稼動碾臼数量 11．圧縮機の数量 12．穀物精製用新設備の所有（持上と移動・冷却・篩・光沢用） 13．製造目的（すべて自前／顧客／双方用） 14．製粉・粗碾数量（素材穀物 7種別の製粉／粗碾別数量と製粉料金・出荷大市数） 15．碾割された麦・燕麦の数量 16．搗砕された黍の数量 17．パン屋・パン販売／粉取引との結びつきの有無  
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以上のように、製造方法、稼動碾臼の種類・数量、敷設設備、製粉目的、材料別製粉量、パン製造と販売・粉取引との関係、これらについての質問に加え、近くを流れる河川名と共に、異なった水位（高位／中位／低位）の下で稼動する碾臼の数量が問われている。これはザクセンの製粉業において、決して豊富とはいえない同国の河川水量による水力利用がどのような事情にあり、風力・蒸気力との比較でそこから生じる価値はどの程度かを推量するためである。製造業にある亜業種としての搾油業・製材業・火薬製造業それぞれについて、さらにパン屋、肉屋、印刷業に関してもそれに特徴的な業務内容について多様な質問が設定されている。 例えば、手工業生産の典型といえるパン製造業者（白・黒パン製造者、菓子・ケーキ製造者、香料入・胡椒菓子製造者）に対する調査票には次のような 15 項目の設問がある。 
 1．所有者名 2．当該地所は自己所有か否か、他人所有の場合にはその所有者名、火災台帳番号 3．銀行保証の有無 4．保証の現在価値（ターレル） 5．製造商品の主たる種類 6．1855 年内の製造商品の販売総額、自前用／他人勘定用（賃金目的で）製造の区分 7．1855 年内の消費原材料の量、小麦・ライ麦・大麦・からす麦・玉蜀黍・えんどう豆・馬鈴薯・馬鈴薯粉の 8種につき、その穀粒／穀粉別の消費量（シェッフェル）  8．原材料の外国からの取寄せの有無、ライ麦・小麦・玉蜀黍の 3種に関してその外国名 9．被雇用者数、職工長・熟練補助人・徒弟（男・女）・販売人・賃金労働者（男・女） 10．支払賃金総額（ターレル） 11．使用燃料、木材・石炭・コークス・褐炭・泥炭 12．1855 年内の燃料費総額（ターレル） 13．製粉場との結合の有無 14．結合ありの場合、パンとの交換の有無 15．他営業の有無、有の場合にはその業種 
 このように、製造品目、販売額、原材料・燃料の種類と消費量・費用、就業者数・構成・支払賃金、他営業との関連、これらに渡る多面的な把握が目的とされている。手工業生産といえども、単に営業の所在とその親方／補助人・徒弟の就業者を把握するだけに終わらず、業務内容にも深入りした経営調査として企画されている。ただし、パン製造に特徴的な窯や捏機といった物的生産手段に対する質問は欠けている。 さらに、この 55年生産=消費統計調査に併せて、市町村目録、建物統計や移民統計、自治体所有物記録、これらの作成のための資料獲得も試みられている。全国各地の地方自治体を調査対象にした、領域、住居、住民（移出入関係）、自治体そのものが所有する地所・物的生産設備・家畜・営業経営・公的福祉施設（救貧院・病院）、これらについての計 18 の質問を容れた「質問点」（Fragepunkte）票が配付され、これも生産=消費統計と同様に 56 年 1月 10日に回答終了とされている。  Ⅲ．1855 年営業調査の挫折  １．営業調査の困難  55年生産-消費統計調査の経験を踏まえ、エンゲルは改めて「営業地理と営業統計に対する寄与」14）と題した論文を 56-57年にかけての『統計局雑誌』に 3回に分けて連載して、営業（＝工業）調査に関する自説を敷衍し、その作成にまつわる困難を提示している。  営業統計は高度化した営業活動の包括的報知を提供すべきものであるが、いまだそのような例はどこにも存在していない。個別的にはいくつかの産業分野に関するモノグラフィー的研究（例、パリ商業会議所によるパリの 1847/48 年工業統計調査）があり、局所的個別調査としてのその意義も否定できないが、営業全般にまたがった全体網羅的な把握とはいえない。現状はそうではあるが、あるべき営業統計は、①産業と産業人口の配置、②産業での生きた労働（就業者）と死んだ労働（機械）の数量、③生産と消費の規模、この 3 点の解明を課題にする。これを通じ、営業統計は文明化された国民の下にある経済活動・財産・力の具体的映像を示し、国民の就業のあり方に応じて経済的発展段階や
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立した調査書式として設計されたこと、またプロイセン営業表にみられた手工業／工場生産という二分法ではなく工業生産主体すべてに対し一様な調査書式をもって臨んでいることが重要である。これは直接全数調査としての工業センサスに他ならなく、19 世紀 50 年代半ばにこのような経済統計調査が構想されたことは、ドイツ圏では人口調査でさえ直接調査の実施にほど遠かった時代状況との関連からみて、実に画期的なことといえるものであった。 こうした営業調査は政府・行政当局と営業経営者のためだけに実施されるものではない。直接間接に営業（＝経済）活動の安定と発展という面から国民全体の利益促進に通ずるはずである。エンゲルは最後に次のように述べている。   こうした努力はただ公的福祉の促進を目的にしているだけであり、また公的福祉はあちこちで対立する利害がどのような意義をもつかを正確に知る場合にのみ促進可能となるので、この書式の中に設定された質問に正確に回答することはただ単に政府に対する義務であるのみならず、はるかにより以上に公的福祉に対する義務ともなるのである。これを深く心に留める者は、真実を尊び、設定された質問に対して誠意をもって回答するであろう。しかし、意図的に真実でないことを報告する者は公的福祉に対して罪を犯し、公的福祉との関連で始められる企画に対して罪を犯すことになる。    上で引用した文章と同様、ここでも統計調査が国民の福祉促進に結びつくことを強調している。調査側のいい分としては当然のことではあろうが、しかし、これが被調査者たる営業経営者の耳にどれほどの真実味をもって響いたものか。後の経過からみて、これは統計局とエンゲルの一方的な思い込に終わったといわざるをえない。  ２．個別営業調査票  だが、この全般的営業調査票によっては営業実態の掴めない業種も出てくる。とくに原材料獲得・加工業（鉱脈・地層採掘、金属・石炭採掘、石・スレート・石灰石採掘、粘土・陶土・砂採取、製錬、レンガ焼）がそうであり、また製粉・パン製造・製肉、ビール醸造・火酒蒸溜・他蒸溜といった業種、薬剤業、さらに左官・大工、煙突掃除・道路舗装業もある。これら個々の営業の個別内容に及ぶ全体的な特殊調査は後日に期すとして、今回の調査では、製造業（これはさらに製粉業・製油業・製材業と皮揉業・火薬製造業の 4 亜業種に分けられている）に対しては特別の調査票＝「製造者調査票」（Fragebogen für Müller）、またパン屋、肉屋、そして印刷業、この 3業種それぞれにも独自の調査票が用意されている。結局、4 つの個別営業に対する調査票が別途に用意されることになる。例えば、製造業の中の製粉工場（Getreidemüllerei）に関する調査票には、こうした特殊営業に関して、「当該営業を生産と消費のあらゆる方向で知悉することができるために、その営業の独自性に深入りしなくてはならない」13）という趣旨の下、次の 17 項目の実に詳細な質問が盛られている。  1．工場の名称とその火災台帳番号 2．工場所有者の名前 3．賃借者の名前（賃借の場合） 4．工場の所在する町村名 5．工場に近くにある河川の名前 6．風車（ドイツ式風車／オランダ式風車）か、舟水車か 7．所属工場管区  8．製造方法（通常のドイツ式／アメリカ式／混合方式／あるいは圧縮工場）  9．稼動碾臼の数量（碾臼 6種別の数量・碾臼直径・素材石 3 区分数量） 10．異なった水位状態別（高位／中位／低位）での稼動碾臼数量 11．圧縮機の数量 12．穀物精製用新設備の所有（持上と移動・冷却・篩・光沢用） 13．製造目的（すべて自前／顧客／双方用） 14．製粉・粗碾数量（素材穀物 7種別の製粉／粗碾別数量と製粉料金・出荷大市数） 15．碾割された麦・燕麦の数量 16．搗砕された黍の数量 17．パン屋・パン販売／粉取引との結びつきの有無  
102 103
104  
文化段階の違いが出てくることを数量でもって明らかにする。しかし、その作成にはいくつもの解決されるべき難問が立ちはだかっている。  1）まず、営業統計では営業経営の形態や規模（大小）の区分を取り入れることが不可欠になるが、その定義づけと大小区分の境界設定には大きな困難がある。とくに工場経営と手工業との境界が流動的で、両者の区分はあいまいなものにならざるをえない。大規模な商品製造を販売用に営む者を工場主（ファブリカント）、自前で他の小経営者に商品を製造させる、あるいは販売用に大量の商品を購入するものを工場問屋（Fabrikverlager）とし、局所的需要や顧客の直接注文に応じる者を手工業者とみなすのが一般的定義である。しかし実際には、ザクセンでは営業税を基準にして、5ターレル以上の納税者が工場経営者・工場問屋、4ターレル以下の層が手工業者として営業税台帳に登録されている。しかし、これでは実相は掴めず、工場と記載されたものが現実には手工業親方の経営であったり、手工業とされたものが工場問屋経営であったりする。営業税記録からは営業経営の正確な区分（工場工業／手工業）は出てこない。これらをどのように正確に規定してゆくか、これが営業調査の難問となる。確かに、エンゲルの指摘にあるように、工場と手工業、また経営の大小区分の境界基準をどこに置くかはこの後も大きな難問となり、ザクセンのみならず関税同盟や統一後のドイツ帝国における営業統計にあっても、意見統一を得ることの難しい課題となってゆく。  2）次に、経営内容・販売関係・競争事情に関する報知も営業統計は伝えるべきではあるが、残念なとに多くの小経営者（手工業者や家内工業主）はそれらについては無知であり、質問に対し報告すべき材料をもたない。かれらは自分の業務についての正確な帳簿作りや会計（予算や決算）を怠り、ただ一時の幸運や賭けを頼りにして儲けたり、逆に競争や恐慌の波に流され自己破産してゆく。かれらにとくに必要なのは競争の本質と力を知り、その渦中にある自己の経済的立場について的確な判断をもつことである。国民経済の安定した進展、雇用主と被雇用者との良好な関係の確保、こうしたことのために不可欠の情報を提供するものが営業統計である。しかし、そのためにあるはずの営業統計の意義に対する理解が経営者自身に欠けている。これもまた、エンゲルのいう通り、後の営業調査でも営業経営者自体の無知や不信の壁が立ちはだかる。従い、生産額・販売額、また販路先といった情報が経営調査にとっていかに重要であるにしても、そうした記録はないとして無回答のままで調査票が返ってくる。さらには、記録・資料があったとしても経営の機微に触れるものとして、回答が忌避されたり、あるいは正確な申告の獲得が不可能なこともある。こうして、それら経営内容の深部に関する調査項目は初めから除外せざるをえないといった事態が出てくる。  3）加えて、営業統計に不可欠の産業生産物の正しい分類も営業統計作成の困難のもとになる。これまで諸外国、またザクセンでも多くの産（工）業博覧会が催され、そのつど商品目録・報告が作成されてきた。しかし、分類基準が多様なため、統一的な産業分類というものがいまだ確立していない。こうした中で、エンゲルがより優れた産業分類とみなすものは、以下の 11 分野（グループ）からなる分類であり、これが営業統計の分野区分の基礎に置かれるべきとする。15）（括弧内の数字は細分野数）。  Ⅰ．耕地産業・粗生産物獲得（2）  Ⅱ．金属工業（3）   Ⅲ．機械製造（8）    Ⅳ．器具製造（4） Ⅴ．金属商品製造（7）   Ⅵ．鉱物工業（7） Ⅶ．化学・薬学製品と消費財製造（12）  Ⅷ．繊維工業（15） Ⅸ．皮革・ゴム・フェルト・毛皮商品製造（8） Ⅹ．木材・角・鯨骨・象牙・類似商品製造（12） Ⅺ．紙・類似資材製造と加工（8）  これは、生産物の同類性を軸にしながら、これに使用原材料と製造過程の類似性を加味した分類基準によっていると思われる。ただし、この分類は商業や運輸部門、サーヴィス部門、さらにその有用性ゆえにエンゲルによって生産的とみなされた精神的就業をも含んだ全営業分類といえるものではなく、後にはⅠの粗生産部門も除かれるところから、狭義の営業分類、すなわち工業分類というべきものに縮小されている。しかも、そこにはいくつか不明な箇所（例、Ⅶ分野では化学製品と粉やパンの日常消費財の製造が並べられたり、Ⅺ分野には複写営業が入れられたりしている）が残っている。ともあれ、工場・工場問屋・家内工業・手工業というさまざまな経営形態の下で営まれていた当時の工業部門を網羅した分野区分とみなすことができよう。こうした区分を用い分野・業種間比較を行なうことで、現下のザクセン経済についての貴重な報知が獲得可能となる。例えば、とくに関税同盟加
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入以来、経営での新旧の闘いが進んでおり、ツンフト制に制約された小経営が多く残っている業種（例、製粉業・パン製造、衣糧・靴製造、陶器製造）においてさえ、より自由な営業や機械制工場が新たな生産様式として旧来のものを凌駕しつつある。また、「自由営業」として工場制にもツンフト制にも属さない、都市での貧困層や老人によるレース編・刺繍・婦人装身具や人造花製造といった零細な手仕事があるが、実はこれが全体として多くの者にとっての収入源となり、ザクセンにおいてはその国民経済的意義を見落とすことは許されない。こういった点が明らかにされうるとしている。この分類図式にのっとり、ザクセンの各工業分野の地理的配置や時間的進展に関する概要が提示可能になってゆく。 営業の分類問題はその合理的図式をめぐってその後も検討が継続されてゆく。これはまた国際統計会議での審議対象ともなり、さらにドイツ関税同盟統計拡充委員会ではそのための専門委員会も設けられている。前者ではハーグでの第 7 回国際統計会議（1869 年）において工業統計の国際比較基準の立案者に指名され、後者では営業統計部門の取りまとめ役を務め（71 年）、いずれの場面でもエンゲルの知識と経験が大きな役割を演ずることになる。 エンゲルが難問として挙げた上の 3 点いずれもが、その後の営業統計近代化にとって、その合理的解決が不可欠とされる課題となってゆく。55 年営業調査を企画・実施する中から、いち早くそれら問題の所在と重要性を看取したのがエンゲルであったが、しかしザクセン時代にはこれらを自ら解決することはできなかった。   ２．調査の挫折  １．以上のように、営業統計の意義を唱え、作成に当たっての障碍を挙げながら、いずれその克服が可能とみるのがエンゲルである。にもかかわらず、上の第 2の問題と関連しながら、調査が経営当事者をその直接の被調査者とするところに最大の困難が待ち伏せていた。これはまた統計作成の近代化が抱える難問でもある。19 世紀 50 年代には、国家統計の公共性や有用性に関する世論形成はまだできていない。統計調査に対する不信や無知がいまだに邪魔者として立ちはだかり、国民、とくに農民や営業経営者の不理解と抵抗は大きかった。農民にとり詳細な調査事項への回答は過重負担であり、また課税不安からする営業経営者の抵抗は大きく、調査票のほとんどの質問が無回答のままで返ってくることも稀ではなかった。私的利益と公的有用性がそこでは対立し、エンゲル自身も認めるように、「こうした申告の弊用に対するある恐れは、最も豊かで最も公共心のある人々の間でさえ支配している」。16）エンゲルのいう、「公的福祉のための統計」という理念は題目に終わった。そうした中では、調査がすべての該当者を網羅すること（＝完全性）、また申告内容に正確性を期待することは不可能である。人口調査に対する国民の不安とは別種の、またより深刻なこうした営業調査に対する経営者の抵抗と反撥は、後にエンゲルをして窮地に立たせることになる。 先に述べた 55年生産=消費統計に戻ると、確かに経営調査としての構想は画期的なものであったが、実行に関しては大きな壁に突き当たる。公的調査が私的利益を侵害するのではないかという恐怖が根強く残る中で、エンゲル自ら、55年調査では、「絶対的完全性の達成されるのはわずかであり、さらに申告の大きな部分では信頼性の名に値するものがわずかであった」17）とその失敗を告白せざるをえない。実は、55 年調査の指令には、こうした不安を防止する手立てとして、上述したように「税目的には使用しないことの保証」とする一項が設けられ、そこでは回答が個々の経営の財政状態を論ずるものでは決してないことが明記されていた。18）すなわち、「政府は本調査に際し、個々人の状態の知識にはまったく関与せず、ただ全生産分野の状態全体の概括にかかわるだけである」とし、当の内務省も個別申告は「決して個々人の課税目的、あるいは個々人に関するいかなる他の行政施策にも利用されない」、「専ら統計局による全体結果の編集のために利用されるべきものである。・・・公表も全地方あるいは全営業分野について与えられた全体結果に関してのみ実施される」とする保証を提示している。そして 55 年調査に用いられたすべての調査票の冒頭にこの規定が掲示されている。しかしながら、こうした文言だけで被調査者の恐怖や危惧・不安が取り除かれることはありえなかった。55年調査書式に添えられた「注意文書」には、確信できることとして、「公的福祉にとって非常に重要なこの企ての実施を厄介の出てくるもとになるとしてだれも妨げはしなく、だれもが誠実な申告と回答を通じてそれを促進することになろう。提起された目標がよりよく達成されるほど、ザクセン国民がそのことによって自ら示す証しがより輝かしいものとなる。というのは、関与する住民の協働によってのみ、今回のようなプランを実行に移したいかなる地球上の国もこれまで存在しないからであ104  
文化段階の違いが出てくることを数量でもって明らかにする。しかし、その作成にはいくつもの解決されるべき難問が立ちはだかっている。  1）まず、営業統計では営業経営の形態や規模（大小）の区分を取り入れることが不可欠になるが、その定義づけと大小区分の境界設定には大きな困難がある。とくに工場経営と手工業との境界が流動的で、両者の区分はあいまいなものにならざるをえない。大規模な商品製造を販売用に営む者を工場主（ファブリカント）、自前で他の小経営者に商品を製造させる、あるいは販売用に大量の商品を購入するものを工場問屋（Fabrikverlager）とし、局所的需要や顧客の直接注文に応じる者を手工業者とみなすのが一般的定義である。しかし実際には、ザクセンでは営業税を基準にして、5ターレル以上の納税者が工場経営者・工場問屋、4ターレル以下の層が手工業者として営業税台帳に登録されている。しかし、これでは実相は掴めず、工場と記載されたものが現実には手工業親方の経営であったり、手工業とされたものが工場問屋経営であったりする。営業税記録からは営業経営の正確な区分（工場工業／手工業）は出てこない。これらをどのように正確に規定してゆくか、これが営業調査の難問となる。確かに、エンゲルの指摘にあるように、工場と手工業、また経営の大小区分の境界基準をどこに置くかはこの後も大きな難問となり、ザクセンのみならず関税同盟や統一後のドイツ帝国における営業統計にあっても、意見統一を得ることの難しい課題となってゆく。  2）次に、経営内容・販売関係・競争事情に関する報知も営業統計は伝えるべきではあるが、残念なとに多くの小経営者（手工業者や家内工業主）はそれらについては無知であり、質問に対し報告すべき材料をもたない。かれらは自分の業務についての正確な帳簿作りや会計（予算や決算）を怠り、ただ一時の幸運や賭けを頼りにして儲けたり、逆に競争や恐慌の波に流され自己破産してゆく。かれらにとくに必要なのは競争の本質と力を知り、その渦中にある自己の経済的立場について的確な判断をもつことである。国民経済の安定した進展、雇用主と被雇用者との良好な関係の確保、こうしたことのために不可欠の情報を提供するものが営業統計である。しかし、そのためにあるはずの営業統計の意義に対する理解が経営者自身に欠けている。これもまた、エンゲルのいう通り、後の営業調査でも営業経営者自体の無知や不信の壁が立ちはだかる。従い、生産額・販売額、また販路先といった情報が経営調査にとっていかに重要であるにしても、そうした記録はないとして無回答のままで調査票が返ってくる。さらには、記録・資料があったとしても経営の機微に触れるものとして、回答が忌避されたり、あるいは正確な申告の獲得が不可能なこともある。こうして、それら経営内容の深部に関する調査項目は初めから除外せざるをえないといった事態が出てくる。  3）加えて、営業統計に不可欠の産業生産物の正しい分類も営業統計作成の困難のもとになる。これまで諸外国、またザクセンでも多くの産（工）業博覧会が催され、そのつど商品目録・報告が作成されてきた。しかし、分類基準が多様なため、統一的な産業分類というものがいまだ確立していない。こうした中で、エンゲルがより優れた産業分類とみなすものは、以下の 11 分野（グループ）からなる分類であり、これが営業統計の分野区分の基礎に置かれるべきとする。15）（括弧内の数字は細分野数）。  Ⅰ．耕地産業・粗生産物獲得（2）  Ⅱ．金属工業（3）   Ⅲ．機械製造（8）    Ⅳ．器具製造（4） Ⅴ．金属商品製造（7）   Ⅵ．鉱物工業（7） Ⅶ．化学・薬学製品と消費財製造（12）  Ⅷ．繊維工業（15） Ⅸ．皮革・ゴム・フェルト・毛皮商品製造（8） Ⅹ．木材・角・鯨骨・象牙・類似商品製造（12） Ⅺ．紙・類似資材製造と加工（8）  これは、生産物の同類性を軸にしながら、これに使用原材料と製造過程の類似性を加味した分類基準によっていると思われる。ただし、この分類は商業や運輸部門、サーヴィス部門、さらにその有用性ゆえにエンゲルによって生産的とみなされた精神的就業をも含んだ全営業分類といえるものではなく、後にはⅠの粗生産部門も除かれるところから、狭義の営業分類、すなわち工業分類というべきものに縮小されている。しかも、そこにはいくつか不明な箇所（例、Ⅶ分野では化学製品と粉やパンの日常消費財の製造が並べられたり、Ⅺ分野には複写営業が入れられたりしている）が残っている。ともあれ、工場・工場問屋・家内工業・手工業というさまざまな経営形態の下で営まれていた当時の工業部門を網羅した分野区分とみなすことができよう。こうした区分を用い分野・業種間比較を行なうことで、現下のザクセン経済についての貴重な報知が獲得可能となる。例えば、とくに関税同盟加
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る」とあり、これは上でも紹介した 55年生産=消費統計の実施とそれへの国民の積極的参加の意義づけと同じ趣旨からのものではあるが、こうした考えは調査者側のあくまでも一方的な希望的観測からのものにすぎなかった。 55 年営業調査の実行に関しては大きな壁が立ちはだかる。結果的には、未回収や不完全回答の調査票が多くあり、回収された調査票だけからは全体数量を掴むことは不可能となる。ここから、例えば、工業での分野ごとの販売総額については、統計局は一方で王国各地の営業税台帳から当該分野の業務総数と納税総額を抑え、他方で調査によって捉えられた部分の営業税 1ターレル当たリの平均販売額を調べ、それを全体に適用して総販売額を算出するという手段を取らざるをえなかった。また、機械・装置に関しても、その種類や数量の信頼性の判定には、同業組合からの報告や火災保険施設の保持している価値評価記録が利用された、等々。19）このように、営業センサスとして構想されはしたものの、実際には税記録による一部推算や業務資料による補完を挟まざるをえなかった。結果の加工・公表も製造業とパン製造業に限定され、獲得された資料の全体的な編集・公表までには進みえなかった。これが 55年生産-消費統計の実際であり、結果的にはセンサスとして成功したとはいい難い。営業経営者層に根強く残る経済面への調査に対する恐怖と不信は、国家統計調査へのエンゲルと統計局の意気込みによって払拭されるほどには軽いものではなかった。従い、人口調査では大きな飛躍を示しえたが、農業と商工業を対象にした経済統計では、その試みは挫折したといわざるをえない。 ザクセン統計史でも、「またとくに農業の生産-消費統計用の調査票は非常に詳細な申告を要求していたので、1855 年 10 月 10 日の該当する調査指令において、調査に際して要請される住居・保険・生産・営業経営と商業経営に関する申告は個々人の課税や個々人にかかわるある別の行政施策には決して利用されないということがはっきりと保証されていたにもかかわらず、全国土と主に農業圏では簡単には排除できない大きな騒ぎが起こった。公衆への多くの質問によるこれまでなかった大きな負担は人口調査の帰結を侵害し、とくに農業が問題となる限り、生産-消費統計の価値を貶めた」20）と総括されている。  ２．55年生産=消費統計調査にみられた、農業・工業・商業に関する調査構想は経営体の内実に迫る本格的な経営調査を志向したといえるものであった。これが成功していれば、プロイセンや関税同盟のこれまでの営業表段階を克服し、一気に営業センサスのレベルに到達した画期的な調査事例となりえたであろう。エンゲルの考える、ザクセン王国の生産局面の物的人的構造、および経営事情の総体的把握がこれによって果されえたであろう。しかし、19 世紀中葉にかかる調査が、たとえ文明開化度の高いザクセンにおいてといえども、果してそれが実現可能であったろうか。こうした調査は国民の間にどのような反応を引き起こし、その調査票はその回答者である業主層にどのように受け止められたであろうか。これは調査票の内容的豊富さや調査側の意気込みとは別問題である。 この調査はあくまで統計目的用のものであり、課税問題や個人的利害関係には触れないことが明示され、さらに営業（＝工業）調査では比較的大きな営業体には密封形式での調査票提出が認められていた。また、調査票記入に際しては、地方行政官庁に対し、官庁自体とその要請を受けて自治体首長、農業協会や営業協会の幹部・委員、手工業者組合（インヌング）・営業団体幹部が被調査者側への支援を行なうべしとの指令も出されている。しかしながら、被調査者としての農業調査における農民層、また営業調査での工場主・工場問屋・手工業親方層にはこうした調査への回答に対する不信・不理解、逡巡、さらには抵抗・反撥の方がそれへの理解・協力よりも多かったであろう。従って、後に識者によっては、まるで「異端審問的な質問体系」21）（inquisitorisches Fragesystem）と評されるこのような詳細な質問に対しては、回答拒否・不完全回答・虚偽申告が頻発したことは想像するに難くはなく、実際にも、信頼でき利用の可能な調査票の返送は少なかった。  この 55 年営業調査の挫折は単にひとつの調査事例が失敗したということに終わらず、エンゲルにとり屈辱的ともいえる出来事を随伴する。すなわち、1858 年 3 月のザクセン国会で統計局とエンゲルに対する批判がくり拡げられ、複数の議員によるその批判はエンゲルのとうてい承服しかねるものであり、これがために同年 8月に統計局長を辞任することになる。22）ことの底流にはエンゲルの日頃の政治的見解が危険視されたことがあり、これに 55 年調査、ことに農業経営調査があまりにも細事に深入りすぎた調査であり、これをゆきすぎとみなした議会は統計局の要求した予算増額を極めて少額に抑える。さらに、その中に含まれていたエンゲルの局長職としての給与引き上げ要求を否決するという挙に出た。こうした露骨な批判を前にして、エンゲルが統計局に留まることはできなかった。1858 年 8月 1日、エンゲルはザクセン王国統計局を退任することになる。8年 4ヶ月の勤務期間であった。 
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 おわりに   55 年営業調査は構想としては実に革新的なものであったが、当時のザクセンにはそれを受け入れる基盤がまだできていなかった。人口局面ではセンサス様式の調査が実現したものの、個々の営業経営の内実に切り込んだ経営調査に対する不信と嫌悪には大きいものがあった。とくに農民層のこの調査に対する反撥と抵抗は、調査の合理性や調査者側の熱意によって克服しうるものを越えていた。  では、この 55年調査は単なる失敗例としてドイツ社会統計史の片隅に埋もれてしまうものなのか。そうではなく、その 55 年調査構想を社会統計の形成史の中に正当に位置づける必要があると思われる。  55年調査はベルギーでの 46 年営業調査を模倣したものではあったが、その内容と規模ではそれを凌駕した、従ってまたドイツ圏で最初の本来的な営業経営調査として構想されている。これまでのドイツにおける営業調査としては 1819 年以降のプロイセン王国での、また 46 年の関税同盟での営業調査があり、その結果が営業表としてまとめられていた。こうした営業表とは本質的に異なった、その段階を大きく越えたものが 55 年調査であるといえる。営業表は自由主義的経済政策の下で、経営体の内部事情に立ち入ることを避け、主に営業税記録から獲得できるその外面的事項についての数量表示を目的に作成されてきた。しかも、同じ工業生産の担い手である手工業と工場を二分し（＝プロイセン方式）、前者には就業者統計、後者には物的設備統計という異質な性格をもたせた図式を基本枠としてきた。そこには経営体の人的物的構成、製造関係、経営環境（販売・競争）、資本・賃金、等々に関する項目の整合的表示は初めから欠落していた。営業経営体に対する統一的な構造的把握は営業表からは不可能であった。こうしたプロイセンと関税同盟において作成されてきた営業統計は、その資料源と作成図式（二分法による職業統計と経営統計の混在）に大きな欠陥を抱え、既述のように、例えば、ワインリヒなどによっては、その枠組みの貧弱さが批判されていた。当然のことにエンゲルも同じ考えであった。  こうした旧来の営業調査に抜本的改革を施そうとしたのがこの 55 年調査といえる。第 2 回目の関税同盟営業表作成の機会を捉えて、他の諸邦に先駆けて本来の営業経営調査を実施するという意気込みの下で企画されたものであった。しかも、商工業のみならず、これまで国家統計の進入を阻んできた農業経営部面にまで調査網を拡げようとした。上でみたように、それぞれの調査書式には当時の農業経営・工業生産・商業取引の実態を網羅的に捕捉しうる調査項目が盛られていた。  従って、ドイツにおける営業統計の展開過程にあっていつかは克服されねばならない営業表段階の統計調査に対し、その作成方式を決然と拒絶しその代替案を提示したものが 55 年調査であった、このようにドイツ社会統計史の中に位置づけることができよう。実査では調査忌避や不完全回答に出会い調査そのものは挫折したが、近代的レベルでの営業調査とはかくあるべきものとしての模範例を提示している。これをドイツ社会統計において提示された営業センサスの最初の構想であり、その後の近代的レベルでの営業統計作成の始点であったとみなすことができるのである。  その後、この苦い挫折経験をもとにしながらも、エンゲルは営業センサスの実現に向けて弛むことのない努力を継続する。すなわち、プロイセン統計局での 61 年営業調査の企画、70-71 年の関税同盟統計拡充委員会での営業統計部門の責任者として来るべき営業調査の構想作成とそこでの 72 年営業調査の具体的プラン作り、そして 75 年の人口調査時に併せたドイツ帝国営業調査の実施である。この 75 年営業調査はドイツで最初の営業センサスとして語られることもあるが、しかし人口センサスとの同時併行であったために、内容的に萎縮した調査に終わり営業センサスとはいい難い。その 7年後に独立のセンサスとして実施された 1882年 6月のドイツ帝国職業=営業調査をもって、本来の営業調査が成立したとみることができる。しかし、これはちょうどエンゲルのプロイセン統計局からの退職の年でもあり、この調査に当人が直接かかわることはなかった。しかし、その調査様式と質問内容にはエンゲルはこれまで主張し続けてきた営業経営調査のエッセンスが汲み上げられている。人口総体という表層から社会経済の基底部に統計の網が届いたこの 82 年調査の実施をもって、ドイツ社会統計が他のヨーロッパ諸国の統計を凌駕し、世界最高レベルでの統計作成に成功した証左とみることができる。そして、この営業センサス実現までの長い道程の起点として位置づけられるのが、他ならぬ 55年のザクセン王国営業調査であったといえるのである。   106  
る」とあり、これは上でも紹介した 55年生産=消費統計の実施とそれへの国民の積極的参加の意義づけと同じ趣旨からのものではあるが、こうした考えは調査者側のあくまでも一方的な希望的観測からのものにすぎなかった。 55 年営業調査の実行に関しては大きな壁が立ちはだかる。結果的には、未回収や不完全回答の調査票が多くあり、回収された調査票だけからは全体数量を掴むことは不可能となる。ここから、例えば、工業での分野ごとの販売総額については、統計局は一方で王国各地の営業税台帳から当該分野の業務総数と納税総額を抑え、他方で調査によって捉えられた部分の営業税 1ターレル当たリの平均販売額を調べ、それを全体に適用して総販売額を算出するという手段を取らざるをえなかった。また、機械・装置に関しても、その種類や数量の信頼性の判定には、同業組合からの報告や火災保険施設の保持している価値評価記録が利用された、等々。19）このように、営業センサスとして構想されはしたものの、実際には税記録による一部推算や業務資料による補完を挟まざるをえなかった。結果の加工・公表も製造業とパン製造業に限定され、獲得された資料の全体的な編集・公表までには進みえなかった。これが 55年生産-消費統計の実際であり、結果的にはセンサスとして成功したとはいい難い。営業経営者層に根強く残る経済面への調査に対する恐怖と不信は、国家統計調査へのエンゲルと統計局の意気込みによって払拭されるほどには軽いものではなかった。従い、人口調査では大きな飛躍を示しえたが、農業と商工業を対象にした経済統計では、その試みは挫折したといわざるをえない。 ザクセン統計史でも、「またとくに農業の生産-消費統計用の調査票は非常に詳細な申告を要求していたので、1855 年 10 月 10 日の該当する調査指令において、調査に際して要請される住居・保険・生産・営業経営と商業経営に関する申告は個々人の課税や個々人にかかわるある別の行政施策には決して利用されないということがはっきりと保証されていたにもかかわらず、全国土と主に農業圏では簡単には排除できない大きな騒ぎが起こった。公衆への多くの質問によるこれまでなかった大きな負担は人口調査の帰結を侵害し、とくに農業が問題となる限り、生産-消費統計の価値を貶めた」20）と総括されている。  ２．55年生産=消費統計調査にみられた、農業・工業・商業に関する調査構想は経営体の内実に迫る本格的な経営調査を志向したといえるものであった。これが成功していれば、プロイセンや関税同盟のこれまでの営業表段階を克服し、一気に営業センサスのレベルに到達した画期的な調査事例となりえたであろう。エンゲルの考える、ザクセン王国の生産局面の物的人的構造、および経営事情の総体的把握がこれによって果されえたであろう。しかし、19 世紀中葉にかかる調査が、たとえ文明開化度の高いザクセンにおいてといえども、果してそれが実現可能であったろうか。こうした調査は国民の間にどのような反応を引き起こし、その調査票はその回答者である業主層にどのように受け止められたであろうか。これは調査票の内容的豊富さや調査側の意気込みとは別問題である。 この調査はあくまで統計目的用のものであり、課税問題や個人的利害関係には触れないことが明示され、さらに営業（＝工業）調査では比較的大きな営業体には密封形式での調査票提出が認められていた。また、調査票記入に際しては、地方行政官庁に対し、官庁自体とその要請を受けて自治体首長、農業協会や営業協会の幹部・委員、手工業者組合（インヌング）・営業団体幹部が被調査者側への支援を行なうべしとの指令も出されている。しかしながら、被調査者としての農業調査における農民層、また営業調査での工場主・工場問屋・手工業親方層にはこうした調査への回答に対する不信・不理解、逡巡、さらには抵抗・反撥の方がそれへの理解・協力よりも多かったであろう。従って、後に識者によっては、まるで「異端審問的な質問体系」21）（inquisitorisches Fragesystem）と評されるこのような詳細な質問に対しては、回答拒否・不完全回答・虚偽申告が頻発したことは想像するに難くはなく、実際にも、信頼でき利用の可能な調査票の返送は少なかった。  この 55 年営業調査の挫折は単にひとつの調査事例が失敗したということに終わらず、エンゲルにとり屈辱的ともいえる出来事を随伴する。すなわち、1858 年 3 月のザクセン国会で統計局とエンゲルに対する批判がくり拡げられ、複数の議員によるその批判はエンゲルのとうてい承服しかねるものであり、これがために同年 8月に統計局長を辞任することになる。22）ことの底流にはエンゲルの日頃の政治的見解が危険視されたことがあり、これに 55 年調査、ことに農業経営調査があまりにも細事に深入りすぎた調査であり、これをゆきすぎとみなした議会は統計局の要求した予算増額を極めて少額に抑える。さらに、その中に含まれていたエンゲルの局長職としての給与引き上げ要求を否決するという挙に出た。こうした露骨な批判を前にして、エンゲルが統計局に留まることはできなかった。1858 年 8月 1日、エンゲルはザクセン王国統計局を退任することになる。8年 4ヶ月の勤務期間であった。 
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 第５章 1861 年プロイセン王国営業調査の構想      ―エンゲル試案をめぐって―  はじめに   第 3章でみたように、関税同盟における第 2回目の営業表が 1861 年末に作成されている。それまでには、54 年のミュンヘン案の提示などにみられたように、営業表改革を目指したいくつかの試みがあった。しかし、結局はプロイセン方式を下敷きにした表作成に留まらざるをえなかった。  この 61 年 12 月の定期調査を前にした 61 年春に、プロイセン王国における人口調査と営業調査に関する大胆な改革案が 1年前に統計局長に就任したエンゲルの手によって提示されている。案自体にはこれまでのプロイセン統計の前近代性を払拭し、センサス様式の直接調査を前面に押し出し、営業統計を抜本的に改革するための画期的契機が含まれていた。しかし、これもまたザクセンの場合と同様に、関係筋の賛同を得ることができず、構想止まりに終わっている。 1858 年 8月にザクセン王国統計局を辞任したエンゲルではあるが、2年後の 1860 年 4 月にプロイセン統計局長に就任する。以降、82 年までの 22 年間の在職期間を通じて、統計局の活動を主導し、それをドイツはおろか、ヨーロッパでも屈指の調査機関に仕上げている。このエンゲルの統轄するプロイセン統計局に先導されながらドイツの各領邦国家における統計作成体制の整備拡充が進み、また関税同盟全体での統一的統計作成への途が開かれる。さらにドイツ統一後の 80 年代には「ドイツ社会統計」ともよばれうる社会経済と国民生活に関する内容豊かな資料の獲得・整理・公表システムが構築される。それを主導する中にあってプロイセン統計局でのエンゲルの活動は実に精力的、かつ多面的である。まずは人口調査において、旧来の住民目録や家屋リストに依拠した表式集計方式を拒絶し、抜本的改革案として世帯個票による直接全数調査方式を提起し、それを 60 年代前半のプロイセン人口調査で実現させている。それに附随して、難関の営業統計の改革をも一気に推進しようとする。これはそれ以前のザクセン統計局時代に、結果的には挫折したセンサス様式での営業調査をプロイセン、さらには関税同盟全体で実施・成功させようとするものである。営業統計は当時の経済統計を代表するものであり、その中に人口統計調査を越えた困難を理論と実務の両面に抱える統計であった。従い、営業調査をセンサスとして実現させることは社会統計の展開にとっての画期的事例ともいえるものであり、近代的レベルでの経済統計確立のメルクマールとも目される。しかし、60 年代初頭に、それがエンゲルの構想通りに実現しえたか。エンゲルの考えるほどには、そうした経済統計調査を受け入れる現実的条件は整ってはいなかった。  ザクセンとは国家規模や国状において大きく異なったプロイセンを舞台にして、その人口と営業の両面に対する統計調査においてエンゲルの構想した統計近代化の方向とはいかなるものであったのか。本章ではこの社会経済統計の近代化において示されたエンゲルの営業調査に関する改革試案を検討し、結果的には構想倒れに終わりながらも、それが後に関税同盟全体での営業表改革と営業センサスへの展望を切り開く出発点となった、こうした営業統計改革の重大な契機になったことを明らかにする。  Ⅰ．プロイセン王国統計局とエンゲル  １．統計局長就任  1805年に創設されたプロイセン統計局はドイツ圏では最初の国家統計中央部署である。ホフマン、ディーテリチに主導されてきた統計局は第 3代目の局長にザクセンからエンゲルを招聘している。実は、これ以前の 54年にも一度エンゲルのプロイセン統計局への招致の話があった。54年 5 月に統計局の古参専門委員（地図担当）エンゲルハルトが死去し、6月に内務省筋からその空いたポストにエンゲルを就けてはどうかという打診があった。しかし、ディーテリチは被推薦者の個性に問題があるとしてそれを拒否し、その話は流れている。1）1844年から 59 年まで統計局長を務めたディーテリチの死を受けて、その後の統計局のあり方に関してプロイセン内務省は新たな方向を模索することになる。時の内務大臣シュヴェリンの諮問を受けて、局長人事でエンゲルを推薦したのは当時ゲッチンゲ
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ン大学教授の G.ハンセンであり、それによってエンゲルのプロイセン統計局入りが実現する。ザクセン王国統計局での実績が評価されてのことである。 確かに、プロイセン統計局は成立時期では他領邦のそれに先んじていたが、その活動面からすると、決して模範例を示してきたわけではなかった。統計局が 1810 年代から定期的に作成してきた国家統計表も硬直した図式体系を遵守するあまり、現実に進展しつつある社会変化と経済発展を的確に映し出す枠組みを備えたものとはいえなかった。また、統計局の姿勢も体制擁護的であり、経済発展から引き出されてくる社会矛盾からは眼を逸らしているとする批判も出てくる。19 世紀中葉のプロイセン統計は明らかに沈滞していた。三月革命の社会動乱を経て、各国は国家統計中央部署を設立し、社会経済の動向を統計の網の眼でもって捕捉する必要を感じ取る。50 年以降、多くの中小領邦国家にも統計局が開設されてゆく。そうした中で、プロイセンの統計も改革を迫られる。この改革の担い手として期待されたのがエンゲルであった。2）  統計局長としてエンゲルが早々に取り組んだ改革は次の 4 点である。そのいずれもがザクセン時代の実績の継承であり、また取り残した宿題に対する解決の試みである。３） 1）統計中央委員会の設立。エンゲルの提案にもとづき、「プロイセン統計中央委員会」（＝「プロイセン国家統計の全般的目的のための恒常的委員会」）が設けられることになる。その課題は国家の立法や行財政、また国民生活や科学にとって必要な統計の獲得・利用・公開に関して合目的々な様式を提示することであり、それぞれの官庁で収集される多岐多様な統計資料に全体的視野から統一的プランと体系性を与え、社会経済と国民生活に関する活きた全体像を提供できるシステムを構築することである。従い、統計中央委員会は統計局と行政当局との間に有機的関連を保つための合議機関であり、後者の統計部署に合理的指針を与える最高の諮問機関となるべきものであった。４）60 年 11月に、内務省の国務次官補ズルツァーを議長にして委員会が招集される。そこには、統計局からエンゲルとハンセン（60 年からベルリン大学教授）、ならびに行財政官庁それぞれからひとりの代表が委員として参加している。その中で、提起された統計問題に関しての専門的な諮問を行ない、統計局と行政当局分野との協働を実現させることに寄与する、委員会自体はとくに内務省と連携を保ち、委員長の指名は内務大臣による、その決議は内務大臣の承認を受ける、これらの点が確認されている。翌 61 年4 月から委員会は実際的活動を始めている。ベルギーでの先例にみならい、エンゲルが統計の近代化にとって必須とみなしていた統計中央委員会の設置がプロイセンにおいて実現している。この委員会は、その初期活動として 64 年までに、人口調査、統計ゼミナール、地方統計、移民統計、第 5 回国際統計会議、等々に関するいくつかの審議と諮問を継続している（その後、委員会の開催は 5年間の中断を挟み 70 年に再開となる）。 さらに、統計中央委員会の下で、地方統計の組織化が計られている。すなわち、プロイセンの州・県・郡・都市それぞれに統計担当部署が設置され、委員会指令にもとづいた資料作成と報告のためのレールが敷かれる。そして、とくに県庁の下での統計の同一作成様式のための命題が提示され、統計専門官による収集・点検・整理・公表の手順が定められている。こうして、県の市町村目録や地誌、継続的報告、個別重要統計、郡統計、局所的地域統計がまとめられてゆくことが可能となる。 2）統計局の作業人力（＝職員）と予算の増加。統計局を内務省内に編入する案も浮上したが、これは採用されなかった。しかし、内務省の関連機関として、統計局との関係は他のどこよりも緊密なものとされる。そうした中で、作業人力に関して若干の補強が行なわれている。すなわち、局長エンゲルの他に、2 名の局委員・科学的顧問役、他の 5 名の局委員、そして 3 名の新たな補助研究員、1名の計算・事務作業の臨時雇人である。予算面では、エンゲル就任以前の 1859 年度には局経費 15,810ターレル、他に気象観測用経費 3,800ターレルの計 19,610ターレルであったものが、63年には局経費 19,210ターレル（内、13,140ターレルが給与分。従い、物的経費としては全体の 32％の 6,070ターレル）、これに気象観測用 4,000ターレルを合わせて、総額 23,210ターレルへと増額されている 3）統計局公刊物の拡充。次に、統計局による資料収集活動の成果を可能な限り広範に公開することがある。統計局の公刊物の刊行に当たリ、「公開性が統計にとってそれを実りあるものにし、誤りを正す要素となるからである」5）として、帰結の表示についてのザクセン時代からの自説を敷衍するのがエンゲルである。このためにまず、『プロイセン王国統計局雑誌』が 1860 年 10 月から発刊されることになる。48 年来のディーテリチの編纂による『ベルリン統計局報知』（最終号は 60 年の第 13号）を受け継いだ形で、これが統計局の機関誌となる。統計は現在の状態を正確に叙述するものであり、それが有用性を保つためには、調査結果をすみやかに公開し公衆の批判に委ねられること、また現在にあって関心の的になっている「国家経済学的ならびに統計学的内容をもった論文」を収録する
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こと、この要請を満たす必要から出てきたものである。続いて 61 年 7 月から、プロイセン国土に関する官庁資料集として『プロイセン統計』が刊行される。これは、エンゲル以前には『プロイセン国家の統計表』、さらには『プロイセン国家の統計表と官庁報告』として 3 年おきに公表されてきた国家統計の原資料集であり、これを『統計局雑誌』の補完分冊として出すことである（従い、不定期刊行となり、エンゲル在職中には 62 号を数える）。さらに、62 年 5 月からは『プロイセン国家官庁統計年鑑』を出し、それを通じ地誌・国家官庁と領域区分・居住地・人口（静態と動態）・土地所有といった体系的順序に沿って国土状況を簡単に概括できる統計の公開に進んでいる（エンゲル在職中には 62-76 年に渡り 4 巻が刊行される）。こうして、ザクセン時代にすでに実践済みではあったが、改めてプロイセンにおいては原資料・年鑑・雑誌の 3本立ての公表体制を早急に実現させることになる。これらより時期的にはかなり遅れるが、75 年からは『統計通信』を刊行し、さまざまな調査結果を新聞報道に適した形で提示し、また統計局に届いた各国各地からの資料や統計的文献を紹介することになった。 4）統計学ゼミナールの開講。エンゲルの就任に当たリ、これまでの慣行であったベルリン大学教授と統計局長の兼職制が廃止された。そうした中で、エンゲルが必要とみなしたものは、統計局内部にアカデミーに相当する独自の修養機関を設置し、統計的素養をもった国家官僚を系統的かつ組織的に育成することである。この目的の下に、62 年 1 月に統計局における「官庁統計における修養のための理論的-実践的課程」（いわゆる「統計学ゼミナール」）が設置される。6）その夏から開講されたこのゼミナールには若き行政官吏や学識者が集まり、その中から後にドイツ各地の大学で経済学や統計学の教授を務めることになる人材が多く輩出してゆく。統計学ゼミナールはドイツにおける社会科学的実証研究、あるいは経験的社会研究の揺籃の地となり、その後の各地の大学での経済学や統計学のゼミナール設立の模範としてみなされることになる。  ２．統計網の拡大  中央委員会設立を初めとするいくつかの重要局面での改革作業からエンゲルのプロイセン統計局時代が開始され、それが 82年の引退まで 22年間に及ぶことになる。この間、ドイツ統一という歴史的出来事を挟みつつ、プロイセン統計を中軸にして、かつそのこれまでの欠陥を克服する中から、また関税同盟統計の抜本的見直しを通して、やがてドイツ全体の統一的な行政統計体制が形成されてゆく。エンゲルに意識にあったことは、プロイセン、またドイツ全体における政治的経済的立ち遅れであり、それに制約された社会統計の前近代性である。イギリス、フランス、そしてとくにベルギーの統計との落差は歴然としており、統一的国民国家形成の遅れはそのまま統計作成の停滞を伴なっていた。19 世紀中頃に至っても、全ドイツの正確な人口総数が不明という状態であった。加えて、プロイセンの場合、中央の各行政官庁が地方当局を介して収集・備蓄する膨大な記録・報告は擬似統計ともいうべき数量表示（＝プロイセン国家統計表）を可能にし、ここから活きた社会的現実の捕捉を目的にした直接的な統計調査の開始が遅れるという転倒した事態も現われてくる。エンゲルのプロイセン統計局入局後の最初の仕事は、官庁文書に依拠したそうした旧態依然の統計作成を根底から改革することであり、さらにはこれまで見落とされてきた国民生活の底辺にまで統計の網を拡げることであった。 設立された統計中央委員会の審議と了解を受けることで、プロイセン人口調査の抜本的改革、すなわち全土にまたがるセンサス様式の調査への展望が開けてゆく。委員会はその活動当初の 61 年 5 月前半に人口調査の方法を集中的に検討し、さし迫った同年 12 月の調査に際して、後述するエンゲルの素案にもとづいてその基本命題と調査・収集・点検・整理方式を検討している。それは、これまでの家屋目録方式に替えて、すでにエンゲルがザクセン時代に採用した直接調査方式、すなわち世帯個票によるセンサス様式を採用し、中央で集約・整理作業を集中的に実施することである。しかし、後述するように、この様式の 1861 年調査での全面的採用は見送られた。ただ、ベルリンを初めとする一部都市やいくつかの郡に導入されることによって、センサス実現への橋頭堡の役割を果すことができた。そして、1864 年にプロイセン全土に渡りセンサス様式の人口調査が実現している。これは、人口調査を単に国民の数量確認に終わらせず、住民個々人の身体・精神・道徳・社会経済的属性の把握に拡張し、それらを組み合わせることで複合的な国民成層構造を立体的に描き出そうとするものであり、エンゲルのザクセン時代からもともと意図してきたこと、すなわち人口調査をして包括的な「国民記述」（Volksbeschreibung）のレベルに引き上げることであった。これをプロイセン人口調査にお110  
ン大学教授の G.ハンセンであり、それによってエンゲルのプロイセン統計局入りが実現する。ザクセン王国統計局での実績が評価されてのことである。 確かに、プロイセン統計局は成立時期では他領邦のそれに先んじていたが、その活動面からすると、決して模範例を示してきたわけではなかった。統計局が 1810 年代から定期的に作成してきた国家統計表も硬直した図式体系を遵守するあまり、現実に進展しつつある社会変化と経済発展を的確に映し出す枠組みを備えたものとはいえなかった。また、統計局の姿勢も体制擁護的であり、経済発展から引き出されてくる社会矛盾からは眼を逸らしているとする批判も出てくる。19 世紀中葉のプロイセン統計は明らかに沈滞していた。三月革命の社会動乱を経て、各国は国家統計中央部署を設立し、社会経済の動向を統計の網の眼でもって捕捉する必要を感じ取る。50 年以降、多くの中小領邦国家にも統計局が開設されてゆく。そうした中で、プロイセンの統計も改革を迫られる。この改革の担い手として期待されたのがエンゲルであった。2）  統計局長としてエンゲルが早々に取り組んだ改革は次の 4 点である。そのいずれもがザクセン時代の実績の継承であり、また取り残した宿題に対する解決の試みである。３） 1）統計中央委員会の設立。エンゲルの提案にもとづき、「プロイセン統計中央委員会」（＝「プロイセン国家統計の全般的目的のための恒常的委員会」）が設けられることになる。その課題は国家の立法や行財政、また国民生活や科学にとって必要な統計の獲得・利用・公開に関して合目的々な様式を提示することであり、それぞれの官庁で収集される多岐多様な統計資料に全体的視野から統一的プランと体系性を与え、社会経済と国民生活に関する活きた全体像を提供できるシステムを構築することである。従い、統計中央委員会は統計局と行政当局との間に有機的関連を保つための合議機関であり、後者の統計部署に合理的指針を与える最高の諮問機関となるべきものであった。４）60 年 11月に、内務省の国務次官補ズルツァーを議長にして委員会が招集される。そこには、統計局からエンゲルとハンセン（60 年からベルリン大学教授）、ならびに行財政官庁それぞれからひとりの代表が委員として参加している。その中で、提起された統計問題に関しての専門的な諮問を行ない、統計局と行政当局分野との協働を実現させることに寄与する、委員会自体はとくに内務省と連携を保ち、委員長の指名は内務大臣による、その決議は内務大臣の承認を受ける、これらの点が確認されている。翌 61 年4 月から委員会は実際的活動を始めている。ベルギーでの先例にみならい、エンゲルが統計の近代化にとって必須とみなしていた統計中央委員会の設置がプロイセンにおいて実現している。この委員会は、その初期活動として 64 年までに、人口調査、統計ゼミナール、地方統計、移民統計、第 5 回国際統計会議、等々に関するいくつかの審議と諮問を継続している（その後、委員会の開催は 5年間の中断を挟み 70 年に再開となる）。 さらに、統計中央委員会の下で、地方統計の組織化が計られている。すなわち、プロイセンの州・県・郡・都市それぞれに統計担当部署が設置され、委員会指令にもとづいた資料作成と報告のためのレールが敷かれる。そして、とくに県庁の下での統計の同一作成様式のための命題が提示され、統計専門官による収集・点検・整理・公表の手順が定められている。こうして、県の市町村目録や地誌、継続的報告、個別重要統計、郡統計、局所的地域統計がまとめられてゆくことが可能となる。 2）統計局の作業人力（＝職員）と予算の増加。統計局を内務省内に編入する案も浮上したが、これは採用されなかった。しかし、内務省の関連機関として、統計局との関係は他のどこよりも緊密なものとされる。そうした中で、作業人力に関して若干の補強が行なわれている。すなわち、局長エンゲルの他に、2 名の局委員・科学的顧問役、他の 5 名の局委員、そして 3 名の新たな補助研究員、1名の計算・事務作業の臨時雇人である。予算面では、エンゲル就任以前の 1859 年度には局経費 15,810ターレル、他に気象観測用経費 3,800ターレルの計 19,610ターレルであったものが、63年には局経費 19,210ターレル（内、13,140ターレルが給与分。従い、物的経費としては全体の 32％の 6,070ターレル）、これに気象観測用 4,000ターレルを合わせて、総額 23,210ターレルへと増額されている 3）統計局公刊物の拡充。次に、統計局による資料収集活動の成果を可能な限り広範に公開することがある。統計局の公刊物の刊行に当たリ、「公開性が統計にとってそれを実りあるものにし、誤りを正す要素となるからである」5）として、帰結の表示についてのザクセン時代からの自説を敷衍するのがエンゲルである。このためにまず、『プロイセン王国統計局雑誌』が 1860 年 10 月から発刊されることになる。48 年来のディーテリチの編纂による『ベルリン統計局報知』（最終号は 60 年の第 13号）を受け継いだ形で、これが統計局の機関誌となる。統計は現在の状態を正確に叙述するものであり、それが有用性を保つためには、調査結果をすみやかに公開し公衆の批判に委ねられること、また現在にあって関心の的になっている「国家経済学的ならびに統計学的内容をもった論文」を収録する
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いて実施したのである。プロイセン全土にまたがるセンサス様式での人口調査の実現は、他のドイツ諸邦における人口調査改革を誘引する。  エンゲルの統計局長在任の後半 8 年間と重なる 1874-84年の 11 年間に渡って、プロイセンの統計および資料の作成作業は以下のような分野に及んでいる。7）その大部分は当人の指導下にあったとみなしうる。   A．統計局で集中化される統計作成 1．人口調査      2．出生・婚姻・死亡を通じた人口変動統計     3．医療統計    4．災害・自殺統計    5．国籍取得・喪失統計   6．土地所有・建物統計    7．火災統計    8．土地利用・収穫統計    9．家畜調査    10．狩猟統計 11．職業調査   12．営業統計     13．蒸気罐・蒸気機関統計  14．鉄道統計    15．船舶交易統計   16．教育統計    17．刑事訴訟統計            18．救貧統計     B．官庁概括にもとづく作業分野     1．地誌（含、市町村目録）   2．自治体財政統計    3．市場価格概括    4．貯蓄金庫統計     5．宗教・教会統計   6．若年層保護制度の表示     7．歴表資料編纂  C．その他の資料作成（一時的／継続的） 1．保険制度     2．商業会議所報告 3．労働者福祉制度    4．営業補助金庫   5．株式会社     6．気象観測   これらには、エンゲル以前から統計局が継続して収集整理してきたものがあり、これまでのように業務記録の事後的編纂によるものも多い。こうしたものの中には、例えば、営業統計にある鉱山監督局の業務記録から作成される採鉱・製錬・製塩統計や税務記録からのビール・火酒・甜菜糖製造統計、蒸気罐監督官報告による蒸気機関統計、また鉄道管理当局からの鉄道運輸統計といったものがある。エンゲルの考えでは、それらが正確な数値資料であり、今日的表現でいう第 2義統計としてその意義を十分に認めうる。しかし、そうした中にも可能な限り調査用紙を用いた方式を導入し、統計の内容的質を高めるというのが当人の意図するところであった。その一例を挙げれば、上の Aにある災害・自殺統計の作成は 68 年 10月から始まったものであるが、これは採鉱・製錬・製塩場、運輸関係、一般市民、軍人の 4分野ごとの死亡・災害事例が関連行政官庁によって特定の調査用紙に記入され、それが統計局によって集中して編纂される、こうした方法によるものである。このように、統計作成用の書式を予め用意し、関連省庁・機関・団体から返ってきたその記入内容を統計局において集中的に編集・整理する様式が採用されてゆく。エンゲル時代にこうした「調査紙方法」（Zählkartenmethode）が大幅に採用されたとされる。8）それは A分野に属する統計の多さに反映されている。また、なによりも人口調査において、これまでの市町村当局の作成するリスト集計に替えて、世帯番号をもった個別調査用紙の採用とその集中加工へと調査様式の根本的転換を計ることになる。この中で、人口総数の正確な把握は当然のことにして、さらにこの調査によって国民の地位別構成や職業分布の具体的描写を意図し、加えて人口調査用紙に営業調査用紙を添え、営業体の経営内容を悉皆捕捉するという目的をもった営業センサスまでをも志向している。これらは後に説明される通りである。 また、プロイセン統計を改革する上での追風もあった。それには、①66 年の対オーストリア戦争の勝利を受けたいくつかの領邦のプロイセン併合に伴なう業務拡大と職員増加、②国際的レベルでの統計への関心の高揚。すなわち 1860 年のロンドンでの第 4 回国際統計会議における国際比較を可能にする統計作成のための決議、またさらに次回の 63 年第 5 回国際統計会議のベルリンでの開催、③70-71 年の関税同盟統計拡充委員会の審議の中で明示されたドイツ全域にまたがる統計統一化への合意形成、④ドイツ帝国形成に伴なう 72 年のライヒ統計庁の設立ならびにそれとの連帯、こうしたことが考えられる。とくに後の 2 点は、プロイセンのみならず全ドイツ的規模での統計改革にとっての契機になったともいえる。71 年にドイツ帝国の形成があったが、それ以前の 70 年 1月からドイツ統
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一を見越して来るべきライヒ全体の統計作成を審議すべく関税同盟統計拡充委員会がベルリンで開催されている（至、71 年 8月）。それにエンゲルはプロイセン代表のひとりとして参加し、あるべきドイツの社会経済統計の青写真を練り上げるのに貢献した。最初から最後まで委員会の中心的構成員であり、とくに営業統計の部門責任者として、予定された 72 年ドイツ帝国営業統計のプラン作りに尽力した。72 年調査は中止されたが、このプランは後に 75 年の帝国営業調査、82 年の営業=職業調査に活かされることになる。72 年 7 月のライヒ統計庁創設に関しても、エンゲルの推薦によりオルデンブルク公国統計局の K.ベッカーがその初代長官に就くことになった。帝国形成後、74 年からのライヒと領邦国家の統計中央部署幹部との会議にも積極的に参加している。  Ⅱ．人口調査改革  １．プロイセン統計批判  局長就任後 1 年して、エンゲルは「人口調査の方法、とくにプロイセン諸国家で適用されているものを考慮して」9）と題する長大な論文を著わし、これまでのプロイセン国家統計に対する批判を通じ、社会統計のあり方と調査様式に根本的改革を施そうとする。これは上記の統計中央委員会の場で、さし迫った年末の人口調査様式をめぐる審議に改革素案として提出されたものである。同年 12 月 3 日はプロイセン（そして関税同盟）における 3年おきの定期的統計調査時に当たっており、この機会にまずは人口調査から統計改革を進めることが必要である、こうしたエンゲルの強い意気込みが読み取れる提案である。この中で、エンゲルは以下の点を改革の焦点に据えている。  1）旧来のプロイセン国家統計の性格を解明し、それが統計表として十全に機能しえないとし、現実の社会経済と国民生活に密着した統計表体系を提示することである。1810 年来のホフマンの統計表に依拠したプロイセン国家統計表を、それが体系的グループ分けに依拠したものというよりは、「さまざまな統計報告の集合体（Conglomerat）」であり、「異質なものを並べ、関連するものを相互に分断している；一面ではこの統計表には反復が含まれており、他面では非常に重要な対象を省略することでその価値を減らしている」とし、「統計表では多くのことが非科学的である」10）と論断する。それに替えて、人口／建物／農業／商工業の領域ごとに複数の統計表を含んだ統計表体系が構成されるべきとする。 2）次の問題は関税同盟人口統計である。34 年 12 月から 3 年おきに関税同盟圏で人口調査が実施されることになった。しかし、ここでいう人口調査とは、あくまで関税収益配分の基準としての人口の頭数＝関税決算人口を捉えることであり、用意された調査書式では、国民を市民身分／軍人身分に分け、その性別と 14 以下／15 以上の年齢別の数量が把握されるだけであった。11）そこには、エンゲルのいう国民記述という性格を初めから欠けていた。しかも、現住人口把握を趣旨としながら、直接調査によって人口数を把握するのではなく、多くの国家では既存の住民記録を利用した机上計算で調査書式の欄を埋めるというのが実情であった。60 年代に入るまで現住人口把握のための統一的人口調査は実現していない。  3）さらに、関税同盟営業表への批判がある。関税同盟ではプロイセン営業表に準拠した形での営業調査を 46 年に実施している。その作成方式をめぐる議論の中で、19 年以来の営業表の実績をもつと自負するプロイセン統計局の主張が通り、その特徴である手工業者表と工場表の二分法にもとづいた営業表が作成されることになった。しかしながら、直接調査によって営業事情を掴むことなど不可能であり、また営業表そのものの作成手順に統一性が確保されたわけでもない。「もともと、営業調査がどのようにして成立するかについてはだれも正しい知識をもっていなかった。というのは、その方法についてまったく何も指示されないし、また確定されていないためである」。12）人口調査と同様、多くの国では主に既存の税務記録などによって所定の書式欄に数量を転記することで営業表の作成を済ませている。 4）総じて、こうした関税同盟の統計が真の意味で統計の発展に寄与してきたかははなはだ疑問とされる。関税同盟はいままで全体としても、またあるなんらかの方向においても統計の形成に影響を与えることはなかったとし、その原因ともなっていた関税収益の配分基準を住民の頭数に置くという財政的要請による人口調査様式は放棄される必要があるとみる。あくまでも、正確で包括的な国民記述を志向し行政と学問の双方に効用をもたらすこと、これがあるべき人口調査の目的とされなくてはならない。こうした人口調査の方法を定め、かつ実施する責任はドイツの国家それぞれにある。しか112  
いて実施したのである。プロイセン全土にまたがるセンサス様式での人口調査の実現は、他のドイツ諸邦における人口調査改革を誘引する。  エンゲルの統計局長在任の後半 8 年間と重なる 1874-84年の 11 年間に渡って、プロイセンの統計および資料の作成作業は以下のような分野に及んでいる。7）その大部分は当人の指導下にあったとみなしうる。   A．統計局で集中化される統計作成 1．人口調査      2．出生・婚姻・死亡を通じた人口変動統計     3．医療統計    4．災害・自殺統計    5．国籍取得・喪失統計   6．土地所有・建物統計    7．火災統計    8．土地利用・収穫統計    9．家畜調査    10．狩猟統計 11．職業調査   12．営業統計     13．蒸気罐・蒸気機関統計  14．鉄道統計    15．船舶交易統計   16．教育統計    17．刑事訴訟統計            18．救貧統計     B．官庁概括にもとづく作業分野     1．地誌（含、市町村目録）   2．自治体財政統計    3．市場価格概括    4．貯蓄金庫統計     5．宗教・教会統計   6．若年層保護制度の表示     7．歴表資料編纂  C．その他の資料作成（一時的／継続的） 1．保険制度     2．商業会議所報告 3．労働者福祉制度    4．営業補助金庫   5．株式会社     6．気象観測   これらには、エンゲル以前から統計局が継続して収集整理してきたものがあり、これまでのように業務記録の事後的編纂によるものも多い。こうしたものの中には、例えば、営業統計にある鉱山監督局の業務記録から作成される採鉱・製錬・製塩統計や税務記録からのビール・火酒・甜菜糖製造統計、蒸気罐監督官報告による蒸気機関統計、また鉄道管理当局からの鉄道運輸統計といったものがある。エンゲルの考えでは、それらが正確な数値資料であり、今日的表現でいう第 2義統計としてその意義を十分に認めうる。しかし、そうした中にも可能な限り調査用紙を用いた方式を導入し、統計の内容的質を高めるというのが当人の意図するところであった。その一例を挙げれば、上の Aにある災害・自殺統計の作成は 68 年 10月から始まったものであるが、これは採鉱・製錬・製塩場、運輸関係、一般市民、軍人の 4分野ごとの死亡・災害事例が関連行政官庁によって特定の調査用紙に記入され、それが統計局によって集中して編纂される、こうした方法によるものである。このように、統計作成用の書式を予め用意し、関連省庁・機関・団体から返ってきたその記入内容を統計局において集中的に編集・整理する様式が採用されてゆく。エンゲル時代にこうした「調査紙方法」（Zählkartenmethode）が大幅に採用されたとされる。8）それは A分野に属する統計の多さに反映されている。また、なによりも人口調査において、これまでの市町村当局の作成するリスト集計に替えて、世帯番号をもった個別調査用紙の採用とその集中加工へと調査様式の根本的転換を計ることになる。この中で、人口総数の正確な把握は当然のことにして、さらにこの調査によって国民の地位別構成や職業分布の具体的描写を意図し、加えて人口調査用紙に営業調査用紙を添え、営業体の経営内容を悉皆捕捉するという目的をもった営業センサスまでをも志向している。これらは後に説明される通りである。 また、プロイセン統計を改革する上での追風もあった。それには、①66 年の対オーストリア戦争の勝利を受けたいくつかの領邦のプロイセン併合に伴なう業務拡大と職員増加、②国際的レベルでの統計への関心の高揚。すなわち 1860 年のロンドンでの第 4 回国際統計会議における国際比較を可能にする統計作成のための決議、またさらに次回の 63 年第 5 回国際統計会議のベルリンでの開催、③70-71 年の関税同盟統計拡充委員会の審議の中で明示されたドイツ全域にまたがる統計統一化への合意形成、④ドイツ帝国形成に伴なう 72 年のライヒ統計庁の設立ならびにそれとの連帯、こうしたことが考えられる。とくに後の 2 点は、プロイセンのみならず全ドイツ的規模での統計改革にとっての契機になったともいえる。71 年にドイツ帝国の形成があったが、それ以前の 70 年 1月からドイツ統
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し、これまで、ドイツではびこっている「嘆かわしい分立主義（Separatismus）」によって、それぞれの国家はこの方向で前進するための共通の努力を怠ってきたと批判している。13） こうして、エンゲルはプロイセンの人口統計と営業統計に対象を絞り、その改革にために必要な方策を示すことを急務とする。これが、統計局長に就任して最初に手掛けたエンゲルの大きな仕事であり、論文「人口調査の方法」執筆の意図である。  ２．人口センサス  人口統計の改革は関税決算人口の計上ではなく、それを国民記述のための人口センサスとして再構築することである。これはすでにエンゲルのザクセン王国統計局時代の 52・55 年調査で実践済みのことであり、これを大国プロイセンでも実施しようというわけである。エンゲルの構想するあるべきプロイセンの人口調査では以下の 3 様のリストの運用からなる。14）  1）家屋リスト。これは家屋所有者の責任において記入され、世帯リスト管理・地所特性調査・農業（家畜）調査の 3重の機能を果す。  2）市町村リスト。家屋リストと世帯リスト双方の管理リストとして使用され、同時に公的建物と移住者の調査用紙として市町村当局の責任において記入される。  3）世帯リスト。人口調査の軸となるリストであり、市町村当局から家屋所有者（家主、あるいは管理者）へ、さらに各世帯へ配布され、世帯主の責任の下、その自己記入によって、世帯構成員一人ひとりの姓名・性・年齢・身体的特性・精神的特性・宗教・家族関係・生業分野と生計源・勤務あるいは労働関係・滞在種類・不在種類・出生国が調べられ、さらに家長に対して土地所有を伴なった定住か否か、家族の使用言語、他言語使用の場合のドイツ語の理解の有無、救貧受給の有無が問われ、計 16項目の質問を盛った調査用紙への記入が義務づけられる。15）  こうして 61 年調査は土地調査、農業・家畜調査、建物調査、そして人口調査と後述の営業調査、この 5本立ての調査として構想されている。これまでの調査にはなかった大掛りな調査といえる。とはいえ、これが同時に遂行可能かどうかは問題のあるところで、後に統計中央委員会の審議で大幅な修正と縮小を余儀なくされる。  人口センサスを可能にする世帯リストに限ってみれば、これがベルギーの 46 年調査をも越えた最も先進的な人口調査書式となっていることは間違いない。エンゲルのいう国民記述を具体化した調査書式とみなすことができる。従い、この 61 年人口調査は世帯個票（＝世帯リスト）を用いた「世帯主による世帯リストを介した個々人の記名式調査」、すなわちこれまでの調査の最高レベルの直接全数調査（＝人口センサス）ということになる。このように、調査は直接調査であり、12 月 3日（火）を調査日としてそれ以前に統計局－県庁－郡庁－市庁と地方自治体官庁のルートで調査書式一式が下ってゆき、11月 30日（土）には各世帯主に調査用紙が漏れなく届くよう手配されなくてはならない。回収日は 4日とされ、その際、家主には個票の点検を行ない、記入漏や誤謬の是正が義務づけられている。  中軸となる世帯リストからの調査結果は以下の 11 項目（10 と 11 は市町村リストから）からなる人口に関する統計表の中で集約されることになる。16）   1．各市町村住民数    2．年齢 1歳別・性別（州別）  3．年齢 5歳別・性別（郡別）    4．肉体的精神的特性  5．宗教     6．家族関係  7．身分あるいは職業   8．滞在様式  9．言語と民族性   10．移出  11．移入   注目に値するのは、設問にあった「生業分野と生計源」、および「勤務あるいは労働関係」によって、この人口調査には職業調査としての意味合いがもたされていることである。個々人の就業関係をその職種と従業上の地位で捉え、全人口の就業分野別と地位別の構成が表示されることになる。  「人口調査の方法」として提起されたエンゲルのこの構想は、ベルギーの 46 年センサスを模範としながら、さらにそれを一歩進め、自計式記入を全面的に取り入れた画期的なものといえる。自身のザクセンでの 2度の経験を踏まえ、それが実現可能とみた。また、プロイセン国民の強い愛国主義か
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らは調査への協力が十分期待できるとする。さらに 60 年のロンドンでの第 4 回国際統計会議での、人口調査では記名式による現住人口調査方式を採用するとする決議を後盾にもしている。確かに、この構想からみれば、61 年調査はプロイセンを初めとした多くの領邦、また関税同盟での人口調査にあったこれまでの遅れを克服し、近代的人口センサスに一気に近づいた調査様式を提起しているとはいえよう。                   Ⅲ．営業調査の新機軸  １．営業調査の課題  １．1861 年は 3 年おきの関税同盟での定期的な人口調査の年であったが、同時に第 2 回目の営業調査の実施年でもあった。エンゲルが、人口調査に劣らず強い関心をもって改革を模索するのが、プロイセン王国ならびに関税同盟の営業統計である。ザクセン統計局での経験を踏まえ、これまでのプロイセン営業統計への批判を込めて、先の論文「人口調査の方法」では、人口統計と並んで営業統計への抜本的改革案、そのためのあるべき営業調査用紙の素案も提示されている。 1819 年来の歴史をもったプロイセン王国の営業表であり、それにもとづいて作成された 46 年関税同盟営業表ではあるが、それをもってしては現実の国民経済の現状描写に成功しないとするのがエンゲルの考えである。すでに、ザクセン時代の 1857年に、以前の 46 年関税同盟営業表を取り上げ、それが王国営業の実態を映し出す統計表とはなっておらず、その図式はザクセンの工業関係には適用不能として否定的評価を下していた。その大きな原因に関税同盟営業表の作成指示に大きな不備があったことにあるとする。  自然／労働／資本／販売、この 4要素からなり立っているのが国民経済であり、独立の調査用紙を介してその現状を的確に描写するのが産業統計である。これは従前からのエンゲルの持論である。成功したとはいい難いが、これをすでにザクセンの 55 年営業調査で試みている。これに照らしてみた場合、プロイセン、そして関税同盟の営業表の非科学性は歴然であるとし、真正面からこれまでの営業統計に対する次のような批判を展開する。17）  エンゲルの考える産業統計は職業統計と営業統計から構成される。この 2 つは別種の統計である。プロイセン（および関税同盟）の営業統計はこの双方の違いを看過し、これまでの営業表はそのいずれの統計表としても失敗している。営業表で不明瞭にされてきた職業統計と経営統計が分離独立させられ、それぞれにまったく異なった調査項目をもった調査書式が当てられる必要がある。これが、61年調査において、人口調査用紙の裏面に別途、営業調査用紙を添えた理由である。 一国の産業の把握には、①各産業とその就業者の配置（産業の地理的分布とその就業人口）、②利用される力（生きた力としての労働者と死んだ力としての物的設備・機械・装置）、③その生産成果（生産額と販売額）、この 3 面からの接近が不可欠である。上でみたように、各産業の就業者に関しては、これを職業統計の対象とみなし、人口センサスの職業調査欄を利用して産業別就業者統計を編成することで概括が可能となる。この職業統計によって就業人口の配置に関する報知は獲得されるが、営業で使用されている労働力と機械力、その成果については不明なままである。これは別に営業統計によって捕捉するしかない。ここでは、個々人ではなく業務組織としての営業経営体が調査されるべき対象となる。しかし、それをこれまでの営業表に求めることはできない。というのは、生きた力と死んだ力、さらに成果に関する満足ゆく数量はプロイセンと関税同盟のいずれの営業表からも獲得できないからである。営業表には労働力や機械力に関しては不十分な表示しかなく、また成果についての統計はまったく欠落している。これまでの営業表は営業統計としては失格である。 営業統計は、上述の人口の特性記述との関連でみれば、国民の取得と財産に関係する統計ともいえる。取得とは生産額と消費額、財産とはそのための物的生産手段のことであり、営業経営の所有する資本（不動資本・可動資本）を指す。これらは、具体的には農業経営での土地所有規模、田畑・牧場・草地・森林などの土地利用、禾穀類・飼料用穀物・球根植物・油脂作物・果実などの耕作種別使用、そして家畜所有、また工業と商業・流通業では、作動機械・道具・装置・器具、生産額や販売額、販売先、さらにそれらから推定される資本規模、こうした項目によって統計の中に映し出されるべきものとなる。  ２．この内、農業経営の調査はこれまで行なわれてはいない。商工業に関しては、プロイセンと関税同盟の営業表がなんとかその人的物的経営内容を掴もうと試みてきた。ところが、そこでは「まっ114  
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たく意味もない事柄に注意が払われ、本質的に重要な事柄は無視されている」。18）とくに工場表では、ただ単に各営業種での機械・装置の数量のみが表示され、その内容的性格が不問にされている。例えば、ガラス工場では炉の数量のみが挙げられている。この炉にはいくつかの種類の炉が使用されているのだが、それらすべてが溶解炉と解され、しかも溶解炉自体にある生産能力・性能の違い（木材燃料の炉と石炭燃料の炉）とそれぞれの生産成果の差が明らかにされないままである。同様の事態は、製粉業での碾臼の種類別区分や工場施設での原動力（水力・蒸気力）表示についても妥当し、その経営の内実に踏み込んだ細かな区分が取られていない。こうした括り方ではその中にある機種ごとの生産能力の違いが見逃され、従って力の正確な測定は不可能となる。機械力をその詳しい内容区分を伴なった形で統計の中に映し出す作業が必要となる。しかし、それがこれまで実施されたことはない。61 年営業調査用紙では物的機械力に詳細な質問項目が設定される理由である。 また、成果というのは生産の結果と販売であるが、この両者共にこれまでの営業表では表示対象にされたことはない。プロイセンの自由主義的経済政策の下、こうした経営の機微にかかわる事項との接触は意図的に回避されてきたためである。だが、これを欠いては、生産と消費（販売）という国民経済の重要側面が不明なままに残される、これがエンゲルの考えである。 こうして、「現在のプロイセンの表（営業表のこと―引用者）を、同じように非常に欠陥のある新たな関税同盟諸国の表のために提供しそれを全体的に改革すること、これはほとんど無駄な努力である」19）とされる。プロイセン方式の営業表ではなく、まったく別の観点に依拠した営業統計が志向されねばならない。これまでの営業表では脱落していた営業々務での詳細な人的物的構成、生産と販売の規模、商業活動での販売方向、とくに農業経営での土地所有における評価価格と負債額の現状、これらをも含んだ営業調査が構想されることになる。農業経営に関しては、商工業とは別に家屋リストにある土地調査用紙と農業・家畜調査用紙がその実情把握に当たる。商工業に関しては、世帯リストの裏面にある営業調査用紙を使ってその経営内容に迫る。これは営業統計を広く産業統計の一方の柱とし、営業体の力と成果を示す統計として改編し、生産力／生産関係／生産成果に関する情報を含んだ経済統計を新たに作成しようとするものといってよい。  ２．調査書式と集計書式  １．こうした批判的検討を通じ、エンゲルの構想した 61 年営業統計は直接全数調査である。まず、家屋リストを用いて土地と農業・家畜保有に関する調査を独自に行なう（土地価値と負債、経営面積と経営種、保有家畜の種類と数量、等々）。次いで、工業と商業・運輸業に関して、それを「営業・商業・交易に関する質問」として、規模の如何を問わず、なんらかの営業（＝商工業）、あるいは運輸業を自立して営んでいる者（＝独立営業経営者）すべてに対し、次のような 8つの質問項目を盛った営業調査書式を設計し、20）これを世帯リストの裏面を使った独立調査に向けている。  1．業務の一般的名称 2．商人権をもった商号の有無、その名称と成立時期 3．主に製造している、あるいは製造させている商品・物件の種類、また取引でのその名称 （商業に対して）主な取引商品種類 4．営業経営者とその家族身内を含めた業務で直接に就業している者の数量 営業主  商人としての修養を受けた者あるいは会計職員 技術的な修養を受けた職員 職工長 手工業職人と補助人 徒弟 日雇労働者 荷造人 市場人足 運搬人 15歳以上就業婦女子 就学義務のある 14歳以下男児・女児 家屋外で間接的に雇用している労働者の概数 5．業務で使用されている機械力 水力  平均水位でのその馬力 蒸気力 その馬力 蒸気力はただ渇水期の補助としてのみの使用か否か 6．業務での使用道具・器具・装置・機械の種類と数量 
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a）冶金装置と採鉱装置、等々（後述) b）紡績・織物・染色・捺染・光沢仕上の装置（後述） c）印刷営業での印刷機（6種別） d）製造工場と製紙工場での碾臼と類似装置（後述）  e）（交易目的用）輸送装置（5種別） 7．年間販売額 a）1860 年の直接生産商品・物件の価値総額 b）1860 年の販売商品・物件の価値総額 販売先別の販売価値額割合概要（販売圏 9 区分） 8．兼業農業の有無、 所有農耕・園芸地の有無、その面積 賃借農耕・園芸地の有無、その面積  ここでいう業務とは、製錬・製粉・紡績・染色・印刷などのための工場・施設・作業場・製造場での製造・加工活動、また製品卸問屋や書籍販売店での取引活動を指す。これまでの営業表への批判から、当然のことに、この調査用紙では手工業者表／工場表への二分法は取らない。大小すべての営業経営体（手工業、工場工業、問屋工業、商業、運輸業）に対し同一調査用紙をもって臨み、営業の全数調査を実施しようとするのである。そこには営業税記録からの制約もなく、これまでタブー視されてきた経営体の生産額や販売額にも調査項目を拡げる。また、人口センサスと連動させることで、調査からの脱落部分（営業経営体に対する調査漏れ）を極力抑えることも可能となる。これらを通じて、商工業部門での営業センサスが志向され、これまでの税務資料からの副産物という段階を一気に克服 した形で、近代的レベルでの営業統計像が描かれている。 この調査用紙では、就業者に関する詳しい区分を設け（質問 4）、人口調査と同様に、それを雇用主／商人や技術者としての修養を積んだ者・職工長／職人・補助人・徒弟／労働者／その他の被雇用者という地位構成で表示しようとしている。さらに業務場所以外で雇用されている層（その多くは家内労働者）も計上されるとしている。また、物的生産手段への実に詳しい質問設定がある（質問 5ととくに質問 6）。これは先に指摘したように、プロイセン営業表のあまりにも平板な機械・装置の数量表示によっては実際の生産能力把握が不可能になっているとする批判から出てきている。例えば、上の 6の a)の「冶金装置と採鉱装置、等々」では以下の 16種の炉が挙げられ、その該当数を記入するとされている。   高炉、鉄用製錬炉、鋼用製錬炉、製錬炉、鉄用攪練炉、鋼用攪練炉、  熔鉄炉、セメント炉、鋳鉄用坩堝炉、ガラス溶解炉、壺(溶解器)合計、  板ガラス伸張炉、レンガ焼炉、陶器炉、磁器炉、コークス炉、石灰炉   先のエンゲルの批判にあったように、これらを溶解炉として一括するのではなく、そこにある生産能力・性能・成果の違いに留意して可能な限り個別的な機種を取り上げるということである。 また、b）にある「紡績・織物・染色・捺染・光沢仕上の装置」には、以下のような機種が挙げられている。   金属紡錘 梳毛糸用、細撚糸用、木綿撚糸用、その内の自動紡糸機紡錘、亜麻糸用       麻糸用、粗麻糸用   織機   力織機／手織機別に       布用、綿・半綿用、亜麻布用、絹・半絹・ビロード・絹帯・ビロード帯用  織機   力織機／手織機別に ショール用、帯・打紐・結紐、等々用、絨毯用、靴下商品用、チュール・レース織用  捺染机  圧延印刷機  ステロ版印刷機   さらに、同じ d）の「製粉場と製紙工場での碾臼と類似装置」に関しては、次のような 8機種が列挙されている。   ドイツ式碾臼、アメリカ式碾臼、圧延工場での圧延歯車、採油場での水圧機、 116  
たく意味もない事柄に注意が払われ、本質的に重要な事柄は無視されている」。18）とくに工場表では、ただ単に各営業種での機械・装置の数量のみが表示され、その内容的性格が不問にされている。例えば、ガラス工場では炉の数量のみが挙げられている。この炉にはいくつかの種類の炉が使用されているのだが、それらすべてが溶解炉と解され、しかも溶解炉自体にある生産能力・性能の違い（木材燃料の炉と石炭燃料の炉）とそれぞれの生産成果の差が明らかにされないままである。同様の事態は、製粉業での碾臼の種類別区分や工場施設での原動力（水力・蒸気力）表示についても妥当し、その経営の内実に踏み込んだ細かな区分が取られていない。こうした括り方ではその中にある機種ごとの生産能力の違いが見逃され、従って力の正確な測定は不可能となる。機械力をその詳しい内容区分を伴なった形で統計の中に映し出す作業が必要となる。しかし、それがこれまで実施されたことはない。61 年営業調査用紙では物的機械力に詳細な質問項目が設定される理由である。 また、成果というのは生産の結果と販売であるが、この両者共にこれまでの営業表では表示対象にされたことはない。プロイセンの自由主義的経済政策の下、こうした経営の機微にかかわる事項との接触は意図的に回避されてきたためである。だが、これを欠いては、生産と消費（販売）という国民経済の重要側面が不明なままに残される、これがエンゲルの考えである。 こうして、「現在のプロイセンの表（営業表のこと―引用者）を、同じように非常に欠陥のある新たな関税同盟諸国の表のために提供しそれを全体的に改革すること、これはほとんど無駄な努力である」19）とされる。プロイセン方式の営業表ではなく、まったく別の観点に依拠した営業統計が志向されねばならない。これまでの営業表では脱落していた営業々務での詳細な人的物的構成、生産と販売の規模、商業活動での販売方向、とくに農業経営での土地所有における評価価格と負債額の現状、これらをも含んだ営業調査が構想されることになる。農業経営に関しては、商工業とは別に家屋リストにある土地調査用紙と農業・家畜調査用紙がその実情把握に当たる。商工業に関しては、世帯リストの裏面にある営業調査用紙を使ってその経営内容に迫る。これは営業統計を広く産業統計の一方の柱とし、営業体の力と成果を示す統計として改編し、生産力／生産関係／生産成果に関する情報を含んだ経済統計を新たに作成しようとするものといってよい。  ２．調査書式と集計書式  １．こうした批判的検討を通じ、エンゲルの構想した 61 年営業統計は直接全数調査である。まず、家屋リストを用いて土地と農業・家畜保有に関する調査を独自に行なう（土地価値と負債、経営面積と経営種、保有家畜の種類と数量、等々）。次いで、工業と商業・運輸業に関して、それを「営業・商業・交易に関する質問」として、規模の如何を問わず、なんらかの営業（＝商工業）、あるいは運輸業を自立して営んでいる者（＝独立営業経営者）すべてに対し、次のような 8つの質問項目を盛った営業調査書式を設計し、20）これを世帯リストの裏面を使った独立調査に向けている。  1．業務の一般的名称 2．商人権をもった商号の有無、その名称と成立時期 3．主に製造している、あるいは製造させている商品・物件の種類、また取引でのその名称 （商業に対して）主な取引商品種類 4．営業経営者とその家族身内を含めた業務で直接に就業している者の数量 営業主  商人としての修養を受けた者あるいは会計職員 技術的な修養を受けた職員 職工長 手工業職人と補助人 徒弟 日雇労働者 荷造人 市場人足 運搬人 15歳以上就業婦女子 就学義務のある 14歳以下男児・女児 家屋外で間接的に雇用している労働者の概数 5．業務で使用されている機械力 水力  平均水位でのその馬力 蒸気力 その馬力 蒸気力はただ渇水期の補助としてのみの使用か否か 6．業務での使用道具・器具・装置・機械の種類と数量 
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（製材工場での）垂直鋸、（製材工場での）丸鋸、桶製紙工場での搗砕機、  （機械製紙工場での）オランダ式製紙機   エンゲルの念頭にあったのは、溶解炉、紡錘や織機、また碾臼といった一般的名称でよばれる機種の下には使用目的や性能に違いをもったさまざまな亜種があり、それらを知悉することなしには、一国の生産力レベルの具体的把握が済まないという考えであったろう。この関心はその後も一貫して継続されてゆく。 次の特徴は、経営内容そのものに関する質問項目が設定されていることである（質問 7）。生産額・販売額・販路、これらはいずれもエンゲルによって生産と消費の規模の捕捉にとっては不可欠な事項とされたものである。 農業部門と並んで、このような商工業に対する営業調査を人口センサスと併行して実施しようとするのである。この方式は、46 年のベルギー、55年のザクセンでの調査で実施済みであった（ただし、既述のようにザクセン営業調査は失敗に終わっている）。加えて、60 年のロンドンでの国際統計会議決議の 1 項に、人口調査の他に、「さらに、経済的ならびに社会的状態の完全な認識に寄与する他の報告が、極めて望ましいという理由で人口調査の機会に大きな費用増大もなく調べられる場合には、それが実施される」があった。これらを踏まえ、人口調査と併行させて農業と商工業でのセンサス様式の調査を同時に実施すること、これに対するエンゲルの強い意気込みを示したものといえよう。  ２．この営業調査用の書式での質問は次のような形で集約・公表されることになる。エンゲルの起草した「統計表体系」にある「D．工業」と「E．商業と流通業」がそれであるが、ここでは工業についてみてみる。この統計表体系にあっては、営業統計に関するエンゲルの素案は活かされず、工業部門では小営業／大工業という二分法が採用されている。これがプロイセン営業表に伝統的な手工業と工場企業の区分であることはいうまでもない。従い、前者では専ら営業の人的構成に焦点が絞られ、後者では人力と物的構成（原動力と機械力）、および経営成果の 3面に表示がまたがっている。21）どうしてこのようなことになったのか。すでに 61 年関税同盟営業表ではこれまでの二分法を踏襲することが既定路線となっていたからである。「この分類が協定されているという理由だけで」、不本意ながらもここでは二分法にもとづく分類を採用したと説明している。   1．小営業（手工業者、および主として局所的需要に従事している営業経営者と技工）     営業種（16 分類） 業務あるいは施設 単純業務数（単一営業が営まれている） 複合業務数（複数営業が営まれている）     人的力 雇用主  営業主・主人・親方、等々、企業家（性別）         被雇用者 技術的あるいは商人としての修養を積んだ監督職員（性別）              職人と補助人（性別）              徒弟（性別）              その他の労働者（性別）              日雇労働者（性別）              14歳以下児童（性別）              就業者総数  2．大工業（工場、および主として大取引に従事している営業施設）     営業種（9分類）     業務あるいは施設 単純業務数（単一製造が営まれている） 複合業務数（複数製造が営まれている）     人的力 雇用主  営業主・主人・企業家、等々（性別）         被雇用者 技術的あるいは商人としての修養を積んだ監督職員（性別）              職人と補助人（性別）              徒弟（性別）              その他の労働者（性別）              日雇労働者（性別）              14歳以下児童（性別）              就業者総数     機械力 発動機  蒸気機関 蒸気機関全数        （原動力）      上の内の補助機械数                   蒸気機関全体の馬力数 
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                  補助機械の馬力数              水馬力              馬作業場 その数量                   そこで作業している馬匹数         作業機・道具・装置（各工業分野用特別欄が設けられる）      製造．取引と販売 価値総額 製造（ターレル）                   取引・販売（ターレル）               販路先別販売価値総額 （販売圏 11 区分）（ターレル）   このような二分法はエンゲルのそもそもの構想に反するものであった。もともとの営業調査用紙そのものには、そうした区別はなくすべての営業経営に対して同一調査項目が設定されていた。にもかかわらず、集約表示の段階になって二分法を採用したのは、関税同盟での統一表示の必要から余儀なくされたものである。いわばエンゲルの側からの妥協の結果である。また、営業分類も関税同盟で用意された手工業 16 分類と大営業 9分類が利用される。しかし、エンゲルの持論からすれば、「工業を大営業と小営業に区分することは薦められない。というのは、ただ単に境界と移行のみならず、さらにまた変動があまりにも頻繁であり、またあまりにも微妙であり、今後もあるなんらかの原則にのっとった分割があっても、それが当を得ることなどありえようがない」からである。ここから、「全工業をまとめ、労働‐勤務関係を雇用主と被雇用者の数量に応じて考慮することによってのみ、適切な映像が獲得される」としながらも、関税同盟諸国間での比較可能性を維持するために、この二分方式に従ったと釈明している。22）職業統計としての手工業者表、経営統計としての工場表、この異質な要素の寄木細工（さらには、商業表も加わる）がプロイセン営業表であり、それに依拠した関税同盟営業表であった。すでに、ザクセン王国統計局で統一的な営業調査を起草した経験をもつエンゲルには、そうした大小分割が恣意的であり、さらには手工業者とされながらも自立性を失った労働者同然の零細業主、逆に手工業の中に輩出してくる工場企業、また工場といわれるものの中にある手工業レベルの作業場、こうした実態を見落としているとみえた。しかし、関税同盟全体でこの分類の採用が決まっている以上、持論からすればその採用を見送るべきであるが、それに従わざるをえない。いわば、妥協の産物ではある。                 Ⅳ．改革案の是非   １．統計中央委員会と地方当局での反応  １．とはいえ、以上はあくまでも 61 年調査に関する統計中央委員会に提出されたエンゲル個人の草案である。中央委員会での審議を受けなければならない。61 年調査を年末に控え、すでに関税同盟全体での実行案が定まっていた中で、いささか唐突の感がなきにしもあらずといったものがエンゲル提案である。それが委員会によって全面的支持を受けることができるかどうか。61 年 5 月 3 日から 15日の間の 4日間をかけ、エンゲル案をめぐって委員会で集中的審議が行なわれている。23）審議の結果、エンゲル草案には調査項目と統計表体系に対する大幅な縮小が加えられている。そこには、調査の簡易化という下で、内容的萎縮ともいうべきものもみられる。 エンゲル案の基本、すなわち 3 様のリスト採用による人口、農業、商工業における直接全数調査＝センサス様式は認められている。ところが、それぞれの個別リストではいくつかの、また場面によってはゆきすぎともいえるほどの修正と簡略化を受けざるをえなかった。とくに、世帯リストでは当初の質問項目 16 は 11 に縮小されている。しかし、人口センサスとしての調査という点での基本的な変更はなく、エンゲル案の趣旨がほぼ認められている。 ところが他方で、営業調査は中央委員会でどのような審議と修正を受けたであろうか。人口調査とは異なり、農業と営業（商工業）への質問は重要項目の削除により、大幅な変更を蒙ることになる。 まず農業統計。家屋リストを用いて行なわれるとされた農業と家畜保有に関する調査では、進行中の土地台帳作成による情報収集が見込まれるという理由で、質問は家畜保有、農業での被使用者、専業／兼業関係の 3類に留まり、結果的には大幅に萎縮された農業調査ということになる。これでは全般的農業調査にはほど遠く、家畜保有に大きく偏った調査に矮小化されている。  問題の営業統計。質問 4の細かな被雇用者構成は単に労働者という枠で一括され、その性別と年齢（14 以下／15 以上）別表示のみで可とする。質問 7 の営業の生産額・販売額、また販路についての118  
（製材工場での）垂直鋸、（製材工場での）丸鋸、桶製紙工場での搗砕機、  （機械製紙工場での）オランダ式製紙機   エンゲルの念頭にあったのは、溶解炉、紡錘や織機、また碾臼といった一般的名称でよばれる機種の下には使用目的や性能に違いをもったさまざまな亜種があり、それらを知悉することなしには、一国の生産力レベルの具体的把握が済まないという考えであったろう。この関心はその後も一貫して継続されてゆく。 次の特徴は、経営内容そのものに関する質問項目が設定されていることである（質問 7）。生産額・販売額・販路、これらはいずれもエンゲルによって生産と消費の規模の捕捉にとっては不可欠な事項とされたものである。 農業部門と並んで、このような商工業に対する営業調査を人口センサスと併行して実施しようとするのである。この方式は、46 年のベルギー、55年のザクセンでの調査で実施済みであった（ただし、既述のようにザクセン営業調査は失敗に終わっている）。加えて、60 年のロンドンでの国際統計会議決議の 1 項に、人口調査の他に、「さらに、経済的ならびに社会的状態の完全な認識に寄与する他の報告が、極めて望ましいという理由で人口調査の機会に大きな費用増大もなく調べられる場合には、それが実施される」があった。これらを踏まえ、人口調査と併行させて農業と商工業でのセンサス様式の調査を同時に実施すること、これに対するエンゲルの強い意気込みを示したものといえよう。  ２．この営業調査用の書式での質問は次のような形で集約・公表されることになる。エンゲルの起草した「統計表体系」にある「D．工業」と「E．商業と流通業」がそれであるが、ここでは工業についてみてみる。この統計表体系にあっては、営業統計に関するエンゲルの素案は活かされず、工業部門では小営業／大工業という二分法が採用されている。これがプロイセン営業表に伝統的な手工業と工場企業の区分であることはいうまでもない。従い、前者では専ら営業の人的構成に焦点が絞られ、後者では人力と物的構成（原動力と機械力）、および経営成果の 3面に表示がまたがっている。21）どうしてこのようなことになったのか。すでに 61 年関税同盟営業表ではこれまでの二分法を踏襲することが既定路線となっていたからである。「この分類が協定されているという理由だけで」、不本意ながらもここでは二分法にもとづく分類を採用したと説明している。   1．小営業（手工業者、および主として局所的需要に従事している営業経営者と技工）     営業種（16 分類） 業務あるいは施設 単純業務数（単一営業が営まれている） 複合業務数（複数営業が営まれている）     人的力 雇用主  営業主・主人・親方、等々、企業家（性別）         被雇用者 技術的あるいは商人としての修養を積んだ監督職員（性別）              職人と補助人（性別）              徒弟（性別）              その他の労働者（性別）              日雇労働者（性別）              14歳以下児童（性別）              就業者総数  2．大工業（工場、および主として大取引に従事している営業施設）     営業種（9分類）     業務あるいは施設 単純業務数（単一製造が営まれている） 複合業務数（複数製造が営まれている）     人的力 雇用主  営業主・主人・企業家、等々（性別）         被雇用者 技術的あるいは商人としての修養を積んだ監督職員（性別）              職人と補助人（性別）              徒弟（性別）              その他の労働者（性別）              日雇労働者（性別）              14歳以下児童（性別）              就業者総数     機械力 発動機  蒸気機関 蒸気機関全数        （原動力）      上の内の補助機械数                   蒸気機関全体の馬力数 
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質問は正確な回答が期待できず、またこの質問ひとつによって営業経営者の反撥が引き起こされ、調査全体が挫折する危険性さえ感受されるとして、すべて破棄されている。エンゲル案の特徴のひとつに、質問 6での詳細な物的生産手段（＝物的力）への設問があった。ここでは、輸送装置への質問を別にして他はそのまま承認され、エンゲルに意図が活かされている。しかし他面で、エンゲルの考える営業統計の柱ともなる調査項目、すなわち工業生産における人的力とその成果については、前者では草案にあった被雇用者身分 5 区分が「雇用主／技術的また商人としての修養を積んだ職員／労働者」の 3区分に短縮され、後者（営業の成果）は上述したように全面的に削除されている。この後者に関しては、エンゲル構想にある営業調査からの後退は明らかである。 統計表体系においても、工業部門の大工業分野の表ではその生産・取引額と販路先別販売額、また集約段階で官庁の作業に過重な負担になるという理由で就業者数別規模分類が削除されている。さらに商業・流通業部門ではその機械力と販路先別販売額が全面削除されている。簡略化という下で、こうした重要項目の削除が行なわれている。従い、61 年調査における営業関係の統計表は以下の 3 分野から構成されることになる。   農業 7種別家畜保有     工業  1.小営業 2.大工業 3.印刷営業と書籍企業    商業・流通業 商業と運輸営業における業務数と人的構成      問題は経済活動の基本に迫りうる可能性をもった統計であることは認められながらも、現況の下でのその実査可能性が疑問視され、営業での重要契機でありながらも、それが調査項目として落とされる点にある。これは委員会内部にいまだ 61 年調査に向けての慎重な意見が強かったことによる。すなわち、国民諸階層にまだ残っている官庁統計に対する不安観、被調査者としてのかれらにかかってくる負担に配慮し、また調査実施に伴なう官庁での業務増加を回避することを考慮したことによろう。エンゲル自身はこの機会にプロイセン統計の遅れを一気に取り戻すべく、あるべき統計調査を全面に渡って構想した。しかし、各行政業務責任者の眼には、プロイセンの各地各分野での現状からして、それがそれほどには簡単な作業とはみえなかった。従い、エンゲル草案にゆきすぎがあることを感じ取った結果である。統計局長と省代表者の考えの間にはこうしたギャップがあったと思われる。エンゲルは後に、「統計中央委員会の審議に引き入れられた人口・農業・工業・商業のより完全なプロイセン統計の草案は「かなり弱体化された形で（in ziemlich verdünnter Gestalt）、中央委員会の手で再生された」24）としている。エンゲルにとっては、この簡易化は承服しかねることであったろう。 ２．とまれ、エンゲル案は以上のような簡易化を受けて中央委員会案として内務省に提出されている。簡易化を受けたとはいえ、とくに世帯リストを介した人口調査と営業調査のプランをみる限り、これだけでも実現に漕ぎつけたとすれば、プロイセン統計調査史において画期的段階をもたらす調査といえるものではあった。しかしながら、実行を前にした段階で地方の現場当事者からの大きな抵抗に出会い、それが実施不可能となる。というのは、次のような経過が挟まったからである。すなわち、中央委員会提案を受けて、5 月後半から 6月をかけて内務省と財務省から地方長官に対しその実行可能性に関して諮問が出され、全 10 州それぞれの県や郡において統計業務に通暁した者からの意見徴集が行なわれることになった。その結果、いくつかの州（ブランデンブルクやザクセン）からの賛成はあったものの、他の州の現場当事者の圧倒的多数からは、こうした様式による調査には反対との意見が提示された。その理由は、人口数把握を越えた詳しい国民記述、また自己記入方式に対する不理解と抵抗にあったとされる。25）7 月 3日の中央委員会ではセンサス様式の調査の実行は不可能と判断される。反対意見を斟酌して新たな方式を練ることは時間的にみて無理となる。エンゲル案は企画倒れに終わった。 結局、61 年の人口調査は 43年来の旧方式、すなわち市町村当局が調査員を動員して家屋・地所ごとの住民を家屋リストに記入する、こうした方式で行なわれざるをえなかった。ただ、一部の都市（とくにベルリン市）と郡部では世帯リストによる自計方式が導入され、後日、これが好ましい効果をもたらすことができたとの報告が提出されている。その後、この 61 年のプロイセン人口調査をめぐって出てきた新たな動きを背景に、63 年のミュンヘンでの第 15 回関税同盟総会では、次回 64 年の関税同盟人口調査時には、加盟国家全体においてこの世帯個票方式が採用されるべきとの決議を引き出すことができた。これを受けて、64 年調査にあっては、プロイセン全土で新方式の全面的な採用をみることになる。のみならず、この方式採用はプロイセン以外にも波及してゆく。次回の 67年 12 月
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3日の関税同盟人口調査においては、関税同盟未加盟国を含んでドイツの全国家が同時に人口調査を行ない、かつ北ドイツ連邦では世帯リストによる直接調査が導入されている。さらに 71 年 12 月 1日には統一後のライヒ全域においてセンサス様式の人口調査が初めて成立することになる。26）61 年以降、人口センサスに向けてのその後の展開はスムースであったといえる。 しかし、営業調査への途は依然として大きな壁に塞がれている。61 年調査で人口調査用紙が実際に利用されなかったことは、いうまでもなくその裏面の営業調査用紙も未使用のままに終わったということである。旧来通り、主に税務記録に載った数量を営業表書式に転記する方式で事柄が処理された。これは上の第 3 章みた通りである。推測が許されるとして、もしこうした調査用紙を用いて 61年調査が施行されたとして、エンゲル構想にのっとった営業調査がこの段階で果して完遂されえたかどうか、これは疑問の残るところである。営業調査用紙もなるほど中央委員会の審議で大きな簡易化を受けている。しかし、それをもってしても、営業調査には人口調査以上の困難が待ち受けていたであろうことは想像するに難くはない。なによりも経営業務内容に関する詳しい質問には営業経営者の抵抗・反撥がより強く、また集約整理に当たる官僚機構の協力を得ることも困難であったろうからである。従い、企画倒れの公算の方が大きかったと思われる。個々の業務内容への立ち入った質問設定による営業調査には一般的にいっても抵抗が強く、しかもそれを人口調査と同時に行なうことは、被調査者たる営業経営者にとって大きな負担となりその反撥を増幅させ、また現場市町村の調査担当部署に過重負担を強いることも明白である。配布された調査用紙ではあったとしても、利用に耐えうるものがどれほど回収しえたか、これは大いに疑問とされるところである。このことは 55 年ザクセン営業調査でエンゲルが実際に失敗体験し、ために引責辞職という苦汁を嘗めさせられたことではなかったのか。  ２．再び関税同盟営業表批判  １．61 年調査はまた関税同盟全体での第 2 回目の営業表作成と重なっていた。第 3 章でみたように、46 年関税同盟営業表以来、紆余曲解を経て 15 年後の 61 年に再度、営業表が作成されることになった。プロイセン統計改革の一環としてこの営業調査に新機軸をもち込もうとしながらも、関税同盟の二分方式を採用せざるをえず、さらにはその妥協案ですら見送らざるをえなかった。旧来の方式による営業表作成を受け入れざるをえなかったエンゲルの胸中は複雑であったと考えられる。調査実施の 2年後には、『統計局雑誌』で 61 年調査の集約結果を概括し、その末尾に「統計表への説明と注釈」27）を添え、その中でとくに営業表に対して次のような厳しい批判を下している。 営業表にある経営の大小区分は、大小間での移行が多く、区分自体が微妙であるためにもともと大きな困難をもっている。小営業と大工業というだけでは経営形態の違いが出てこない。実際に、手工業者表では、小都市において手工業親方による営業とされながらも、実は工場とも目されるべき経営が皮革・石鹸製造・金属製品製造などの分野で輩出している事態が見落とされる。逆に、工場表では、経営形態の違いが表示されていないために、とくに織物業にある工場工業とその他の経営の違い、とくに家内工業の特異な存在がみえてこない。零細な家内工業の存在は不問のままである。従って、本来の独立手工業者も家内工業主も同じく親方身分の営業経営者とされている。しかし、後者の自立性は疑問であり、独立経営者と工場労働者の中間に位置するというべきものであるが、こうした実態が看過される。工業はただひとつであり、そこに恣意的な区分をもち込むことは許されない。今後は、施設・その所有者（企業家）数・補助人と徒弟の数を計上し、雇用主／被雇用者、自立企業家／労働者、また共同雇用主／単独雇用主といった区分の下で営業統計を作成しなくてはならず、それによってその数量に経済的社会的意義を与えることができる。  その他、手工業者表ではその業種分類に経済学的観点からみて不明な点がみられる。それは、例えば、「自由営業」とされる業種（浴場・洗濯場所有、楽師や役者）、また個人的サーヴィス提供、これらが他の本来の手工業と同列に扱われていることなどに現われている。また、「親方と営業主」とよばれる層には、職人・徒弟をもたない、いわゆる「自前で働く者」とされる零細手工業者が区分されずに一括されている、こうした不合理がある。工場表とは離れるが、商業表に至っては、それがさまざまな資料から該当分を寄せ集めた合成報告、いわば統計報告の「万華鏡」であるとして、その統計表としての意義が一蹴されている。これまでの営業表にあっては、商業部門には異質な業種が混在しており、その表示方式には一貫した分類原則がなく、いわば雑多な営業種の「一時しのぎの避難所」ともいうべきものであった。これをエンゲルが厳しく批判している。 120  
質問は正確な回答が期待できず、またこの質問ひとつによって営業経営者の反撥が引き起こされ、調査全体が挫折する危険性さえ感受されるとして、すべて破棄されている。エンゲル案の特徴のひとつに、質問 6での詳細な物的生産手段（＝物的力）への設問があった。ここでは、輸送装置への質問を別にして他はそのまま承認され、エンゲルに意図が活かされている。しかし他面で、エンゲルの考える営業統計の柱ともなる調査項目、すなわち工業生産における人的力とその成果については、前者では草案にあった被雇用者身分 5 区分が「雇用主／技術的また商人としての修養を積んだ職員／労働者」の 3区分に短縮され、後者（営業の成果）は上述したように全面的に削除されている。この後者に関しては、エンゲル構想にある営業調査からの後退は明らかである。 統計表体系においても、工業部門の大工業分野の表ではその生産・取引額と販路先別販売額、また集約段階で官庁の作業に過重な負担になるという理由で就業者数別規模分類が削除されている。さらに商業・流通業部門ではその機械力と販路先別販売額が全面削除されている。簡略化という下で、こうした重要項目の削除が行なわれている。従い、61 年調査における営業関係の統計表は以下の 3 分野から構成されることになる。   農業 7種別家畜保有     工業  1.小営業 2.大工業 3.印刷営業と書籍企業    商業・流通業 商業と運輸営業における業務数と人的構成      問題は経済活動の基本に迫りうる可能性をもった統計であることは認められながらも、現況の下でのその実査可能性が疑問視され、営業での重要契機でありながらも、それが調査項目として落とされる点にある。これは委員会内部にいまだ 61 年調査に向けての慎重な意見が強かったことによる。すなわち、国民諸階層にまだ残っている官庁統計に対する不安観、被調査者としてのかれらにかかってくる負担に配慮し、また調査実施に伴なう官庁での業務増加を回避することを考慮したことによろう。エンゲル自身はこの機会にプロイセン統計の遅れを一気に取り戻すべく、あるべき統計調査を全面に渡って構想した。しかし、各行政業務責任者の眼には、プロイセンの各地各分野での現状からして、それがそれほどには簡単な作業とはみえなかった。従い、エンゲル草案にゆきすぎがあることを感じ取った結果である。統計局長と省代表者の考えの間にはこうしたギャップがあったと思われる。エンゲルは後に、「統計中央委員会の審議に引き入れられた人口・農業・工業・商業のより完全なプロイセン統計の草案は「かなり弱体化された形で（in ziemlich verdünnter Gestalt）、中央委員会の手で再生された」24）としている。エンゲルにとっては、この簡易化は承服しかねることであったろう。 ２．とまれ、エンゲル案は以上のような簡易化を受けて中央委員会案として内務省に提出されている。簡易化を受けたとはいえ、とくに世帯リストを介した人口調査と営業調査のプランをみる限り、これだけでも実現に漕ぎつけたとすれば、プロイセン統計調査史において画期的段階をもたらす調査といえるものではあった。しかしながら、実行を前にした段階で地方の現場当事者からの大きな抵抗に出会い、それが実施不可能となる。というのは、次のような経過が挟まったからである。すなわち、中央委員会提案を受けて、5 月後半から 6月をかけて内務省と財務省から地方長官に対しその実行可能性に関して諮問が出され、全 10 州それぞれの県や郡において統計業務に通暁した者からの意見徴集が行なわれることになった。その結果、いくつかの州（ブランデンブルクやザクセン）からの賛成はあったものの、他の州の現場当事者の圧倒的多数からは、こうした様式による調査には反対との意見が提示された。その理由は、人口数把握を越えた詳しい国民記述、また自己記入方式に対する不理解と抵抗にあったとされる。25）7 月 3日の中央委員会ではセンサス様式の調査の実行は不可能と判断される。反対意見を斟酌して新たな方式を練ることは時間的にみて無理となる。エンゲル案は企画倒れに終わった。 結局、61 年の人口調査は 43年来の旧方式、すなわち市町村当局が調査員を動員して家屋・地所ごとの住民を家屋リストに記入する、こうした方式で行なわれざるをえなかった。ただ、一部の都市（とくにベルリン市）と郡部では世帯リストによる自計方式が導入され、後日、これが好ましい効果をもたらすことができたとの報告が提出されている。その後、この 61 年のプロイセン人口調査をめぐって出てきた新たな動きを背景に、63 年のミュンヘンでの第 15 回関税同盟総会では、次回 64 年の関税同盟人口調査時には、加盟国家全体においてこの世帯個票方式が採用されるべきとの決議を引き出すことができた。これを受けて、64 年調査にあっては、プロイセン全土で新方式の全面的な採用をみることになる。のみならず、この方式採用はプロイセン以外にも波及してゆく。次回の 67年 12 月
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 ２．これらは要するに、統一的調査書式をもって全営業経営体に臨む直接調査でないことに起因する。少なくとも工場表に関していえば、そもそも同じ工業生産の担い手であるにもかかわらず、それを前もって大小に分け、それぞれの統計表に違った表示内容を割り振ることが間違いのもとである。ひとつの工業生産があるとみて、その業務主体を就業者の構成と規模によって経営形態別分類にかけ、それぞれにおいて特徴的な物的生産手段を調査項目に盛ってゆく。こうした独自の調査用紙を用いた直接調査の方法によってしか、これまでの営業表の欠陥を克服する途は開かれてこない。さらに 61年調査後に、エンゲルはプロイセン各地でどのような手法で調査が実施されたかをアンケートによって調べたという。その結果、採用された手法の「雑多性」が白日の下に曝され、営業表の信頼性と比較可能性には信が置けないことが判明したとされ、公刊物の内容的価値も劣るとされている。28）  先にみた営業調査用紙はこうしたエンゲルの考えを実現させる手段ともなるべきものである。その前提に統一的な産業（営業）分類と職業分類を置き、さらに職業地位分類を加え、まず部門別経営体の人的構成・規模、経営形態の違いを抑え、次いでその物的側面を設備・機械、道具・装置の種類と数量から捉える。そして営業活動の結果としての生産額や販売額をも調べ上げる。こうした営業センサス様式によって初めて一国経済の具体像が獲得可能になる、これがエンゲルの主張である。旧来の営業表方式がもはや時代の進展に対応できず、その歴史的使命はすでに終了していることを告発するのがエンゲルの設計した調査用紙である。しかし、そうした構想は 60 年代初頭のドイツではあまりにも先駆的すぎ、それに沿った形での営業調査の実施はとうてい不可能であった。営業センサスという経済統計の近代化の前には、調査という国家介入に対する経営者層の従前からの抵抗と保守的頑迷さがまだ根強く残っていた。営業調査以前に、市町村目録、土地所有と建物、人口とその移住、商品流通、税・関税、等々の局面でなお解決されるべき多くの統計問題が残されている。より大きな難問を抱える営業活動へ公的調査を導入する段階にはまだほど遠く、営業調査は後送りされざるをえなかった。 その後、1869 年ハーグでの第 7 回国際統計会議では、工業部門の国際比較を可能にする統計作成のためのプラン作りがエンゲルに任されている。これは各国の現状を比較可能にする統計を目指して、経済統計部門（土地所有・農業・畜産・採鉱業・工業・商業・運輸業、等々）ごとに分業体制を敷き、その分担作成を各国に委ねたものである。この中で、工業統計部門に通暁した専門家としてエンゲルが指名されている。この作業遂行に当たリ、各国の職業、営業、工業統計、商品分類（目録）の収集・比較に努め、ヨーロッパ全領域でのこれまでの職業統計と営業調査の実例をつぶさに調べ上げることができた。これによっても、ドイツ営業統計改革の必要性を前にも増して強く感じ取ってゆくことになるのがエンゲルであった。                      おわりに   以上、エンゲルのプロイセン統計局入局の 1年後に提示されたプロイセン国家統計、ならびに関税同盟統計に関する改革提案とそれをめぐる議論の推移を検討してきた。もし、61 年調査がその提案そのままに沿って実行されえたとすれば、これは人口調査、農業調査、また営業調査、そのいずれにあってもプロイセン統計にとって抜本的改革となりうる要素を含んでいた。エンゲルにはザクセンでの 2度の人口センサス実施の自負があったろうし、また国際統計会議ロンドン大会にみられた統計近代化の動きを背景にして、その波に乗って、61 年調査の機会にプロイセンの統計改革を一気に推進させようとした。エンゲル自身はそれに自信をもち、十分可能とみていた。しかし、ドイツ諸国家の中で国土と人口の規模で突出し、加えて社会経済構造の異なる地域を東西に抱えていたプロイセンにおいて、センサス様式の調査を人口と経済の両域で実現させることはエンゲルの考えるほどには容易ではなかった。さらに、半世紀近く続けられてきた国家統計表の作成様式になじんできた官僚機構からは、エンゲル案があまりにも斬新すぎ、実行への見込みは立たないとされ、その賛同と協力を得ることもできなかった。すでに統計中央委員会の審議にそうした点に配慮した慎重論が少なからず現われており、さらには県や郡の地方官庁の統計業務担当者の圧倒的多数がエンゲル案には否定的であったことがそれを物語っている。しかし、少なくとも人口調査に限ってみれば、エンゲルの構想を下敷きにした形で、その後比較的すみやかに直接全数調査にゆき着くことができた。こと人口調査に関しては、エンゲルの 61 年構想はその後間もなく現実化したということができよう。  しかしながら、他方の農業調査と営業調査の実現にはなおまだ大きな困難が立ちはだかっていた。それらの改革には、プロイセン一国内の統計問題としては埒が開かず、ドイツ統一を前にした関税同
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盟統計全体の抜本的見直し、すなわち 70-71 年の関税同盟統計拡充委員会での審議が必要となり、それを待って全ドイツ規模の統計改革問題として経済センサス実施への動きが出てくる。とはいえ、営業調査がドイツ全体にまたがるセンサスとして実現するのは 75 年の第 2 回ドイツ帝国人口調査時であり、農業センサスに至っては約 20 年後の 1882年ドイツ帝国職業=営業調査までもち越される。  こうしてみると、61 年段階でエンゲルの提起した改革案はあまりにも時代の先をゆきすぎ、当時のプロイセンの実情の下では、その実現可能性との間隔が極めて大きかったということになろう。ザクセンにおけるかつての 1855 年営業調査時に経験した同じ挫折をここでも繰り返しているわけである。人口局面は別にして、経済局面に直接全数調査を導入する上で、現状に対する楽観論（別にいえば、見通しの甘さ）が働いていたと思われる。営業経営者、とくに農業経営者層の国家調査権の介入に対する抵抗と反撥、また官僚組織側にある直接調査への不理解と逡巡、これらは人口調査での世帯個票導入にはない別種の頑強さをもっていた。ザクセンの場合と同じ壁がここでも前進を阻んでいた。それはエンゲルとその統計局の意気込みをもってしても容易に解ける問題ではなかった。46 年ベルギーの人口・農業・営業調査を模範とし、それをザクセン王国の統計で一部実行し、その実績をもってプロイセン王国統計という大舞台でさらに拡充したい、またそれが可能というのがエンゲルの念頭にあった考えであろう。しかし、その壮大な構想は時代的制約に拘束され、あるいは変形され、あるいは萎縮した形で、しかも構想時からかなりの遅れをもってしか実現されえなかった。                        注  1）R.Boeckh,Die geschichtliche Entwickelung der amtlichen Statistik des preussischen Staates,Berlin, 1863,S.67.  2）以下,プロイセン統計局でのエンゲルの活動に関しては,以下の文献を参照.E.Blenck,Zum Gedächtniss an Ernst Engel,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus,Jg.36.1896,S.232ff., F.Hoffmann,Quellenkritische Untersuchungen,Stuttgart,2012,SS.151-69,足利末男『社会統計学史』三一書房,1966 年,120ページ以下. 3）R.Boeckh,a.a.O.,S.93.   4）Festschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus zur Jahrhundertfeier seines Bestehens, Berlin,1905,S.173.   5）Programm,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.1,1861,S.1.   6）E.Engel,Ueber die neuesten Fortschritte in der Organisation der amtlichen Statistik in Preussen, Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.2,1862,S.175.   7）E.Blenck,Das Königliche statistische Bureau in Berlin beim Eintritte in sein neuntes Jahrzehnt, Berlin,1885,SS.25-26.   8）E.Blenck,Zum Gedächtniss,a.a.O.,S.233.   9）E.Engel,Die Methoden der Volkszählung,mit besonderer Berücksichtigung der im preussischen Staate angewandten,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.1,1861,SS.151-212.  10）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.151.  11）これについては,拙稿「国家・社会・統計―19 世紀ドイツにおける社会統計の形成―」,長屋政勝・金子治平・上藤一郎編著『統計と統計理論の形成』北海道大学図書刊行会,1999 年,第 6章,を参照. 12） E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform der volkswirtschaftlichen Statistik insbesondere der Gewerbestatistik,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.10,1870,S.172.  13）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,SS.161-62.  14）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,SS.162-63,SS.179-91.  15）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,SS.188-89.世帯リストそのものの訳が,足利末男,前掲書,170-71ページ,に収められている. 16）人口に関する統計表を A として,さらにこの人口センサス（土地調査,建物調査,農業・家畜調査を含んで）から得られた全情報は以下のような体系で統計表にまとめられるべきとされている.E.Engel,Die Methoden, a.a.O.,SS.164-65,SS.192-201.     B．建物と住所      1．建物用途   2．取壊と新築      3．居住建物の広さと住居密度  4．都市での土地価値と負債実額    C．農業      1．地所面積   2．耕地面積      3．耕作種    4．生産成果 
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     5．家畜保有   6．土地所有規模別家畜保有      7．経営種類（主／副営業別と自己経営／借地経営別） 8．土地価値と負債実額    D．工業      1．小工業    2．大工業       3．印刷営業と書籍企業   4．被雇用者数別業務規模    E．商業・流通業      1．商業と運輸営業   2．商号年数   17）以下,エンゲルによる旧来の営業に対する批判は,E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.159,による.  18）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.159.  19）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.160.  20）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.190. 21）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,SS.207-08.  22）E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.207. 23）E.Engel,Die königlich preussische Centralcommission für Statistik und ihr Gutachten über die Mass- regeln zur Volkszählung im December d.J.,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.1,1861,SS.231-36.  24）E.Engel,Die königlich preussische Centralcommission,a.a.O.,S.235.  25）R.Boeckh,a.a.O.,SS.101-02. 26）Die Volkszahl der Deutschen Staaten nach den Zählungen seit 1816,Statistik des Deutschen Reichs, Bd.37,2.Teil,1879,S.10,桜井健吾「ドイツにおける国勢調査の成立と展開」,安元稔編著『近代統計制度の国際比較』日本経済評論社,2007 年,第 2章. 27）E.Engel,Land und Leute des Preussischen Staats und seiner Provinzen,nach den statistischen Aufnahmen Ende 1861 und Anfang 1862,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.3,1863,SS.79-80.  28）E.Engel,Die Nothwendigkeit,a.a.O.,S.172.     
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 第６章 関税同盟統計拡充委員会と営業統計（1870/71 年）  はじめに   先進ヨーロッパ諸国に較べ、19 世紀前半のドイツにおける社会統計の後進性はまぎれもない事実であった。19 世紀後半に入ってもなお、統計の近代化は遅々として進まない。統計資料そのものの獲得を目的にした直接調査、それによる社会的集団現象の実像把握という動きがいまだ出てきていない。問題とする営業統計に関しても、プロイセン統計局による 1819 年来の営業表ではあるが、その作成方式と表示内容の限界がすでに 1860 年代には露呈していた。しかし、それを抜本的に改革しようとする気運はみられない。後進性を直視しそれを克服する動きが出てくるのは 1870 年代になってからのことである。すなわち、関税同盟が自ら作成してきた統計を自己点検しその不備・欠陥を明らかにし、改善を探る動きの中から、ドイツにおける近代的レベルでの社会経済統計が成立してくる。関税同盟は統一ドイツの母胎であるが、そこで作成された統計は自らの欠陥を露にすることによって、統計近代化の契機をも与えることになる。 1870-90 年の短期間に、他国に例をみないほどの飛躍的発展を示したのがドイツ社会統計といえよう。ライヒ形成後 1 年も経たない内に人口センサス実施したのを皮切りに、その後のわずか 10-15年間に基本的な社会経済統計の作成を済ませている。これはヨーロッパ先進諸国にもみられなかった社会統計の拡充・展開であり、満を侍してのドイツにおける国家統一と国家運営の勢いに後押しされてのことであったろう。とはいえ、こうした発展を促した契機はすでにドイツ関税同盟統計の作成の中に醸成されていた。近代的レベルでの統計作成をめぐる理論的組織的な面での素描は、統一以前の模索と準備の期間にいち早く描かれており、国家統一を機にその実現に向けて一気に走り出したといえるのである。すなわち、1830 年代以降の関税同盟における統計作成の経験から、その欠陥についての厳しい自己批判が引き出され、統一後ドイツの統計のあり方が前もって構想されていた。残っていることは、このプランをいかにすみやかに実施するかということである。 本章は、この関税同盟統計の批判的総括を通して来るべきライヒ統計の設計に当たった 1870 年 1月から翌 71 年 8月までの関税同盟統計拡充委員会（Die Kommission zur weiteren Ausbildung der  Statistik des Zollvereins）の活動を取り上げ、とくにその中で後の経済統計の基軸となる営業統計についての審議を検討する。当時のドイツ諸国における第一線の統計家を集めたこの委員会での審議では、社会経済統計を近代的レベルで作成するための基本問題が集約して取り上げられている。その中で、統計の近代化を阻む困難をいかに克服しようとしたか、とりわけ多大の難問を抱えた営業調査の近代化をどう達成するのか。それらをめぐる努力を跡づけることによって、ドイツ社会統計形成にみられる特徴を浮き彫りにし、形成の促進要因を探り出すことが可能となろう。  Ⅰ．関税同盟統計拡充委員会  １．ファブリチウス報告  １．1868 年 11月 25日づけのヘッセン大公国関税全権大使 A.ファブリチウス（同国の前統計局長）の手による関税同盟参議院議長・プロイセン王国首相ビスマルク宛の「関税同盟統計に関する報告」が拡充委員会発足の契機である。 報告の前文には、「ドイツ関税同盟統計はその現在の範囲では、関税同盟諸国家の国民数、営業経営、商品流通、および共通収益に及んでいる。これは当初は小さなものから出発しながら要求の増大に応えながら順次拡張してきている。・・・にもかかわらず、関税同盟統計はいまださまざまな欠陥に苦しんでおり、これらは基本的には次の点に原因をもっている。すなわち、この統計の基礎にはなんら統一的な計画もないこと、その中でさまざまな事柄が、関税同盟の経済生活に対するその意義からすれば当然のことに値するであろう注目をいままでに払われてこなかったことである」1）とある。この点から、関税同盟統計の現状と改善点とを明らかにし、もって関税同盟参議院にその見直しを要請するものとなっている。 ここでいう統一的計画の欠如とは、資料作成が統一した調査様式にのっとらず、それが各国におけ
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る旧来からの行財政業務の末端に置かれ、直接調査ではなく既成の行政記録が資料源にされていること、また重要な問題に統計作成が及んでいないということは、関税関連事項を軸に統計が作成され、農業や採鉱業といった重要な国民経済分野、また国民全体の生業・職業関係が統計網からは漏れていることを指す。 続いて、ファブリチウス報告では、人口数、営業経営、商品流通、共通収益、関税行政、この 5分野にみられる統計作成の問題点と欠陥が指摘されている。この内の人口と営業についてこれをみてみると、まず人口統計については、次の点が問題とされている。 関税同盟結成以来、毎 3年ごとに同盟各国の人口数が調べられ、これが関税収入の配分基準に利用されている。しかし、人口表には人口数、家族数、性・年齢（14 以下／15）区分しか盛られていなく、これでは人口調査の結果から各地域の経済状態やそれへの共通立法が及ぼす影響を究明することができない。これまでの関税同盟総会においても指摘されてきたように、関税同盟の人口表は目下の状態では、関税制度が個々の同盟国家の人口関係にどのような影響を与えているかを判断する上で、非常に欠陥のある資料しか提供していない。そこで改善点として以下の 3 点が挙げられる。  a） 現住人口（ortanwesende Bevölkerung）と定住人口（ansässige Bevölkerung）を調べ、前者を関税決算人口とする b） 調査リストを介しての自己記入（Selbstzählung）を原則とした調査方法の統一化を計る c） 調査周期は 5年とする  ここで現住人口というのは調査日に当該調査区で消費生活を行なっている住民数のことであり、それを関税同盟での共通関税収益を配分する際の分配基準にするということである。関税同盟人口調査に際してこれまで再三に渡り申し合わされてきた関税決算のための「実際人口」がこれに当る。定住人口というのは現住地とは違った本来の居住地における住民数であり、いわば地籍人口のことである。また、調査リストとは世帯を構成する個々人を記名し、その属性を調べる世帯個票のことである。そして、これらの調査項目としては、次の 3 点が取り上げられるべきとされる。   1. 家族数  2．現住人口  a）出生地と国籍 b）出生年、性、市民身分 c）主階級・職業階級・生業階級   3．定住人口       a）出生地と国籍 b）性、主階級・職業階級・生業階級、滞在地  これは要するに、関税決算のための性・年齢別だけの人口数に終わらず、個々人の社会的属性区分を容れた記名式調査用紙を用いた人口センサスを実施するということである。さらに、この人口調査には人口変動（出生・死亡・婚姻・移出入）と地域比較についての概要が添えられるべきとある。 ２．次に、営業経営に関する統計についての指摘は以下の通りである。2）  関税同盟営業表の作成は関税同盟参議院においてすでに言及されており、その際その改善の必要が承認されている。崇高なる参議院はその結果を受けて、プロイセン政府に対し、その統計局を通じ他の同盟国家の統計中央部署との審議の中で、現在の状況にふさわしい関税同盟営業表のために必要な準備に取りかかるよう要求するという決議を行なった。          このため、わたくしとしてはここではただ次のことに触れるに留めておく。すなわち、問題の統計は狭義の営業経営ではなく、農業、工業、商業および通商の領域にあって、多くの点で関税同盟における共通制度に依存する生業活動（Erwerbsthätigkeit）全体にまたがることが望まれている、ということである。    人口調査に際し、人口の職業階級別と生業階級別の分布に関係して収集されうる報告は、ただ個々人とのみ、また家計あるいは施設内でのかれらの共同生活にかかわるだけであり、共通の国民経済活動が家計の共同生活とは別である以上、それら共同生活の国民経済活動に対する結びつきを
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認識させはしないのである。このため、営業統計に対しては、個々の営業施設の規模、平均してそこで使われている補助人数、そこで利用されている機械力、等々に関係した別個の調査が必要となる。    また、このような調査は簡単に農耕、牧畜、等々にも拡げられることができ、この結果、非有機的粗生産物の獲得、農業での副業をも含んだ農林業、牧畜、手工業、大工業、商業、取引仲介についての表示を取りまとめることによって、生業関係全体を概括的に描写することが可能となるのである。  この文章の最初の段落で述べられている事情は、1868 年 6 月の関税同盟参議院において、バーデン大公国政府から、営業表の作成が中断されていることは問題であり、プロイセン統計局が主導して各国との連携の下、その作成を再開すべしとの提案があり、これが決議されたことを指す。既述のように、関税同盟では 1846 年を対象に最初の営業表が作成され、1861 年営業表がその第 2回目として続いた。しかし、3度目の営業表作成は中断されたまま、現在に至っている。それまでの営業表の欠陥が取りざたされ、費やすエネルギーに比しその効果が疑問視され、中断を余儀なくされていたためである。しかし、工業化の進展はこの空白を許さない。各国各地での商工業と流通・サーヴィス業の現状を伝える資料はこの営業表をおいて他にはないからである。バーデン政府の提案はこれを指摘したものであり、ファブリチウスもこれを是としているのである。 ファブリチウスは、さらに営業統計をこれまでの狭い範囲から解き放ち、農業に始まり広く産業統計として拡充してゆく必要を訴えている。人口調査に附随した個々人の職業調査では、それが消費生活体としての家計を単位にしているために国民と経済活動との関連をみるためには不十分である。営業活動の人的物的特徴の把握を通じて国民経済全体における人々の生業関係が明らかにされねばならない。ここでいう生業関係とは、一国全体の規模でみた個別経済部門（営業分野）別の就業者数とその職業身分構成、それぞれの国民全体に対する割合と考えてよい。この把握が拡大された営業統計に要請されている。 ３．引き続き、その他の商品流通、共通収入、関税行政、それぞれの分野で作成されてきたこれまでの関税同盟統計の問題点と改善点を明らかにし、最後に、同統計がかかわるべき分野として以下の5 つを取り上げ、それぞれの中で統計の作成されるべき 16 の具体的項目を列挙している。3）  Ⅰ. 面積と人口      1. 個々の領土の面積､国境の長さ､等々    2. 人口調査の結果からみた人口の現状      3. 人口変動（出生・死亡・婚姻・移入・移出）  Ⅱ．生業活動        1．農業、林業、牧畜     2．工業     3．商業     4．取引仲介 Ⅲ. 財貨の動き 1. 他国との通商 2. 関税同盟内での通商 3. 関税同盟の主要商業地の通商   Ⅳ．共同収入     1．関税収益     2．甜菜糖税     Ⅴ. 関税行政 1. 人員組織と業務範囲 2. 関税行政費用（共通分ならびに個別分） 3. 共通収益の決算 4. 関税および税の脱税と違反  以上がファブリチウス報告の骨子である。そこで意図したことは、この報告によって関税同盟国家における共通の統計を徹底的再編にかけることの必要が一般的に認められること、参議院議長（ビスマルク）をして、参議院内部で同統計にかかわる規定見直しの企てを提起してもらうこと、という点
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にあった。 これを受けて、参議院内の「関税=税制度委員会」および「商業と通商委員会」は 1869 年 5 月 28日に関税同盟統計調査の原則的問題ならびに現実的指示と調査様式の検討を開始することを諒とし、統計専門家・関税業務専門家、経営・通商問題通暁者、等々からなるそのための委員会を設立すべしとする提案を行ない、直後の 6月 2日の参議院同年第 4会議でこの提案の受容が決議されることになった。   ２．拡充委員会と営業統計  １．1869 年 12 月 20日の参議院同年第 11 会議で各国政府に対しての拡充委員会委員の招集が決議され、1870 年 1月 12日ベルリンにおいて 11ケ国から 16名の委員が参加した初会議がもたれ、ここに関税同盟統計拡充委員会が発足することになった。4）以降、ほぼ 1 年 7ケ月にまたがり、4会期に分かれ、つごう 81 回の会議が開かれている。5）拡充委員会の当初の課題は来たるべきドイツ統一を見越しながらも、関税同盟でのこれまでの統計作成について、その欠陥を検討し、いかにそれを克服し、近代的レベルでの統計をどのような形で作成してゆくか、これを審議・企画することにあった。ところが、会期途中の 71 年 1 月に統一ドイツ（第二帝国）形成という歴史的事態が出来し、関税同盟の枠を越えたドイツ帝国規模の社会統計の作成、つまりドイツ社会統計という新たな次元での問題を検討することになる。  拡充委員会そのものの構成はその後拡大し、全会期を通して途中交替をも含め延べ 14 ケ国から計22 名の委員の参加があった。議長職には当初はハッセルバッハ（プロイセン枢密上級財務参事官）、財務省での本務の増加を理由にしたその辞退を受けて 1870 年 2 月 1 日の第 12会議から最終の第 81会議まではヘルツォーク（プロイセン枢密上級参事官）が就いた。委員の中には、プロイセン代表としてのエンゲル、バイエルン代表の若きマイヤー、またヴュルテンベルク代表としての老リューメリン、ザクセン=ワイマール代表のヒルデブラント、すぐ後に初代ライヒ統計局長となるオルデンブルクのベッカー、さらに関税同盟統計改善の当の提案者ヘッセンのファブリチウスといった錚々たるメンバーが名を連ねている。6）加えて専門家としてつごう 16 名の参加があったが、これらの多くは商業・営業問題、工業生産、採鉱業に詳しい専門家であり、またドイツ行政統計や営業調査に精通した者が含まれている。文字通り当時のドイツにおける社会経済統計を担っていた学界と官界、また産業界からの代表者である。 この会議における審議結果は計 18 に及ぶ「報告」（Bericht）としてまとめられ、逐次連邦参議院へ提出され批准を受けることになる。これを主テーマ別にまとめてみると、次のように 6分野に分かれる。7）  Ⅰ. 人口統計 1．市町村目録作成､ライヒの地理辞典計画（報告第 10号） 2．人口調査（報告第 1号） 3．人口動態統計（報告第 2号） 4．移出統計（報告第 3号） 5．連邦籍および国籍の取得・喪失統計（報告第 17号） Ⅱ. 生産活動の統計 6．農業での土地利用､収穫､家畜所有の統一調査（報告第 4号） 7．採鉱・製錬・製塩経営の統計（報告第 16号） 8．営業統計（報告第 18号） Ⅲ. 財貨移動の統計 9．外国との商品流通に関する概要（報告第 6号） 10．商業報告作成のための基本命題に関する国際的了解の提示（報告第 12号） 11．海運統計（報告第 8号） 12．ドイツ沿岸での海難統計（報告第 13号） 13．鉄道での流通統計（報告第 5号） 14．河川流通統計（報告 15号） Ⅳ.   15．共通関税と税の統計（報告第 7号）  Ⅴ. 共通関税と税の組織と行政の統計 16．関税行政と税行政の組織と業務の統計（報告第 14号） 
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17．関税と税に関した刑罰の統計（報告第 9号）  Ⅵ.   18．ドイツ統計のライヒ官庁の設立と制度（報告第 11号）  先のファブリチウス報告にほぼ沿いながら、人口から始まり、生産活動を経て、商業・流通や関税・税に至る、さらに統計中央官庁設立をも視野に入れた壮大な見取図である。関税同盟統計の拡充という枠から出発したため、Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ、つまり商品取引や運輸、関税関連事項といった流通面に関する統計への傾斜は否めないが、社会経済の実態に迫りうるⅠとⅡにある統計をも射程に入れている。従い、これは全ドイツにまたがる社会統計の構成についての最初のプランといえるものであり、当時のドイツにおける統計専門家の叡智の結集といえるものである。  ２．この中で、とくにⅡの 8（「報告」第 18号）にある営業統計が重要である。というのは、この営業統計こそは、19 世紀後半に至るまで、ドイツ社会経済にあってその基幹をなす商工業、流通・サーヴィス業での人員関係と物的設備関係を映し出す唯一の資料であり、それが十全な展開に置かれれば職業統計や産業統計、また全般的経営統計、等々の経済統計、さらには国民全体の階級・階層構成表へと発展してゆく可能性を秘めたものといえるからである。もともと Gewerbe という言葉は多義的であるが、こと営業統計では、農林漁業・採鉱業らの粗生産を除いた財貨の製造・加工・精製分野、ならびに物的生産以降の販売・仲介、流通・サーヴィス分野にある営利活動を営業経営とみなし、その担い手としての経営体を人的側面（就業者）と物的側面（生産設備）の両面から捕捉しようとした。上の分野における当時の社会経済構造を少なからざる制約を抱えながらも人力と設備の双方から伝えうる資料を営業統計を措いて他に求めることはできない。  既述のように、関税同盟では 1846・1861 年の 2 度に渡り営業表作成の経験を積んでいる。これらは 1819 年來のプロイセン営業表を範例にしながら、各国における県単位での特徴的な営業体（手工業と工場経営、ならびに商業・仲介業、流通・サーヴィス業）を枚挙し、これを①人的力（就業者数とその地位構成）、②物的生産設備（工場施設と特徴的生産手段の配置）、この二側面から把握しようとするものであり、いわば当時の社会経済を支える商工業における生産関係と生産力を可能な限り包括的に描写しようとする資料であった。しかし、その難点として次の点が指摘される。まず、主たる資料源が財務省の収集する税務記録にあるため税行政の範囲で捉えられうる限りでの営業経営体しか統計表には表記されえないこと、また税務資料に載った課税関連項目に制約され、工業化の中で進みつつある経済構造の変化を資本主義的経営の伝播という面から浮き彫りにする形での標識表示が不可能であったこと、そしてなによりも、営業表が手工業での就業者統計から始まり、それに工場や商業・流通業に関する統計を継ぎ足してきたという来歴があり、同じ工業生産の主体を手工業／工場に二分し、前者では職業統計、後者では経営統計という異なった性格の統計表を作成し、そこには全営業経営に対する統一した調査方式が欠落していたことである。営業表の枠組みが経済学的認識のすでに獲得していた理論レベルに追いつかず、その成果を表作成に活かせなかった。従い、旧体制を突き破って進展しつつある新たな経済構造・関係を映し出す上で、その図式には大きな制約があった。こうした不十分な点をもちながらも、当該時期のドイツ各国各地での第 2・3 次産業の実態を伝える数少ない経済統計といえるものが営業表であった。  この 2度の経験からみて、今回抜本的な改革が望まれることになるのが営業統計である。改革点とは、営業概念を拡大し農業生産から始まる一国生産活動に対する全面的把握＝産業統計を目指す、十全な調査組織を設けセンサス形式の調査を実施する、独自の調査用紙を用意しかつ調査員を介した直接調査を行なう、この調査用紙には営業体の経営状況を把握するために不可欠な質問項目をもれなく盛り込む、これらのためには法的根拠、照査表、調査指令、調査要綱、調査員心得、集計・総括表、等々の直接全数調査（＝センサス）に必要な契機一切を用意しておく、ということである。既存の財務記録に頼った狭い枠に限定され一般行政の末端業務に置かれていた営業調査ではなく、これを営業体の全面的捕捉を目指した直接のセンサスとして実施し、そのために必要な要件を完備するというものであり、要は近代的統計調査に不可欠の要素を備えた調査を実現させるというものである。19 世紀に入って、プロイセンに代表してみられるように、ドイツ各領邦国家には行財政機関それぞれの所轄業務から収集された資料を用いることで国土・国民生活・経済状態の現状を包括的に数量把握しようとする、いわゆる国土記述の流れが出てきている。人口や家畜、建物についての統計表と並んで営業表はその典型ともいえるものであった。しかし、これが直接調査による統計作成の進展を阻み統計理論の構築を遅らせる要因ともなっていた。こうした阻害要因の克服を営業統計という最も複雑な統計作成の場面でいかに達成してゆくのか。委員会の力量の試されるところでもある。 128  
にあった。 これを受けて、参議院内の「関税=税制度委員会」および「商業と通商委員会」は 1869 年 5 月 28日に関税同盟統計調査の原則的問題ならびに現実的指示と調査様式の検討を開始することを諒とし、統計専門家・関税業務専門家、経営・通商問題通暁者、等々からなるそのための委員会を設立すべしとする提案を行ない、直後の 6月 2日の参議院同年第 4会議でこの提案の受容が決議されることになった。   ２．拡充委員会と営業統計  １．1869 年 12 月 20日の参議院同年第 11 会議で各国政府に対しての拡充委員会委員の招集が決議され、1870 年 1月 12日ベルリンにおいて 11ケ国から 16名の委員が参加した初会議がもたれ、ここに関税同盟統計拡充委員会が発足することになった。4）以降、ほぼ 1 年 7ケ月にまたがり、4会期に分かれ、つごう 81 回の会議が開かれている。5）拡充委員会の当初の課題は来たるべきドイツ統一を見越しながらも、関税同盟でのこれまでの統計作成について、その欠陥を検討し、いかにそれを克服し、近代的レベルでの統計をどのような形で作成してゆくか、これを審議・企画することにあった。ところが、会期途中の 71 年 1 月に統一ドイツ（第二帝国）形成という歴史的事態が出来し、関税同盟の枠を越えたドイツ帝国規模の社会統計の作成、つまりドイツ社会統計という新たな次元での問題を検討することになる。  拡充委員会そのものの構成はその後拡大し、全会期を通して途中交替をも含め延べ 14 ケ国から計22 名の委員の参加があった。議長職には当初はハッセルバッハ（プロイセン枢密上級財務参事官）、財務省での本務の増加を理由にしたその辞退を受けて 1870 年 2 月 1 日の第 12会議から最終の第 81会議まではヘルツォーク（プロイセン枢密上級参事官）が就いた。委員の中には、プロイセン代表としてのエンゲル、バイエルン代表の若きマイヤー、またヴュルテンベルク代表としての老リューメリン、ザクセン=ワイマール代表のヒルデブラント、すぐ後に初代ライヒ統計局長となるオルデンブルクのベッカー、さらに関税同盟統計改善の当の提案者ヘッセンのファブリチウスといった錚々たるメンバーが名を連ねている。6）加えて専門家としてつごう 16 名の参加があったが、これらの多くは商業・営業問題、工業生産、採鉱業に詳しい専門家であり、またドイツ行政統計や営業調査に精通した者が含まれている。文字通り当時のドイツにおける社会経済統計を担っていた学界と官界、また産業界からの代表者である。 この会議における審議結果は計 18 に及ぶ「報告」（Bericht）としてまとめられ、逐次連邦参議院へ提出され批准を受けることになる。これを主テーマ別にまとめてみると、次のように 6分野に分かれる。7）  Ⅰ. 人口統計 1．市町村目録作成､ライヒの地理辞典計画（報告第 10号） 2．人口調査（報告第 1号） 3．人口動態統計（報告第 2号） 4．移出統計（報告第 3号） 5．連邦籍および国籍の取得・喪失統計（報告第 17号） Ⅱ. 生産活動の統計 6．農業での土地利用､収穫､家畜所有の統一調査（報告第 4号） 7．採鉱・製錬・製塩経営の統計（報告第 16号） 8．営業統計（報告第 18号） Ⅲ. 財貨移動の統計 9．外国との商品流通に関する概要（報告第 6号） 10．商業報告作成のための基本命題に関する国際的了解の提示（報告第 12号） 11．海運統計（報告第 8号） 12．ドイツ沿岸での海難統計（報告第 13号） 13．鉄道での流通統計（報告第 5号） 14．河川流通統計（報告 15号） Ⅳ.   15．共通関税と税の統計（報告第 7号）  Ⅴ. 共通関税と税の組織と行政の統計 16．関税行政と税行政の組織と業務の統計（報告第 14号） 
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 Ⅱ．議事録の中の営業調査 第Ⅰ－Ⅲ会期  １．当初の構想  １．この 81 回の会議中、営業統計二関する審議はその最も後の時期に集中している。8）報告の最終号が営業統計に関してのものであったことからも予想されるように、調査の理論的・技術的、また組織的な面で他の統計にはない難問を抱えていたためである。 営業統計についての審議が議事録に最初に残されるのは、第Ⅰ会期の第 20 会議（1870 年 2 月 9日）においてである。人口や商業などの重要な部門統計については拡充委員会発足とほぼ同時に設けられた専門委員を含めた小委員会によって検討が始められていた。営業統計についても同じように小委員会が設置され、早くから営業調査の「構想」（Anlage）を練っていた。第 20 会議において、そこから初めてその構想が提出され、これがまずは了解されたとある。それは来るべき営業調査の大枠を定めたものであり、今後の審議の方向を規定する計画案としての意味をもつ。しかし、その細かな点をも含んだ実行可能性については委員会としていまは情報不足なため決定は不可能であり、さらなる審議、また調査指令（Instruktion）ならびに調査書式（Formular）の作成は中断し、後の会議に廻すとしている。そして、営業調査のより一層の準備のための部門責任者としてプロイセン代表委員で同国統計局長のエンゲルを指名した。  では、上の小委員会の構想とはいかなる内容のものか。13 点の了解事項として提示されているが、内容的には以下の 7 点にまとめられよう。  1．まず、営業を広く産業（Industrie）として捉え、そこには以下の 8分野が含まれるとする。  a）農林漁業､果樹栽培､牧畜・狩猟    b）採鉱業 c）狭義の工業、すなわち加工・精製業  d）商業と運輸業 e）銀行・信用業            f）保険業 g）有償のサーヴィス提供        h）学術・芸術関係職種  2．これら 8分野を統合した同時の統計作成は不可能である。従い､それぞれの関連分野で当該機関がさまざまな資料を駆使して表作成に当たる分割様式とならざるをえない。ただし、作成の基礎には統一的プランが置かれねばならない。ここから a）における各国の農業担当省による農林業での耕作表と収穫表、また家畜表、b）のプロイセン王国商業=営業=公的労働省によって準備される書式にのっとった鉱山統計といったものが別々に現われてくることになる。 3．1861 年関税同盟営業表にあった 3分割様式（手工業と局所的営業／工場経営／商業・運輸業・サーヴィス業への分割）は取らない。これらは解体され、以下の営業 17グループへ再編される。  1．機械・道具・装置、等々の製造     2．器具製造 3．金属製品製造                4．採鉱業と鉱物加工業  5．化学製品・薬用品製造             6．食糧品調製・給付、消費物資製造 7．紡績・織物製造とその光沢仕上・染色・捺染    8．衣料品・肌着・装身具製造 9．皮革・フェルト製造     10．藁・靭皮・葦・籠・角・木材・骨、等々の製品製造 11．製紙業と紙製品製造     12．印刷業 13．建築業      14．工芸ならびに演芸関連の営業と職業 15．商業      16．流通業 17．その他 
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 しかし、このグループ編成はあくまで素案であり、その確定にはさらなる審議が必要である。 4．調査される営業については、以下の項目が報告されるべきとしている。  a）個別の独立経営の数量と場所 b）雇用主数（性別） c）被雇用者数－以下の区分を伴なう 技術的修養を積んだ、あるいは商業上での監督職員（性別）         14歳以上の職人・徒弟・労働者、等々（性別）         13歳以下児童（性別）   d）発動機（Motor）の数量・種類・(可能なら)その力       e）特定の作業機械・道具・装置が特徴的な営業では、その数量と種類       (但し、当該営業のためそれらを詳しく表示することは控える)  さらに、任意報告として以下の事柄が取り上げられるべきとしている。  f）年間支払給与および賃金総額(含、現物給付の貨幣額と年間賞与額) g）被雇用者が疾病・災害・老齢障害の場合、また死亡者遺族の場合、その扶助の種類と基準額 h）生産場所ごとの最も売れゆきのよい品物や商品の販売価格  5．これらの報告は営業経営者に対する特別の調査用紙―調査票（Fragebogen）、ないし調査紙（Zähl- karte）―を用いた調査によって収集される。また、人口調査と同様に営業調査のための特別の調査委員会（Erhebungskommission）を設けるか、あるいは商業会議所や営業会議所、その他の既存機関に調査委員会への参加を要請するかは個々の政府の判断に任せる。 6．上の１にあった銀行統計（e）と保険統計（f）の作成は関税同盟統計の内部ではさし迫ったものとはなっていない。しかし、国際統計会議の決議に沿う形での資料収集・公開が望まれている。9） サーヴィス統計（g）は目下のところ作成困難であり、見送らざるをえない。また、芸術関連統計（h）も個々の国家の特殊統計として残さざるをえない。 7．狭義の営業統計（cと d）は少なくとも 10 年おきに作成されるものであり、従い、1861 年関税同盟営業表に継ぐ次回の営業調査は 1871 年に行なわれるものとする。   以上が構想の骨子である。この小委員会構想は第 3回目の関税同盟営業調査を念頭に置いて作成されたものであるが、これまでの 2度に渡る営業表を抜本的に改革し、先のファブリチウス報告に沿ってより十全な営業統計に近づけようとする意図を表わしたものとなっている。 ２．営業統計小委員会にはリリュウ（王立商工業アカデミー校長）、ハウシェコルネ（王立鉱山アカデミー校長）、統計専門家のマイツェンやシュワーベ、ウェーバーやヘルマンらのベルリン大学教授、当時ハレ大学教授でドイツ小経営に詳しいシュモラーら合せて 9 名が名を連ねることになるが、10）この当初段階での営業統計改善の素案はプロイセン王国統計局の業務に長年携わってきた同国参事官マイツェンとベルリン市統計局長シュワーベの手によったものと考えられる。とりわけマイツェンの場合には、エンゲルの営業統計観を大きく受け入れた素案作りに当たったと推察される。 そこではまず、これまでの関税同盟営業表の作成様式が完全に否定され、営業表の二分法（さらに三分法）が放棄されていることが重要である。これはエンゲルの年来の主張が初めて公認されたということでもある。しかも、狭義の営業枠を壊して営業統計から産業統計への拡張が考えられている。当時のドイツの産業活動を 8部門にまとめ、これを広義の営業とする。とはいえ、部門すべてを包摂した営業調査の実施は目下のところ無理であり、農業や鉱山業の特定部門については別形式の資料収集によらざるをえないとし、結局、狭義の営業と商業・運輸業部門への調査に限定しようとしている。しかし、これまでの営業表にあった基準のあいまいな部門分割は採用しない。これは 17 の分野区分に改編され、そこでは経済活動別分類が取られている。 また、固有の調査用紙を用いた直接調査が想定されている。調査票には、各営業体における性別雇用主数／被雇用者数とその性・年齢・地位別構成／物的設備・装置、これらの項目を軸にしながら、さらに支払給与額／福祉・厚生関係／販売商品価格、こういった面まで調査を拡げようとしている。 さらに、調査実施機関としてこれまでのような既存行政組織への一辺倒ではなく、調査そのものを130  
 Ⅱ．議事録の中の営業調査 第Ⅰ－Ⅲ会期  １．当初の構想  １．この 81 回の会議中、営業統計二関する審議はその最も後の時期に集中している。8）報告の最終号が営業統計に関してのものであったことからも予想されるように、調査の理論的・技術的、また組織的な面で他の統計にはない難問を抱えていたためである。 営業統計についての審議が議事録に最初に残されるのは、第Ⅰ会期の第 20 会議（1870 年 2 月 9日）においてである。人口や商業などの重要な部門統計については拡充委員会発足とほぼ同時に設けられた専門委員を含めた小委員会によって検討が始められていた。営業統計についても同じように小委員会が設置され、早くから営業調査の「構想」（Anlage）を練っていた。第 20 会議において、そこから初めてその構想が提出され、これがまずは了解されたとある。それは来るべき営業調査の大枠を定めたものであり、今後の審議の方向を規定する計画案としての意味をもつ。しかし、その細かな点をも含んだ実行可能性については委員会としていまは情報不足なため決定は不可能であり、さらなる審議、また調査指令（Instruktion）ならびに調査書式（Formular）の作成は中断し、後の会議に廻すとしている。そして、営業調査のより一層の準備のための部門責任者としてプロイセン代表委員で同国統計局長のエンゲルを指名した。  では、上の小委員会の構想とはいかなる内容のものか。13 点の了解事項として提示されているが、内容的には以下の 7 点にまとめられよう。  1．まず、営業を広く産業（Industrie）として捉え、そこには以下の 8分野が含まれるとする。  a）農林漁業､果樹栽培､牧畜・狩猟    b）採鉱業 c）狭義の工業、すなわち加工・精製業  d）商業と運輸業 e）銀行・信用業            f）保険業 g）有償のサーヴィス提供        h）学術・芸術関係職種  2．これら 8分野を統合した同時の統計作成は不可能である。従い､それぞれの関連分野で当該機関がさまざまな資料を駆使して表作成に当たる分割様式とならざるをえない。ただし、作成の基礎には統一的プランが置かれねばならない。ここから a）における各国の農業担当省による農林業での耕作表と収穫表、また家畜表、b）のプロイセン王国商業=営業=公的労働省によって準備される書式にのっとった鉱山統計といったものが別々に現われてくることになる。 3．1861 年関税同盟営業表にあった 3分割様式（手工業と局所的営業／工場経営／商業・運輸業・サーヴィス業への分割）は取らない。これらは解体され、以下の営業 17グループへ再編される。  1．機械・道具・装置、等々の製造     2．器具製造 3．金属製品製造                4．採鉱業と鉱物加工業  5．化学製品・薬用品製造             6．食糧品調製・給付、消費物資製造 7．紡績・織物製造とその光沢仕上・染色・捺染    8．衣料品・肌着・装身具製造 9．皮革・フェルト製造     10．藁・靭皮・葦・籠・角・木材・骨、等々の製品製造 11．製紙業と紙製品製造     12．印刷業 13．建築業      14．工芸ならびに演芸関連の営業と職業 15．商業      16．流通業 17．その他 
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統轄する特別調査委員会の設置、ならびに当該地での営業関連機関との連携を薦めている。 全般的産業統計を断念してはいるが、調査様式の点では旧営業表の下での欠陥が明確に認識され、その克服の途が提示されている。それは、「営業経営者に対する特別の調査用紙」の作成とその合理的運用がここで初めて提起されていることである。 しかし、この後営業統計についての審議は中断する。やはり、人口統計や流通統計、関税・税統計に関する検討が先行し、営業統計問題が本格的に取り上げられるのは第Ⅲ会期の後半、1871 年 5 月以降のことである。ただ一点注意すべきことは、第Ⅱ会期中の第 28 会議（1870 年 7 月 8日）の席上、先に営業統計の部門責任者を任されたエンゲルによって営業統計に関する詳しい報告（Referat）があった。これはプロイセン統計局が 1810 年代以降作成してきた営業表に対する反省と営業調査の各国における実施事例の比較を踏まえ、ドイツ営業統計の改善の必要性を訴え来るべき営業調査のあり方についての提言を含んだものである。これは印刷物として『王立プロイセン統計局雑誌』（第 10巻・1870 年、第 11巻・1871 年）に掲載されてもいる。11）この中に織り込められた構想はその後のドイツにおける営業統計作成をめぐる審議の基本指針となってゆく。  ２．審議再開  １．第Ⅲ会期の第 55 会議(1871 年 5 月 19 日)から営業統計の審議が再開されている。この会議からはマイツェンとシュワーベ以外の小委員会専門家（ハウシェコルネ、リリュウ、シュモラー、シュテューベ、等々）の多くが審議に参加するようになる。この時すでに、営業小委員会の手によって、工業=商業=運輸業統計に関する調査の「実施規定」（Ausführungsbestimmung）全 26 項の草案が準備されており、翌日の 56 会議の 2回にまたがり、まずその前半 13 項までを逐次検討し確定してゆくことになる。ここでの審議ではさほど大きな意見の違いもなく、比較的スムースに結論に達している。それらは次のように 11項目にまとめられることになる。  1．実施周期 人口調査の毎翌年に工業=商業=運輸業の調査を実施する  2．取り上げる営業種（附表あり） 3．調査事項     a）独立営業経営の場所 b）雇用主数（性別）    c）被雇用者数 技術的修養を積んだ、あるいは商業上の監督職員（性別） 職人・徒弟・労働者、等々（年齢 14-18／19以上別×性別） 19歳以上の既婚者あるいは結婚経験者数 13歳以下児童（性別）    d）発動機の種類・種類・(可能ならば)その力 e）特定の作業機と装置に特色ある営業でのその種類・種類 さらに望まれる調査事項 f）年間支払給与と賃金（含、現物給付のある場合にはその貨幣額） g）（信頼できる申告が得られる場合）労働者のための制度 この報告は国家・自治体・共同体の手になる営業からも受け取ること 4．調査は営業経営者に対する直接質問による。調査当局は、調査のかなり前に営業経営者が営業統計の意義・目的・効用､ならびに方法について十分に説明を受けるよう配慮しなければならない 5．調査の標準日は 5月１日とする。調査が年間に関係する場合には、前暦年にかかわる申告を行なう 6．調査は管区ごとに地方当局の指導の下で全体として統一的に行なわれ､可能な限り特別の調査委員会の指導下で実施される。また、自由意志による調査員をできるだけ広範囲に採用する 7．調査委員会は地方当局の委員とこの業務に適した個人から構成される。委員会は独立に組織され､委員は名誉職とする 8．調査委員会ならびに当局の課題には次のものがある a）記録区（Aufnahmebezirk）の調査区（Zählbezirk）への分割（必要な場合） b）各調査区内での営業経営に関する事前リストの作成 c）各調査区への調査員（1名）の配置 d）調査員への業務の周知徹底 e）調査票配布の監督 f）回収された調査票の完全性・正確性の点検 欠落と誤りのあった場合にその補完と訂正 
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9．調査区確定では、自計か調査者による記入かによって、前者の場合 200、後者の場合にはその半数の営業経営が含まれるようその大きさを定める 10．事前リスト作成では、既存の行政資料（営業申告記録・徴税台帳・商業登記簿､等々）を利用する 11．調査者選定では、課せられた業務を遂行する能力を十分に有し、場合によっては営業経営者の言明を調査票に首尾よく表記できる者を選ぶ  以上である。この中で 1 の調査周期を人口調査の毎次年とすること、7にある調査委員会を独立組織とすることには少数委員からの反対があったが、草案がそのまま了承されている。また、この第56 会議の席上、「事前-および管理リスト」（Vor- und Kontorol-List）の草案が提出されている。これは調査区ごとに調査客体（営業経営）の所在を確認する一覧表であり、街区・家屋番号・営業種・営業経営者ないし現場代理人の名称あるいは店舗名・調査用紙の配布と回収の日時、これらが記入されることになっている。いわば照査表の作成である。12）これはその後いくつかの小さな修正を経て、委員会末期の第 80 会議で承認されることになる。 ２．第 57 会議からいよいよ調査票そのものの検討が開始され、これが第 59 会議まで続けられる。今回の営業調査では、Ⅰ．一般営業調査票、Ⅱ．動力調査票、Ⅲ．福祉関係調査票、この 3 様の調査票が準備されている。主調査票である調査票Ⅰは以下の 10項目の質問からなるものとされる。  1．営業種 主営業／副営業別 2．他営業の有無 有の場合にはその場所 とくに農業経営の有無 以下の 3-6 は生産を行なっている営業経営者（工場主や手工業者、等々）に対して 3．主たる生産物あるいは作業の種類  4．業務区域（作業場・工場・工事場あるいは仕事場）内部での主たる生産物あるいは作業 5．業務区域（作業場・工場・工事場あるいは仕事場）外部での主たる生産物あるいは作業 6．作業は 顧客・買手からの直接注文用か、貯蔵・在庫用か、工場問屋・工場商人（単独／複数別）のためか、かれらの提供する原材料の使用の有無、かれらの調達する道具の利用の有無 以下の 7は工場主を兼ねていない商人に対して 7．主に商っている物品あるいは商品 卸売／小売／双方別 1-7 のために業務用名刺と扱っている物品あるいは商品の価格目録が添付資料として要求される 8．経営内部で雇っている人員（調査日／1871 年を通した平均状態） a）管理・監視・監督・会計職員（除、業務所有者・営業主） （性別） b）その他に雇っている者 19歳以上 （性別） その内の既婚者あるいは結婚経験者 （性別） 14-16歳の徒弟と労働者 （性別） 13歳以下児童 （性別） この 4グループ全体に関する性別と全体の平均数 9．5の場合、業務区域外で雇っている人員 その内の独立している営業経営者   業務区域のある場所／他の場所別 その内の独立していない営業経営者  性別と業務区域のある場所／他の場所別 10．年間（1871 年）の支払給与・賃金総額（含、食糧・住居・自由地、等々の現物給付のある場合のその貨幣額） 上の 8a・8b・9別 単位・ターレル  次いで第 58 会議で、この調査票Ⅰに関し、見落しや重複調査を避けるために上の実施規定１に次のような追加を行ない、営業単位の明確化が図られた。すなわち、①ここでいう営業経営は、個人経営であれ、国家・自治体・共同体、株式会社、組合・協同体、これらのどの所有のものであろうとも、それらすべてが計上される、②同一所有者が異なる営業種を経営している場合、また、同一所有者が同種営業を別の場所で独立に営んでいる場合、それらの営業すべてが別々に計上される、③調査員への指示においても、同一経営者により同じ場所で設備や就業者の異なる複数種の営業が営まれている場合には、それぞれの業種ごとに調査票を配布する、またそうでなく単一の調査票の場合でも、営業の種類が明確に識別されるようなところでは、その区分を入れて記入させると明記される。以上の 3点が確認された。 続いて調査票Ⅱの「動力調査票」の審議に入る。これは、営業経営内で使用されている原動機（Kraftmaschine）につき、使用動力としての人力・畜力・水力・熱気・ガス・蒸気の有無を問い、使用機種と数量、所有や賃借関係、機械の馬力、などを明らかにするものである。委員会はこの使用
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統轄する特別調査委員会の設置、ならびに当該地での営業関連機関との連携を薦めている。 全般的産業統計を断念してはいるが、調査様式の点では旧営業表の下での欠陥が明確に認識され、その克服の途が提示されている。それは、「営業経営者に対する特別の調査用紙」の作成とその合理的運用がここで初めて提起されていることである。 しかし、この後営業統計についての審議は中断する。やはり、人口統計や流通統計、関税・税統計に関する検討が先行し、営業統計問題が本格的に取り上げられるのは第Ⅲ会期の後半、1871 年 5 月以降のことである。ただ一点注意すべきことは、第Ⅱ会期中の第 28 会議（1870 年 7 月 8日）の席上、先に営業統計の部門責任者を任されたエンゲルによって営業統計に関する詳しい報告（Referat）があった。これはプロイセン統計局が 1810 年代以降作成してきた営業表に対する反省と営業調査の各国における実施事例の比較を踏まえ、ドイツ営業統計の改善の必要性を訴え来るべき営業調査のあり方についての提言を含んだものである。これは印刷物として『王立プロイセン統計局雑誌』（第 10巻・1870 年、第 11巻・1871 年）に掲載されてもいる。11）この中に織り込められた構想はその後のドイツにおける営業統計作成をめぐる審議の基本指針となってゆく。  ２．審議再開  １．第Ⅲ会期の第 55 会議(1871 年 5 月 19 日)から営業統計の審議が再開されている。この会議からはマイツェンとシュワーベ以外の小委員会専門家（ハウシェコルネ、リリュウ、シュモラー、シュテューベ、等々）の多くが審議に参加するようになる。この時すでに、営業小委員会の手によって、工業=商業=運輸業統計に関する調査の「実施規定」（Ausführungsbestimmung）全 26 項の草案が準備されており、翌日の 56 会議の 2回にまたがり、まずその前半 13 項までを逐次検討し確定してゆくことになる。ここでの審議ではさほど大きな意見の違いもなく、比較的スムースに結論に達している。それらは次のように 11項目にまとめられることになる。  1．実施周期 人口調査の毎翌年に工業=商業=運輸業の調査を実施する  2．取り上げる営業種（附表あり） 3．調査事項     a）独立営業経営の場所 b）雇用主数（性別）    c）被雇用者数 技術的修養を積んだ、あるいは商業上の監督職員（性別） 職人・徒弟・労働者、等々（年齢 14-18／19以上別×性別） 19歳以上の既婚者あるいは結婚経験者数 13歳以下児童（性別）    d）発動機の種類・種類・(可能ならば)その力 e）特定の作業機と装置に特色ある営業でのその種類・種類 さらに望まれる調査事項 f）年間支払給与と賃金（含、現物給付のある場合にはその貨幣額） g）（信頼できる申告が得られる場合）労働者のための制度 この報告は国家・自治体・共同体の手になる営業からも受け取ること 4．調査は営業経営者に対する直接質問による。調査当局は、調査のかなり前に営業経営者が営業統計の意義・目的・効用､ならびに方法について十分に説明を受けるよう配慮しなければならない 5．調査の標準日は 5月１日とする。調査が年間に関係する場合には、前暦年にかかわる申告を行なう 6．調査は管区ごとに地方当局の指導の下で全体として統一的に行なわれ､可能な限り特別の調査委員会の指導下で実施される。また、自由意志による調査員をできるだけ広範囲に採用する 7．調査委員会は地方当局の委員とこの業務に適した個人から構成される。委員会は独立に組織され､委員は名誉職とする 8．調査委員会ならびに当局の課題には次のものがある a）記録区（Aufnahmebezirk）の調査区（Zählbezirk）への分割（必要な場合） b）各調査区内での営業経営に関する事前リストの作成 c）各調査区への調査員（1名）の配置 d）調査員への業務の周知徹底 e）調査票配布の監督 f）回収された調査票の完全性・正確性の点検 欠落と誤りのあった場合にその補完と訂正 
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動力に風力を追加することとした。さらに、営業種ごとに特徴的な使用作業機と器具について、これを営業分類の「Ⅰ．岩石と土壌工業」から「Ⅻ．印刷業」に及ぶ 12 のグループに分け、それぞれに特徴的な生産設備・営業手段を書かせるものとなっている。これには営業分野ごとにかなり細かな技術的専門知識が要求され、他の調査にはない営業調査特有の困難が現われるところであり、小委員会に参加した専門家の経験と知識が総動員された場面でもある。 調査票Ⅲの「福祉関係調査票」は労働者のための福祉制度や厚生施設の有無と内容を雇用主から聞き出すものであり、範囲も比較的少数の重要な「企業」（Unternehmung）に限定されるとしている。ごくわずかな追加と削除を経て、草案がほぼ承認されている。  ３．調査方式をめぐって  １．以上、第 55-58 会議を通じて調査の実施方法と調査票の内容につき委員会内部でのおおよその意見一致がみられた。ところが、残っていた実施規定の後半部分の検討と成文化に入った次の第 59会議から、内容的により深刻な問題が提起され、これをめぐる審議が続くことになる。 問題の第 1点は、調査票の配布範囲に関してである。原案の規定では、以下のようになっていた。  営業関係がごく単純であり、このためそれが営業経営者への直接調査なしに市町村長ないしは調査委員会に正確に知られているような、また地方当局ないし調査委員会の的確な判断では、営業経営者からは無回答か極めて欠陥の多い結果しか提供されえないような市町村や調査区では、市町村長ないしは調査委員会が当該営業経営者に対する調査票への記入を自ら実施できる。そうした記入であることは事前-および管理リストの注記欄に明記されなくてはならない。  つまり、営業内容の単純なところや確かな回答が得られそうにもない営業には、調査側による調査票への記入＝他計を認めるというものであった。この規定をめぐって、自計・他計問題を越えてさらに基本的な問題として、営業の大小を問わずすべての経営体に対し同じ調査票を用いた調査で臨むことの是非が検討される。つまり、一部の営業では調査票に替えて、質問数を制限した簡便な調査リストを用いた代用法を取り入れてはどうか、というものである。これは、調査の時間的節約や人的物的負担の軽減を考えてのことである。 第 59 会議上、委員リューメリンから以下のような提案があった。すなわち、単なる局所的需要のための経営や補助人 2人以下の手工業営業、また農業での副営業や年間一時期のみの営業（例、紡績、織物、藁細工、等々の家内工業）の調査では、調査票を介さないで市町村当局の作成する目録＝リストないしは調査票をより単純にした調査紙で処理可能ではないか、というものである。これに賛同する委員ベックもこのための記録作成用リストの書式を提示している。 これを受けた委員会の審議では、リューメリン提案を容れて、「すべての質問をすべての営業経営者に向けることは必ずしも必要ではない」という結論を得た。ここから、単純な手工業形式の営業に対しては、質問項目を減らした調査リストを別途に用意するということが決議された（ただし、表決は 8対 7という微妙なものであった）。ここから、来るべき営業調査は 2 様の調査書式､すなわち小経営用と大経営用に別々の書式をもつことになった（これは新規定の 12となる）。 次の点は、農業経営などにみられる副営業をどう扱うかという問題である（第 61 会議）。これに関しては、委員エンゲルを始め 5人によるさまざまな提案があった。エンゲル案では、事前リストの附録に副営業についての一覧表を添付し、調査側がそれを埋めることで処理すべしというものであった。また、ファブリチウス案は主作業場の他に副作業場があればそれを挙げ、自立者／非自立者（例、世帯構成員）別の区分を行なうというものであった。しかし結局、「単に時々にしか、あるいはある一時期にしか営まれない営業上の副就業は営業統計とは一緒に調査しない」とするヘルツォークの意見が通り、副営業についての調査は今回の営業調査とは別のものとし、織物業などの広範な副営業がみられる場面では、年間使用手織機数の把握を主眼にしてこれを特別報告の形で表示する、ということで意見一致をみた（新規定の 13）。 ２．以上の 2 つの難問を片づけ、引き続き規定原案の残りを検討し、これを新規定の 14-18 として成文化する。この中で注目されるべき項目として以下の点がある。 第 61 会議中、被調査者のプライバシーへの配慮や調査委員会と調査員の点検義務を盛り込んだ規定が承認されている。すなわち、      
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営業経営者は調査員に記入済み調査票を密封して渡すことができ、その場合、密封された調査票は調査員ではなく調査委員会自体によってのみ開封されることになる。調査票がそのまま調査員に渡された場合には、調査員は記入の完全性を確かめ、欠落や欠陥を補い訂正する義務を有する（新規定・16）。  とあり、密封形式の回答を認め経営体のプライバシー保全に留意し、そうでない場合にはその場での調査員による個票の点検を義務づけている。 また、調査委員会には、次のような仕事が課せられている。  調査委員会は委員会の下に回収された記入済み調査票ないし調査リストをその完全さと内的正確性の面で点検しなくてはならない。委員会は欠落のある場合にはそれを補い、また誤りのある場合にはそれを訂正し、あるいは場合によってはその双方を自ら実施し、その後集められた資料を調査業務に際して気づいた点に関する簡単な文章報告を添えて、委員会が委託を受けた当局へ提出しなくてはならない（新規定・18）。  調査委員会の点検義務を明記しており、従い、上の規定と併せ二重の点検作業を挟むことになる。これらは、調査者と被調査者それぞれの立場の相違に留意しながら、いずれも調査結果の信頼性確保を狙った規定である。こういった規定は直接調査にまつわるものであり、既存行政資料の整理・要約から成り立っていたこれまでの営業調査では必須のものとはされてこなかったのである。 この他、行商営業への調査項目、郵便・電信・鉄道経営の営業調査からの排除、回収期日、海上・沿岸・河川船舶運輸､旅館=飲食店経営、駄賃運輸・馬貸業、音楽・演劇・展示営業グループの営業調査への取り込みと調査項目の検討、こうした点に関する規定草案の審議が続けられている。 この第Ⅲ会期の終盤の第 62・63会議になって、規定草案の最後に残っていた調査票回収後の整理・集計の段取りに関する項目の審議が行なわれている。ここでは各国家と当該地方当局の作成すべき 3枚の集計書式（Konzentrationsformular、これは先の 3 様の調査票に対応して、①営業経営の所有・人員関係､経営形態と規模、年間支払給与と賃金、②原動機と特徴的な作業機・道具・装置、③労働者のための制度、以上の 3表からなる）の草案が検討され、これを用いいかにスムースにライヒ統計中央局での集計・公表へもってゆくかが問題とされている。これら集計作業についての草案提示者はエンゲルである。 エンゲル提案では､集計表はどの国家においても修練を積んだ統計専門家の手によりまとめられ、提案された模範様式にのっとり一定期日までにライヒの統計局へ送付されるべきとされた。しかし、当初 1873 年末とされた提出期日の妥当性に関し、それでは遅すぎはしないかという疑義が出され、また作業量の膨大さを考えると逐次的な総括が望ましいとする意見もあり、集計用書式用紙の承認のみを終え、細かな実施方法の検討は後日に延期した。しかし、この集計表の設計を通じ、「克服されるべき作業の範囲についてのひとつのイメージが得られた」13）とある。つまり、調査業務についての全体像が委員会内部で具体的に描かれ、調査の全過程への見通しが立ったということである。 この後、委員会は実施規定の最終的な成文化にはまだ相当の審議が必要であるとし会議の延長を認め、この準備の労をベルリン在住の委員の手に委ね、規定についての結論づけと営業統計についての委員会報告作成を目的にして、約 2ケ月後の 7 月後半に再開することにする。（なお、5 月 27日に第Ⅲ会期最終の第 63 会議が開かれているが、そこでは集計表の細部についての詰めの検討を行ない、その書式を承認して終了している）。   Ⅲ．議事録の中の営業調査 第Ⅳ会期  １．規定の成文化  １．1871 年 7 月 31日から 8月 19日まで計 18回の会議をもったのが第Ⅳ会期ではあるが、その内の 16 の会議において、専ら営業調査をめぐる審議がくり拡げられている。従い、第 62会議でも述べられていたように、主に営業調査を検討するために、拡充委員会がこの第Ⅳ会期まで引き延ばされたといえるわけである。 再開直後の第 64 会議から改めて営業調査実施規定の検討が始まる。この会議の当初、営業統計の134  
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部門責任者エンゲルから、リューメリン提案にのっとり以前に決められた補助人 2人以下とする小経営の規模についてはこれを 10 人以下が妥当とする別の意見があること、また機械利用に関する調査票の拡大と福祉関係調査票の単純化が必要なこと、これらについての指摘があった。 上でみてきたように、これまで小委員会による第 55 会議で提示された規定原案を逐次検討し、成文化へ向けての審議が行われてきている。新規定としてのその成果を含み、中断期間中にベルリン在住の少数委員の手によって改正案を編む作業が続けられ、この会期当初に、それがメックレンブルク=シュヴェリン代表委員ディッペから当初草案 26 項を変更した全 29 項に及ぶ実施規定として修正提案された。これにもとづき改めて各項の逐次検討と成文化のための作業が開始する。改正案にある項目の削除や新たな項目の追加を含みながら、まず第 64-66 会議で以下の 14 項目までの検討が行なわれている。  1．営業調査の実施周期   2．独立営業経営の定義 3．営業種の体系的分類   4．副営業の除外 5．調査項目               6．直接調査の指示 7．調査日時               8．調査体制と組織 9．調査委員会の人的構成  10．調査当局と調査委員会の任務 11．調査区の大きさ            12．事前リストの作成 13．調査員の資質             14．営業経営の大小区分  この第 14 項に関しては、先のエンゲルの指摘にも触れられていたように、大経営と小経営を区分する基準とそれぞれに対する調査書式をめぐって、委員の間に意見の違いが出てくる。これに関する議論が長々と続くが（これについては後述）、大小区別の基準として就業者 10 人を取り、大経営には調査票を小経営には調査リストをもって臨むとする暫定的結論を得る。これを踏まえ、次回以降の会議ではこの調査票と調査リストの書式をめぐる検討が続けられている。これを済ませた後の第 75・76 会議で残りの項目の審議に取りかかる。  15．調査票・調査紙・調査リストの利用 16．調査指令と記入手引き作成 17．（削除 副次就業の除去について） 18．巡回営業の取扱 19．保険業の取扱   20．採鉱業の取扱 21．郵便・電信・鉄道経営の取扱 22．（削除、調査票の回収について） 23．密封回答ならびに開放回答に対する調査員の処理 24．回収期日 25．回収された調査票・調査紙に対する調査当局と調査委員会の処理 26．集計様式   27．概括作成・送付期日の指示 28．ライヒ全体での概括作成  29．出版物としての公刊  以上であるが、この後さらにこの規定にはいくつかの変更と整理、表現修正が加えられ、最終的には約 1週間後の8月 19日の｢報告｣に添えられた全 25項からなる｢営業統計調査に関する規定｣として成文化され、これが連邦参議院に提出されることになる（章末の附録 1「営業統計調査に関する規定」を参照のこと）。さらに、この一般規定にのっとり、各国各地の調査実施部署へ出される調査実施のための「指令」の作成は、それぞれの国家の行政システムや行政制度の多様性を勘案して、当該国家の中央当局の手に任されることになる。 ２．この規定から浮び上がってくる 1872年営業調査の性格はどのようなものか。 ここでは、やはり営業が狭義に解釈され、商工業と流通・サーヴィス業に範囲が限定されている。この点では旧来のプロイセン営業表や関税同盟営業表にあった営業概念を踏襲している。当初は可能な限り広義の営業、すなわち産業全般を考え、とくに農林漁業をも営業調査で捕捉しようとする動きもあった。第 20 会議には「1870/1871 年耕作表」の書式草案が提示され、それには農耕地・菜園、牧場・牧草地・泥炭採取地、森林・伐採場、漁場・養魚場、その他、これらにおける利用土地面積、および共同地の利用状況を当該市町村長に報告させるものとなっていた。しかし、直にこの分野は営業調査からは姿を消す。また、軍務や医療関連など多くの除外分野をもち、さらには文化・芸術、教育・宗教、公的就業分野といった多くの非営利的分野も初めから度外視されることによって、全般的産業統計また職業統計からもますます遠ざかっている。 
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また、採鉱・製錬・製塩業、郵便・電信・鉄道経営、保険業、行商営業、こうした分野は直接の営業調査からは外され、関連行政機関による業務記録にもとづいた別途の調査が考えられている。 こうしたことによって、対象領域の点では狭義の営業概念にもとづいたこれまでの営業表と類似性をもっているのが 1872 年営業調査といえる。しかし、決定的な違いが営業分類にみられる。旧営業表にあった不明瞭な営業 3分類は放棄され、扱う素材と製品によって経済活動を類別する方向が初めて採用されている。 1872 年営業調査の最大の特徴は調査様式の面で抜本的な改革が図られ、この面では近代的レベルの統計調査に大きく近づいていることである。それは以下の諸点に表われている。 まず、調査を一般行財政の末端業務としてではなく独立業務とみなし、このための実施機関に既存行政機関のみならず各地にできるだけ調査委員会を設置しそこに業務遂行を委託しようとしている。また、可能な限り任意の市民を調査員に動員しかれらに調査の趣旨・方式、また業務内容を周知徹底させようとしている。 上述したように、調査者と被調査者の立場の相違が明確にされ、その上で調査のスムースな進行と結果の正確性を保持するための指示がそれぞれに明示されている。このためには、被調査者に調査の趣旨を理解してもらうべく事前の説明と、またとくに被調査体の経営内容が他に漏れないよう保護するための配慮を指示している。さらに、調査員と調査委員会による個票点検作業、重複調査や調査漏れのチェック、こうした調査用紙運用にかかわる一連の指示も当事者に与えられている。 特別の営業調査用紙が用意され、原則として被調査者の自計による直接調査が指示されている。その調査項目には、①営業体の経営内容（取扱物件と作業形態）、②そこにおける人的構成（雇用主と被雇用者）と③物的編成（動力と機械）を特徴づける事項が盛られ、人と物の両面から営業経営の実態を捕捉する経営調査への前進がみられる。しかも、これがすべての営業体で調査されることにより、これまでの営業表にあった部門ごとの記載事項の偏倚は消え、表示内容が統一化されることになる。 事前リスト作成から調査用紙配布を経て、集計・概括表作成、そして公表に至るまでの調査過程全般に関して、一貫したプランが事前に用意され、そのために必要な規定と書式用紙が作成されている。また、集計作業の統一化が図られ、さらに結果の公開が約束されている。 以上であるが、これらによってこれまでの関税同盟営業調査とは決定的な違いをもった統計調査が起草されていることが確認できる。この 1872 年営業調査の実施規定のもつ意義は、狭義の営業体に対してではあるが、調査様式の面でセンサス形式の経済統計調査がドイツにおいて初めて構想され、その円滑な実施ための具体的方策が検討され成文化されたところにある。この調査様式規定のもつ歴史的意義は大である。 このことは、これまでの営業表作成の経験を徹底的反省にかけ、その欠陥を洗い出し、近代的調査を実施しようとするドイツ統計家の強い願望に支えられた審議の下で可能となるものであった。また、ライヒ形成に伴なう中央と地方の行政組織の整備と一元化を背景にしたことでもあり、さらに拡充委員会内部で先行していた人口調査の審議の中からすでに獲得されていた成果を援用してのことであり、これが営業統計に応用されたということでもある。14）この点をも含め総合的に考えると、1871年 12 月の帝国人口調査が全ドイツにおける人口センサスの出発点となったのと同じく、拡充委員会におけるこの営業調査をめぐる審議とまとめられた規定から近代的レベルでの経済統計調査への途が開かれたという歴史的事実を看取することが可能である。調査様式に関する限り、営業表段階の営業統計の欠陥と制約は完全に克服されている。 しかし、依然として重大な問題として残るのは、当初述べたように狭義の営業概念を引きずり、このため産業統計としても職業統計としても不全なものに留まっていることである。さらにつけ加えれば、営業体が点的存在として属地主義の下で捉えられており、営業の線的関係＝組織的関連が不問にされ、個々の営業体が場所ごとに分断され、考えられる業務在所を越えた横のつながりや縦の系列関係は調査の関心から外され、調査用紙の中にはこうした営業組織関係を問う質問事項は一切現われていないこともある。ドイツにおける全般的産業統計を志向しながらも、1871 年の時点ではこの少なくとも 2 点の難問を克服することができなかった。  ２．大経営と小経営  第Ⅳ会期中の最大の難問は、すでに分割は決定済みであるがその境界をめぐっては委員会内部にも異論や反対のくすぶっていた大経営と小経営の線引きに関するものである。先に触れたように、第Ⅳ136  
部門責任者エンゲルから、リューメリン提案にのっとり以前に決められた補助人 2人以下とする小経営の規模についてはこれを 10 人以下が妥当とする別の意見があること、また機械利用に関する調査票の拡大と福祉関係調査票の単純化が必要なこと、これらについての指摘があった。 上でみてきたように、これまで小委員会による第 55 会議で提示された規定原案を逐次検討し、成文化へ向けての審議が行われてきている。新規定としてのその成果を含み、中断期間中にベルリン在住の少数委員の手によって改正案を編む作業が続けられ、この会期当初に、それがメックレンブルク=シュヴェリン代表委員ディッペから当初草案 26 項を変更した全 29 項に及ぶ実施規定として修正提案された。これにもとづき改めて各項の逐次検討と成文化のための作業が開始する。改正案にある項目の削除や新たな項目の追加を含みながら、まず第 64-66 会議で以下の 14 項目までの検討が行なわれている。  1．営業調査の実施周期   2．独立営業経営の定義 3．営業種の体系的分類   4．副営業の除外 5．調査項目               6．直接調査の指示 7．調査日時               8．調査体制と組織 9．調査委員会の人的構成  10．調査当局と調査委員会の任務 11．調査区の大きさ            12．事前リストの作成 13．調査員の資質             14．営業経営の大小区分  この第 14 項に関しては、先のエンゲルの指摘にも触れられていたように、大経営と小経営を区分する基準とそれぞれに対する調査書式をめぐって、委員の間に意見の違いが出てくる。これに関する議論が長々と続くが（これについては後述）、大小区別の基準として就業者 10 人を取り、大経営には調査票を小経営には調査リストをもって臨むとする暫定的結論を得る。これを踏まえ、次回以降の会議ではこの調査票と調査リストの書式をめぐる検討が続けられている。これを済ませた後の第 75・76 会議で残りの項目の審議に取りかかる。  15．調査票・調査紙・調査リストの利用 16．調査指令と記入手引き作成 17．（削除 副次就業の除去について） 18．巡回営業の取扱 19．保険業の取扱   20．採鉱業の取扱 21．郵便・電信・鉄道経営の取扱 22．（削除、調査票の回収について） 23．密封回答ならびに開放回答に対する調査員の処理 24．回収期日 25．回収された調査票・調査紙に対する調査当局と調査委員会の処理 26．集計様式   27．概括作成・送付期日の指示 28．ライヒ全体での概括作成  29．出版物としての公刊  以上であるが、この後さらにこの規定にはいくつかの変更と整理、表現修正が加えられ、最終的には約 1週間後の8月 19日の｢報告｣に添えられた全 25項からなる｢営業統計調査に関する規定｣として成文化され、これが連邦参議院に提出されることになる（章末の附録 1「営業統計調査に関する規定」を参照のこと）。さらに、この一般規定にのっとり、各国各地の調査実施部署へ出される調査実施のための「指令」の作成は、それぞれの国家の行政システムや行政制度の多様性を勘案して、当該国家の中央当局の手に任されることになる。 ２．この規定から浮び上がってくる 1872年営業調査の性格はどのようなものか。 ここでは、やはり営業が狭義に解釈され、商工業と流通・サーヴィス業に範囲が限定されている。この点では旧来のプロイセン営業表や関税同盟営業表にあった営業概念を踏襲している。当初は可能な限り広義の営業、すなわち産業全般を考え、とくに農林漁業をも営業調査で捕捉しようとする動きもあった。第 20 会議には「1870/1871 年耕作表」の書式草案が提示され、それには農耕地・菜園、牧場・牧草地・泥炭採取地、森林・伐採場、漁場・養魚場、その他、これらにおける利用土地面積、および共同地の利用状況を当該市町村長に報告させるものとなっていた。しかし、直にこの分野は営業調査からは姿を消す。また、軍務や医療関連など多くの除外分野をもち、さらには文化・芸術、教育・宗教、公的就業分野といった多くの非営利的分野も初めから度外視されることによって、全般的産業統計また職業統計からもますます遠ざかっている。 
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会期最初の第 64 会議でこの点をめぐって委員内部に意見の相違があることがすでにエンゲルによって指摘されていた。第 66 会議での実施規定 14の審議中、この問題に関する討論が再燃する。 そこには、1）営業規模の大小を問わず、やはり営業体すべてに対し同一の調査用紙を用いるべきではないか（この場合、上で検討された調査内容の簡略化が不可欠となろう）という原則論がまだ残り、他方で分割形式を認めるにしても、2）就業者 2 人以下のものを小経営体とする当初決議された基準はあまりにも低すぎ、これは 10 人以下とすべきではないか、とするエンゲルに代表される意見があり、さらに、3）その小経営に関する調査では、調査用紙を介した直接調査ではなく、リスト形式の調査で代替することも認められるのか、という疑問も出てきている。経営の大小区分についてはこうしたさまざまな意見が提出されている。これをめぐっての議論が展開されるが、結局、ここでは原則論を斥け、エンゲルの主張を取り入れて就業者 10 以下の営業を小経営とし、そこには調査票の質問内容を簡略化した調査紙を当て、さらには場合によっては直接調査ではなく調査側からのリスト調査をもって臨むことを諒とする暫定的結論が得られた（この 10 人に雇用主を含めるか否かについては結論を留保）。 しかしながら、8 日後の第 73 会議で経営体の大小を区分する基準をめぐる議論が再び起り、これは暫定的結論通りエンゲルの提案に沿うような形で大小区分基準を就業者 10 人とするか、それとも当初の決定に戻るかをめぐるものであった。これに関しては、バーデン大公国代表委員ハルデック（同国統計局長）による前者を支持する意見表示があったが、採決の結果、これが拒否される。その後、マイヤーによる調停案が出され、業務所有者を除いて就業者 5人以下の営業体を小経営とみなし、ここには上の調査紙ないしはリストを利用する、ということで最終的決着をみることになる。 文字通りの妥協案であるが、経営の大小を区別する基準として就業者 2、5、10 人のいずれかが妥当かについての理論的根拠は示されておらず、ことは作業量をどの程度まで軽減できるかという実際的問題にあったように思われる。輩出しつつある大経営の把握を主眼に置きながらも、他に多くの小営業体を抱える国家（プロイセンなど）からすると、基準となる就業者数が大きいほど調査の負担軽減を図れるのではあるが、しかし他方、前近代的な経済構造を抱えいまだ小営業体によって生産基盤が支えられている国家からすると、今回の調査を機会にその実状を把握したいわけで、それらを簡便な調査で済ますことには抵抗が出てくることになろう。この間の妥協の産物が 6/5人とういう線引きであったと考えられる。15）しかしながら、就業者 5人以下の営業体を小経営とみなし簡易調査で済ますとなれば、営業経営の大きな部分がここに廻され本来の営業調査の対象外とされるわけで、これで果して営業調査の趣旨が活かされるのかという疑問が生じる。 この間、小経営体には別様式の調査書式を是とする結論を受けて、中断を挟みながら第 67 会議から第 74 会議までこの書式用紙の審議が続けられ、大経営に対する調査票と区別された調査紙の書式が確定する。これは文字通り１枚の紙の表と裏の中に調査項目すべてを収めるものである。表面は簡易化された営業関係調査であり、裏面には当該営業体で使用されている動力源と原動機に関する調査項目が盛り込まれている。こうして小経営に関する調査では、①この調査紙による直接調査、さらに②既存資料を利用しつつ、被調査者からの口頭回答を調査員がリストに記入することによる代替（＝間接）調査、この双方が認められ、そのどちらをどのような場面で採用するかは各国政府の裁量に任されるとしている。ただし、このリスト（表式）の書式は委員会の設計するところとなっており、各国からの概要提出に統一性をもたせるようにはなっている。 大経営に対する調査票の方は、第 74・75会議において、「Ⅰ．経営形態と人員関係」、「Ⅱ．機械と器具」（「A．動力源と原動機」、「B．作業機と器具」）、という 2大項目からなる 4ページに及ぶ詳細な調査票として確定されている。この中で、「Ⅰ．経営形態と人員関係」の把握は営業調査の主眼とするものであり、営業体の生産関係を問うものとなり、調査票の 1 ページ目を占めている。続く「Ⅱ．機械と器具」の方は営業体の物的生産力的側面を取り上げ、営業分野ごとの特殊性を表示するところとなっている。とくに、その「B．作業機と器具」は営業グループごとに内容的相違が大きいため、これを 12 グループに分け、それぞれに固有の生産手段を列記した調査票を作成している。委員会では数度の会議をかけて、各グループで利用されている特徴的な作業機・器具・装置の列記と確認に費やしている。他の調査とは異なる営業調査の特異性と困難が集中して現われる場面でもある。 この調査票と調査紙の書式が字句の訂正を経て最終的承認を受けるのは第 79 会議においてである。  
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３．審議終了  １．この第Ⅳ会期ではまた、営業の体系的分類も確定されている。営業統計問題が最初に審議された第 20 会議において、草案としてではあるが、すでに営業分類表が提案第 3 項に関する附録として添付されていた。基本的にはこれを下敷きにして、改めて第 68 会議から逐次グループとその中のクラス分けの審議が行なわれ、第 71 会議で 1872 年営業統計では 17 グループ（Gruppe）／77 クラス（Klasse）／445 細目（Ordnung）の体系分類を採用することが決議された（章末の附録 2「営業経営の分類）を参照のこと）。 上述したように、第 79 会議で決着をみたのが調査書式であるが、その前に大経営に対する調査票にある｢Ⅱ．機械と器具｣に関する部分の検討が第 71 会議から開始され、まずそこで共通調査項目「A．動力源と原動機」に関する調査書式を定めている。これは、「あなたはあなたの営業で作業機、工作機、運輸手段、器具を動かすために以下のものを利用していますか」という質問であり、以下のように主動力別に使用機械・道具の種類と数量、さらに多くの場合にその能力（力量＝馬力）を問うものとなっている。  畜力  馬／雄牛別にそれぞれによる巻上機 風力 ドイツ式／オランダ式別の風車 水力 1．水車  2．タービン 3．水圧機関  4．他の水力機関 5．鋼索伝導による遠隔動力源からの水力利用の有無 6．賃借関係の有無、有の場合のその馬力 蒸気機関と蒸気罐 1．農業用機械 2．船舶用機械 3．使用蒸気罐 主に蒸気罐を焚くために使用される燃料の種類 熱機関 ガスエンジン 圧縮機  項目分類としては比較的簡単ではあるが、個々の項目の内容になると（ことに、蒸気機関と蒸気罐では）、実に詳細を極めたものであり、調査票の「A．動力源と原動機」用に当てられた 2ページ目の大半を占めることになる。次の「B．作業機と器具」ともども調査項目（機種細目）の設定には高度の専門知識の要求されるところでもある。小委員会に参加した専門委員にはドレスデンやハノーヴァーの高等工業学校々長や教授の名前がみ々えるが、こうした専門家の知識を援用して作成されたのがこの部分である。 引き続き第 72・73 会議をかけて、「B．作業機と器具」の検討を行ない、既述のように、これを営業分類のⅠからⅫまでに対応させて 12 グループに分け、それぞれに特有な作業機械と器具・装置を列挙し、回答する営業主がその中から該当するグループひとつを選び、そこに挙げられている機械と器具から、当該営業体に現有するものをマークし、その数量を記入するようになっている。これは調査票の 3-4ページ目を埋めることになる。Aと同様、調査項目の設定に際しては専門家の知識を待たねばならないところであり、と同時に回答者側にも多大の負担を要求しなくてはならない部分でもある。そのすべてを紹介することはできないが、一例として第Ⅵグループの繊維業の中にある織物業に対する設問をみてみると、以下のようになる。16）  a）織機稼働の準備のために    経糸用糸巻機、横糸用糸巻機、筬結束機      ジャカード紋紙打綿機、ジャカード紋紙複写機      経糸剪断機、経糸整糸機、経糸膠接合器、経糸糊接合機、巻付機  b）布・亜麻布・絨毯（除、帯・縁）織のために      織機 手織機／力織機別、ジャカード式／ジャカード紋紙なし別、            幅 3 区分別、以上の計 12 区分別      模様織々機あるいは円筒織機、手動／機動別      絨毯織機、ビロード織機、竪織機あるいはコブラン織機、紗織機、刺繍織機、 
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会期最初の第 64 会議でこの点をめぐって委員内部に意見の相違があることがすでにエンゲルによって指摘されていた。第 66 会議での実施規定 14の審議中、この問題に関する討論が再燃する。 そこには、1）営業規模の大小を問わず、やはり営業体すべてに対し同一の調査用紙を用いるべきではないか（この場合、上で検討された調査内容の簡略化が不可欠となろう）という原則論がまだ残り、他方で分割形式を認めるにしても、2）就業者 2 人以下のものを小経営体とする当初決議された基準はあまりにも低すぎ、これは 10 人以下とすべきではないか、とするエンゲルに代表される意見があり、さらに、3）その小経営に関する調査では、調査用紙を介した直接調査ではなく、リスト形式の調査で代替することも認められるのか、という疑問も出てきている。経営の大小区分についてはこうしたさまざまな意見が提出されている。これをめぐっての議論が展開されるが、結局、ここでは原則論を斥け、エンゲルの主張を取り入れて就業者 10 以下の営業を小経営とし、そこには調査票の質問内容を簡略化した調査紙を当て、さらには場合によっては直接調査ではなく調査側からのリスト調査をもって臨むことを諒とする暫定的結論が得られた（この 10 人に雇用主を含めるか否かについては結論を留保）。 しかしながら、8 日後の第 73 会議で経営体の大小を区分する基準をめぐる議論が再び起り、これは暫定的結論通りエンゲルの提案に沿うような形で大小区分基準を就業者 10 人とするか、それとも当初の決定に戻るかをめぐるものであった。これに関しては、バーデン大公国代表委員ハルデック（同国統計局長）による前者を支持する意見表示があったが、採決の結果、これが拒否される。その後、マイヤーによる調停案が出され、業務所有者を除いて就業者 5人以下の営業体を小経営とみなし、ここには上の調査紙ないしはリストを利用する、ということで最終的決着をみることになる。 文字通りの妥協案であるが、経営の大小を区別する基準として就業者 2、5、10 人のいずれかが妥当かについての理論的根拠は示されておらず、ことは作業量をどの程度まで軽減できるかという実際的問題にあったように思われる。輩出しつつある大経営の把握を主眼に置きながらも、他に多くの小営業体を抱える国家（プロイセンなど）からすると、基準となる就業者数が大きいほど調査の負担軽減を図れるのではあるが、しかし他方、前近代的な経済構造を抱えいまだ小営業体によって生産基盤が支えられている国家からすると、今回の調査を機会にその実状を把握したいわけで、それらを簡便な調査で済ますことには抵抗が出てくることになろう。この間の妥協の産物が 6/5人とういう線引きであったと考えられる。15）しかしながら、就業者 5人以下の営業体を小経営とみなし簡易調査で済ますとなれば、営業経営の大きな部分がここに廻され本来の営業調査の対象外とされるわけで、これで果して営業調査の趣旨が活かされるのかという疑問が生じる。 この間、小経営体には別様式の調査書式を是とする結論を受けて、中断を挟みながら第 67 会議から第 74 会議までこの書式用紙の審議が続けられ、大経営に対する調査票と区別された調査紙の書式が確定する。これは文字通り１枚の紙の表と裏の中に調査項目すべてを収めるものである。表面は簡易化された営業関係調査であり、裏面には当該営業体で使用されている動力源と原動機に関する調査項目が盛り込まれている。こうして小経営に関する調査では、①この調査紙による直接調査、さらに②既存資料を利用しつつ、被調査者からの口頭回答を調査員がリストに記入することによる代替（＝間接）調査、この双方が認められ、そのどちらをどのような場面で採用するかは各国政府の裁量に任されるとしている。ただし、このリスト（表式）の書式は委員会の設計するところとなっており、各国からの概要提出に統一性をもたせるようにはなっている。 大経営に対する調査票の方は、第 74・75会議において、「Ⅰ．経営形態と人員関係」、「Ⅱ．機械と器具」（「A．動力源と原動機」、「B．作業機と器具」）、という 2大項目からなる 4ページに及ぶ詳細な調査票として確定されている。この中で、「Ⅰ．経営形態と人員関係」の把握は営業調査の主眼とするものであり、営業体の生産関係を問うものとなり、調査票の 1 ページ目を占めている。続く「Ⅱ．機械と器具」の方は営業体の物的生産力的側面を取り上げ、営業分野ごとの特殊性を表示するところとなっている。とくに、その「B．作業機と器具」は営業グループごとに内容的相違が大きいため、これを 12 グループに分け、それぞれに固有の生産手段を列記した調査票を作成している。委員会では数度の会議をかけて、各グループで利用されている特徴的な作業機・器具・装置の列記と確認に費やしている。他の調査とは異なる営業調査の特異性と困難が集中して現われる場面でもある。 この調査票と調査紙の書式が字句の訂正を経て最終的承認を受けるのは第 79 会議においてである。  
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     繻子縫機 消火器ホース織機、袋織機、コルセット織機 金網織機、馬毛織機   c）帯・縁（含、金・銀縁）織と装身具調製のために      縁織機、紡糸機（レオン商品用）、手織機、手押織機、ミュール織機、力織機、 笹縁製造機、針金被覆機、紐製造機、ボビン製造機、毛虫糸製造機、芯製造機、 編物製造機、糸巻機  みられるように、各種の織物営業で利用される機械・装置が網羅されており、営業体の生産設備面の内実に迫った質問となっている。先に 61 年のプロイセン営業調査におけるエンゲル草案にあった織物業での機械・装置の設問をみたが、ここではそれをはるかに越えたより詳細な質問が用意されていることが分かる。繊維業ではこの織物業の他に、紡績業、靴下製造、レース製造、漂白・染色・捺染・光沢仕上の 4 亜業種が取り上げられているが、上の織物業に対する設問で挙げられた 53 機種は紡績業での 133 種の約 1/2.5であり、設問数では全体的には中程度のものとなっている。他の金属工業や機械製造の部門ではさらに紡績業の 2倍近い機種の列挙があり、物的機械・装置の配置状況を細部に及んで把握しようとしている。 以上のように、当時の物的製造・加工部門での生産力レベルを推し量る上で、他には得られい報知内容を調査事項に盛り込んでいるのがこの「Ⅱ．機械と器具（A．動力源と原動機、B．作業機と器具）」であるといえる。ここに営業統計固有の価値もある。しかしながら、そのような細かな機種に関する調査は統計調査の域を越えたモノグラフィー的調査の領分に踏み込んだものであることは明白である。全般的営業調査にこのような詳細を極めた質問を設定することの是非が問題となろう。拡充委員会ではこれに関する疑義は出てこなかったが、後年の営業調査の実行可能性をめぐる議論の中で大幅な簡略化の対象となるところである。 次に、アルファベット順索引作成が問題として上り、ヴュルテンベルク代表委員ツェラーを議長とするこのための小委員会が設けられており、そこから提示された原案が審議され、それが第 80 会議で承認された。これは、内容的には同種の営業種でありながら、各国各地でさまざまな名称があるため、それらを網羅し abc順に配列し、営業分類体系でのそれぞれの位置を指示したものである。ここに取り上げられた業種名は 1,543にも及んでいる。 ２．さらに、この第Ⅳ会期では集計表と概括表の書式も大きな問題とされている。調査票なり調査紙・調査リストの数量を集計し、結果を一覧表にする書式が検討されている。第 62・63 会議で当初起草された 3枚の集計表が膨らみ計 7表となり、第 75および第 80 会議でそれぞれの様式が検討・承認されている。  1．国家ごとの個別営業経営に関する総括表 国別にアルファベット順で業種を並べ、主経営／就業者（性別と合計）／使用動力別主経営／副経営（農業／その他別）の数量を表示したもの 2．保険会社の概括表 各国の県ごとに保険業 8種を経営形態別に並べ、調査区内での所在／活動別にその数量を表示したもの。これは後に州さらに国へと集約されてゆく 3．巡回営業の概括表 各国の県ごとにアルファベット順で商業／その他営業別に巡回営業種を並べ、就業者（性別と合計）数を表示したもの。州ならびに国別の概括も作成される 4．営業経営の詳細概括表 各国の県ごとにグループ／クラス／細目につき、規模別（就業者人数 5以下／6以上）に営業調査票の「A．経営形態と人員関係」にある調査項目に対応した集計欄をもったもの。州ならびに国別の概要も作成される 5．動力源と原動機に関する総括表 各国の県ごとにグループ／クラス／細目につき、規模別・使用動力 6種別に経営／機械／馬力の数量を表示したもの。州ならびに国別の概要も作成される 6．動力源と作業機の詳細概括表 各国の県ごとにグループ／クラス／細目につき、規模別・使用動力 7種別に具体的機種・装置の数量を表示したもの。調査票の「B．作業機と器具」にある項目に対応した集計欄をもったもの。州ならびに国別の概要も作成される 7．作業機と器具の概括表 各国の県ごとに 12 グループ別に使用されている特徴的な作業機・器具の数量を表示したもの。州ならびに
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国別の概要も作成される   この中で、とくに 4 は 92 欄、6 は 197 欄をもった集計表となっており、各国地方官庁の担当者にかかる労力は相当のものになることが予想される。第 63 会議でエンゲルによって、この集計表作成は各国において修練を積んだ専門家の手によらねばならないことが強調されていたところである。 これらが、残っていた事前リストの書式を含め、第 80 会議までにすべて承認されている。これらは州・県別分類を施して各国家の責任において作成され、所定期日までにライヒ統計中央局へ返送されることが取り決められている。17）1・2・3は 1873年 7 月 1日、4は 1873年末、5は 1874年 7 月 1日、6 と 7 は 1874 年末である。なお、労働者のための制度に関する調査表の集約は統一した書式によるのではなく、その概括を各国家に任せ、それに意見書を添えて 1874 年末までにライヒ統計局へ送るものとされている 以上、営業調査に関するすべての審査を終了し、最終の第 81 会議において連邦参議院に提出される営業調査に関する委員会の「報告」（第 18 号）が審議され、若干の表現修正を容れて承認され、7名の委員がこれに署名した。18）さらに、この最終的仕上は営業統計の部門責任者エンゲルの手に委ねられることになった。  次いで、エンゲルによる、ドイツ官庁統計の代表者による定期的集会を今後も制度として継続してゆくことが望ましいとする発言があった。 最後に、委員会議長ヘルツォークからライヒ宰相府議長の名による委員と専門家への謝辞が披露され、委員会を代表してマイヤーによる会議の指導に対する議長への感謝表明があった。 こうして、営業調査の審議終了と共に、ドイツ関税同盟統計拡充委員会の 1年半に及ぶ全日程も終わりを迎えることになった。時に 1871 年 8月 19日午後 1 時のことである。  おわりに   関税同盟統計拡充員会は、これまでの関税同盟統計がその基礎において統一性を欠き信頼に耐えうる数値資料を作成してこなかった、このことへの反省から生まれている。例えば、人口調査にあっては、調査日に調査区に現住している実際人口を正確に把握し、これをもって関税決済の基準することが取り決められていたにもかかわらず、各国それぞれにおいて多様な調査様式が採用され、固有の調査用紙を介した統一的直接調査（＝人口センサス）にはほど遠かった。関税同盟総会では再三に渡り直接調査による現住人口把握を決議するも、それは実効性を伴うことがなかった。また、2度に渡る営業調査の実施があったが、これも旧来のプロイセン営業表の枠組みに制約され、活きた経済活動の把握を可能にする統計表を提供することができなかった。すでに、1840 年代以降、こうした営業表の欠陥はザクセンの統計家（ワインリヒやエンゲル)、また当のプロイセンの経済担当省の批判するところでもあった。 ドイツ圏での統計作成の立ち遅れを問題視し、その改革を試みる動きは過去にもみられた。すなわち、1847 年のハノーヴァー出身のプロイセンの官僚レーデンによる「ドイツ統計協会」の創設とその下での全ドイツ規模での統一的な統計収集への働きかけ、48 年のフランクフルト国民議会での統計問題の審議（統一的人口調査の実施やライヒ統計局の設立など）、また 57年のウィーンでのドイツ統計家会議におけるドイツ圏での同形性と比較可能性を備えた統計作成への模索、こういったものである。広域ドイツの統計としての関税同盟統計であったが、それを越えて先進ヨーロッパ諸国に伍しうる統計作成体制を全ドイツ規模で新たに築く上で、それらの試みが実行力をもつことはなかった。国家と政治、また経済の統合を欠いたまま、統計の統一化だけが先に進むことはありえない。 プロイセンの統計に影響を受けたきたのが関税同盟統計ではあった。しかし、それが包括性や信頼性において大きな欠陥をもったものであることを告発し、その抜本的改革を唱えたのがヘッセンの統計家ファブリチウスであった。これが時の関税同盟参議院を動かし、また多くの国家とその統計作成主導者の賛同を得て拡充委員会開催に結びつき、ドイツ全体にまたがる統計改革へと展開してゆくことになる。拡充委員会での検討とそこからの提案はこれまでの改革の動きにはなかった強い指導力をもつことになった。19）  本章では、この中の営業統計をめぐる審議をフォローした。1846・61 年に続く第 3 回目の調査として、1871 年に実施の予定されていた営業調査である。拡充委員会での審議もそのような目論見から出発していた。しかし、委員会の審議の中では、これまでの営業表段階の営業統計の影は完全に払140  
     繻子縫機 消火器ホース織機、袋織機、コルセット織機 金網織機、馬毛織機   c）帯・縁（含、金・銀縁）織と装身具調製のために      縁織機、紡糸機（レオン商品用）、手織機、手押織機、ミュール織機、力織機、 笹縁製造機、針金被覆機、紐製造機、ボビン製造機、毛虫糸製造機、芯製造機、 編物製造機、糸巻機  みられるように、各種の織物営業で利用される機械・装置が網羅されており、営業体の生産設備面の内実に迫った質問となっている。先に 61 年のプロイセン営業調査におけるエンゲル草案にあった織物業での機械・装置の設問をみたが、ここではそれをはるかに越えたより詳細な質問が用意されていることが分かる。繊維業ではこの織物業の他に、紡績業、靴下製造、レース製造、漂白・染色・捺染・光沢仕上の 4 亜業種が取り上げられているが、上の織物業に対する設問で挙げられた 53 機種は紡績業での 133 種の約 1/2.5であり、設問数では全体的には中程度のものとなっている。他の金属工業や機械製造の部門ではさらに紡績業の 2倍近い機種の列挙があり、物的機械・装置の配置状況を細部に及んで把握しようとしている。 以上のように、当時の物的製造・加工部門での生産力レベルを推し量る上で、他には得られい報知内容を調査事項に盛り込んでいるのがこの「Ⅱ．機械と器具（A．動力源と原動機、B．作業機と器具）」であるといえる。ここに営業統計固有の価値もある。しかしながら、そのような細かな機種に関する調査は統計調査の域を越えたモノグラフィー的調査の領分に踏み込んだものであることは明白である。全般的営業調査にこのような詳細を極めた質問を設定することの是非が問題となろう。拡充委員会ではこれに関する疑義は出てこなかったが、後年の営業調査の実行可能性をめぐる議論の中で大幅な簡略化の対象となるところである。 次に、アルファベット順索引作成が問題として上り、ヴュルテンベルク代表委員ツェラーを議長とするこのための小委員会が設けられており、そこから提示された原案が審議され、それが第 80 会議で承認された。これは、内容的には同種の営業種でありながら、各国各地でさまざまな名称があるため、それらを網羅し abc順に配列し、営業分類体系でのそれぞれの位置を指示したものである。ここに取り上げられた業種名は 1,543にも及んでいる。 ２．さらに、この第Ⅳ会期では集計表と概括表の書式も大きな問題とされている。調査票なり調査紙・調査リストの数量を集計し、結果を一覧表にする書式が検討されている。第 62・63 会議で当初起草された 3枚の集計表が膨らみ計 7表となり、第 75および第 80 会議でそれぞれの様式が検討・承認されている。  1．国家ごとの個別営業経営に関する総括表 国別にアルファベット順で業種を並べ、主経営／就業者（性別と合計）／使用動力別主経営／副経営（農業／その他別）の数量を表示したもの 2．保険会社の概括表 各国の県ごとに保険業 8種を経営形態別に並べ、調査区内での所在／活動別にその数量を表示したもの。これは後に州さらに国へと集約されてゆく 3．巡回営業の概括表 各国の県ごとにアルファベット順で商業／その他営業別に巡回営業種を並べ、就業者（性別と合計）数を表示したもの。州ならびに国別の概括も作成される 4．営業経営の詳細概括表 各国の県ごとにグループ／クラス／細目につき、規模別（就業者人数 5以下／6以上）に営業調査票の「A．経営形態と人員関係」にある調査項目に対応した集計欄をもったもの。州ならびに国別の概要も作成される 5．動力源と原動機に関する総括表 各国の県ごとにグループ／クラス／細目につき、規模別・使用動力 6種別に経営／機械／馬力の数量を表示したもの。州ならびに国別の概要も作成される 6．動力源と作業機の詳細概括表 各国の県ごとにグループ／クラス／細目につき、規模別・使用動力 7種別に具体的機種・装置の数量を表示したもの。調査票の「B．作業機と器具」にある項目に対応した集計欄をもったもの。州ならびに国別の概要も作成される 7．作業機と器具の概括表 各国の県ごとに 12 グループ別に使用されている特徴的な作業機・器具の数量を表示したもの。州ならびに
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拭されており、営業調査がいち早くセンサス様式で起草され、それをいかに充実させ、実施可能な形に具体化させてゆくかをめぐって議論が進展する。このことは、これまでのプロイセンと関税同盟での営業表に対する強い不満と批判が底辺に潜んでいたことの反映である。しかも、委員会開催中の1871 年 1月 18日にドイツ帝国形成という歴史的経緯が挟まり、改めて帝国レベルでの最初の営業調査として構想されることになった。実施時期も予定より 1 年遅れの 1872年 5 月に設定されることになった。  このドイツ統一を追い風にして、帝国全体の産業統計として初めてそれを経済センサスの形で作成しようとしたものが営業統計である。だが、諸般の事情から結果的には調査対象を狭い範囲の営業経営に制限せざるをえなく、この点に関してだけはこれまでの営業表の枠組みを引きずることになった。しかしながら、その作成様式の面ではこれまでの営業表段階を完全に乗り越え、近代的レベルでの経済統計調査に大きく近づくことになった。なによりも、営業体に対する経営調査としての質問項目を盛った特別の調査用紙（調査票と調査紙）を用意し，それを介した直接調査によるセンサス形式の調査が原則とされ、その業務遂行もこれまでの一般行財政の末端業務から脱却して、統計数値そのものの獲得を目指した独立の営為とみなされることになった。ここから、事前調査から結果公表までの一連の作業プロセスに一貫性と統一性を保証するための規定が編み出されていった。人口センサスを越えた経済統計の分野でこのような改善が図られたことは画期的なことといえよう。  旧来の営業表作成に関する制約を脱し、合理的な調査用紙と調査方式にもとづく経済（営業）統計を作成する、こうした全ドイツの統計家の願望を結実させたものとして 1872 年営業調査構想を捉えることができよう。実施規定・調査票（および調査紙）書式・集計書式、営業体系分類、また調査体制と組織（調査委員会）、これらをみる限り、旧営業表の痕跡が消えていることは明白である。残る問題はこの検討結果をいかにしてすみやかに現実化し、経済局面でのセンサスとして成就させるかということである。  注  1）A.Fabricius,Bericht des Grossherzoglich Hessischen Zollvereins-Bevollmächtigen für Hannover, betreffend die Statistik des Zollvereins,Statistik des Deutschen Reichs, Bd.1,1873,S.(12).なお,このファブリチウス報告については,足利末男『社会統計学史』三一書房,1966 年,序説,に詳しい紹介がある. 2）A.Fabricius,Bericht,a.a.O.,S.(13). 3）A.Fabricius,Bericht,a.a.O.,SS.(17)-(18). 4）この関税同盟統計拡充委員会の発足の経過については以下の文献による.A.Meitzen,Die Statistik des     Deutschen Reiches,Jahrbuch für Gesetzgebung,Verwaltung und Rechtspflege des Deutschen Reichs, Jg.1,1871,S.528ff.,St.d.D.R.,Bd.1,1873,SS.(9)-(11),E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform der volkswirtschaftlichen Statistik insbesondere der Gewerbestatistik im Gebiet des Zollvereins sowie in allen übrigen Staaten von Europa,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus, Jg.10,1870,SS.143-51. 5）4会期にまたがる会議の開催日時は以下の通りである. 第Ⅰ会期 第 １会議（1870 年 1月 12日）－第 23 会議（1870 年 2月 12日） 第Ⅱ会期 第 24会議（1870 年 7月 4 日）－第 33 会議（1870 年 7月 16日） 第Ⅲ会期 第 34会議（1871 年 4月 13日）－第 63 会議（1871 年 5月 27日） 第Ⅳ会期 第 64会議（1871 年 7月 31日）－第 81 会議（1871 年 8月 19日）    第 2 会期終了から第 3会期開始まで,約 9ヶ月の間隔が空くのは 70 年 7月から 71 年 5月までの普仏戦争の影響による. 6）関税同盟統計拡充委員会の構成メンバーは以下の通りである. プロイセン；ハッセルバッハ（議長）,ヘルツォーク（後に議長）,エンゲル,ブルクハルト,ヴェント,シェーデ,ベック バイエルン；マイヤー ザクセン；ヴァール ヴュルテンベルク；リューメリン,ツェラー,リーケ バーデン；ハルデック ヘッセン；ファブリチウス メックレンブルク=シュヴェリン；ディッペ ザクセン=ワイマール；ヒルデブラント メックレンブルク=シュトレリッツ；ボキウス オルデンベルク；ベッカー 
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ザクセン=コブルク=ゴーター；ヒルツ アンハルト；ランゲ ブレーメン；フレーゼ ハンブルク；ネスマン 以上の延べ 22名である.この他に専門家として 16名の参加があった.A.Meitzen,Die Statistik,a.a.O., S.535.これほどの叡智が結集して統計問題を集中的に検討した歴史的な事例はなく、後に「ドイツ社会統計」として世界をリードする統計作成体制と統計理論を生み出しえた原動力をここに求めることができよう。 7）A.Meitzen,Die Statistik,a.a.O.,SS.535-36. 8）会議の審議内容はその議事録によってすべてを識ることができる.Protkolle über die Verhandlungen der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik des Zollvereins,St.d.D.R.,Bd.1,1873,SS.1-66.以下,この中で営業統計についての審議を追ってゆく.なお,議事録には会議日時・出席者名簿・審議内容・署名（議長,ならびにネスマンとマイヤーが交替で務めた書記）が記録されている. 9） ハーグでの第 7回国際統計会議の決議にもあるように,各国政府の作成する統計の中に銀行業や保険業に関する統計をも取り入れるべきというのが,当時の国際的動向であった.これについては,E.Engel,Die Beschlüsse der Ⅶ.im Monat September 1869 im Haag abgehaltenen Sitzungsperiode des internationalen statistischen Congress,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.10,1870,S.59ff.,を参照.しかし,ドイツではまだその部門での直接調査が不可能であり,営業調査からは外し地方政府の既存記録にもとづいた表式調査に委ねざるをえないということである. 10）営業統計小委員会にはこの他に,ベルリン大学私講師のグローテ,ヴュルツブルクのワグナー教授の参加があり,計 9 名からなっていた.Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,Berichte der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik des Zollvereins,St.d.D.R.,Bd.1,1873,S.340.  11）これは,注 4 にあるエンゲルの論文「国民経済統計,とくに営業統計の改革の必然性について」,およびその続編「営業統計の改革」（E.Engel,Die Reform der Gewerbestatistik,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.11,1871, SS.391-408.）を指す. 12）現代の用語では「照査表」ということになる.ただ,1872 年調査では調査客体の事前確認のためと同時に,調査員が自己の業務遂行（調査書式の配布と回収）をチェックするための管理表をも兼ねている.ここから「事前-および管理リスト」といわれることになる. 13）Protokolle,a.a.O.,S.53. 14）こうした調査委員会や調査員の職務規定を始めとする近代的統計調査を実施するための要件については,先行していた人口調査の審議で取り上げられており,その実施規定の中にすでに盛り込まれている.Bericht in Betreff der Volkszählungen,Berichte der Kommission,a.a.O.,SS.67-88.桜井健吾「国勢調査に関するドイツ関税同盟統計改善員会報告（1870 年）」『南山経済研究』（南山大学）,第 20巻第 3 号,2006 年 6月,341ページ以下. 15）この点は「営業統計調査に関する報告」の中でも当事者の認めざるをえないところである.「この線引きの境界をめぐっては長い間討論が続けられたが,それは自然的境界というものがなく,あえて引いたどの境界も恣意的であり,なんら一般的に妥当するものがないからである」,結局は「5人で妥協された」（Bericht, betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.346.）とある. 16）Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,SS.379-80. 17）ここでいう統計中央局というのは,設立が日程に上っているライヒ統計庁のことを指している.すなわち,後の 1872 年 7月 23日に内務省下の一部局として設立された「帝国統計庁」（Das Kaiserliche Statistische Amt）のことである.拡充委員会の大きな審議項目のひとつにこの統計中央庁設立があり,その設立を不可欠とする審議結果が「報告・第 11号」（1871 年 5月 26日）として提出されている. Bericht über die Gründung und Einrichtung einer Reichsbehörde für Deutsche Statistik,Berichte der Kommission,a.a.O.,SS.263-68.この報告文の起草者はリューメリンである. 18）これに署名したのはヘルツォーク,エンゲル,マイヤー,ツェラー,ファブリチウス,ディッペ,ネスマン,以上の 7名である.Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.347. 19）拡充委員会による報告に盛られた営業統計の改革案は、「当時の最良のドイツ統計家の最も誠実な作業の産物であり、これは同時に今日に至るまでドイツ営業調査のいまだに本質的には変わっていない基礎を生み出したのである」（W.Conradt,Die Zähleinheit der gewerblichen Betriebsstatistik,Allgemeines Statis- tisches Archiv,Bd,12,1920,S.17.）とされる.さらに,1805 年の創設以来,統計局の試みてきた営業統計作成が,適切な（質の高く言明力をもった）統計資料の獲得を通じて 19 世紀ドイツ社会経済の数量像を提供する点では失敗したと論断するのがホフマンであるが,この挫折は拡充委員会の審議によって克服されたとし,「1869年に設置された関税同盟統計拡充委員会での組織的な概念的作業,これは生業統計の分野ではディーテリチの後継者エルンスト・エンゲルの包括的準備作業に立脚しているが,によって初めて社会経済関係の本質的に信頼できる実質的な統計的把握のための前提が産み出されることになった.それにもとづいて,帝国統計庁によって指導された 1882 年以降の生業集団調査（営業センサスのこと―引用者）によって,生業活動に関する大きく高められた資料価値をもった数量的資料を調べることに成功した」（F.Hoffmann,Quellen- kritische Untersuchungen,Stuttgart,2012,a.a.O.,S.771.）と評されている.  
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拭されており、営業調査がいち早くセンサス様式で起草され、それをいかに充実させ、実施可能な形に具体化させてゆくかをめぐって議論が進展する。このことは、これまでのプロイセンと関税同盟での営業表に対する強い不満と批判が底辺に潜んでいたことの反映である。しかも、委員会開催中の1871 年 1月 18日にドイツ帝国形成という歴史的経緯が挟まり、改めて帝国レベルでの最初の営業調査として構想されることになった。実施時期も予定より 1 年遅れの 1872年 5 月に設定されることになった。  このドイツ統一を追い風にして、帝国全体の産業統計として初めてそれを経済センサスの形で作成しようとしたものが営業統計である。だが、諸般の事情から結果的には調査対象を狭い範囲の営業経営に制限せざるをえなく、この点に関してだけはこれまでの営業表の枠組みを引きずることになった。しかしながら、その作成様式の面ではこれまでの営業表段階を完全に乗り越え、近代的レベルでの経済統計調査に大きく近づくことになった。なによりも、営業体に対する経営調査としての質問項目を盛った特別の調査用紙（調査票と調査紙）を用意し，それを介した直接調査によるセンサス形式の調査が原則とされ、その業務遂行もこれまでの一般行財政の末端業務から脱却して、統計数値そのものの獲得を目指した独立の営為とみなされることになった。ここから、事前調査から結果公表までの一連の作業プロセスに一貫性と統一性を保証するための規定が編み出されていった。人口センサスを越えた経済統計の分野でこのような改善が図られたことは画期的なことといえよう。  旧来の営業表作成に関する制約を脱し、合理的な調査用紙と調査方式にもとづく経済（営業）統計を作成する、こうした全ドイツの統計家の願望を結実させたものとして 1872 年営業調査構想を捉えることができよう。実施規定・調査票（および調査紙）書式・集計書式、営業体系分類、また調査体制と組織（調査委員会）、これらをみる限り、旧営業表の痕跡が消えていることは明白である。残る問題はこの検討結果をいかにしてすみやかに現実化し、経済局面でのセンサスとして成就させるかということである。  注  1）A.Fabricius,Bericht des Grossherzoglich Hessischen Zollvereins-Bevollmächtigen für Hannover, betreffend die Statistik des Zollvereins,Statistik des Deutschen Reichs, Bd.1,1873,S.(12).なお,このファブリチウス報告については,足利末男『社会統計学史』三一書房,1966 年,序説,に詳しい紹介がある. 2）A.Fabricius,Bericht,a.a.O.,S.(13). 3）A.Fabricius,Bericht,a.a.O.,SS.(17)-(18). 4）この関税同盟統計拡充委員会の発足の経過については以下の文献による.A.Meitzen,Die Statistik des     Deutschen Reiches,Jahrbuch für Gesetzgebung,Verwaltung und Rechtspflege des Deutschen Reichs, Jg.1,1871,S.528ff.,St.d.D.R.,Bd.1,1873,SS.(9)-(11),E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform der volkswirtschaftlichen Statistik insbesondere der Gewerbestatistik im Gebiet des Zollvereins sowie in allen übrigen Staaten von Europa,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus, Jg.10,1870,SS.143-51. 5）4会期にまたがる会議の開催日時は以下の通りである. 第Ⅰ会期 第 １会議（1870 年 1月 12日）－第 23 会議（1870 年 2月 12日） 第Ⅱ会期 第 24会議（1870 年 7月 4 日）－第 33 会議（1870 年 7月 16日） 第Ⅲ会期 第 34会議（1871 年 4月 13日）－第 63 会議（1871 年 5月 27日） 第Ⅳ会期 第 64会議（1871 年 7月 31日）－第 81 会議（1871 年 8月 19日）    第 2 会期終了から第 3会期開始まで,約 9ヶ月の間隔が空くのは 70 年 7月から 71 年 5月までの普仏戦争の影響による. 6）関税同盟統計拡充委員会の構成メンバーは以下の通りである. プロイセン；ハッセルバッハ（議長）,ヘルツォーク（後に議長）,エンゲル,ブルクハルト,ヴェント,シェーデ,ベック バイエルン；マイヤー ザクセン；ヴァール ヴュルテンベルク；リューメリン,ツェラー,リーケ バーデン；ハルデック ヘッセン；ファブリチウス メックレンブルク=シュヴェリン；ディッペ ザクセン=ワイマール；ヒルデブラント メックレンブルク=シュトレリッツ；ボキウス オルデンベルク；ベッカー 
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附録 1 営業統計調査に関する規定  1．全般的人口調査の毎次年に、その最初は 1872 年となるが、ドイツ帝国において工業-,商業-、および流通営業の統計が作成される。 2．この統計は１で示された営業のすべての独立経営を包摂するものであり、それらは、個人、同じく国家、自治体、協同体、株式会社、手工業者組合（インヌング）、団体、等々がその所有者であることにはかかわりがない。 その際、それぞれの独立営業経営は次のような形で調査される。すなわち、場所的に統合されているか分離されているかかかわりなく、同一所有者のさまざまな営業経営に関して、また場所的には相互に分かれ独立に存立している同一所有者の同種の営業経営に関して、その各々が別々に数え上げられ、また多数の所有者に帰属する営業経営ではただ 1回限り数え上げられる。 3． 調査と表示の基礎には、別表にある営業の分類概括、それと共にそれに附随しているアルファベット順索引が置かれる。そこには取り上げられていないが、事柄からみて工業-、商業-、流通営業に属している営業も調査と表示に際して同じように考慮されるものとする。 4．調査全般から除外されるものは以下のものである。 a）陸海軍の管理下で営まれている工業上の作業 b）更正・刑罰施設で収容者の就業のために行なわれている作業 c）生産物が単に営業経営者自身の世帯の需要用とされている経営 d）単に時々に、または一時的に営まれている営業上での副就業 e）農業と牧畜、林業と狩猟 f）保養施設、あらゆる種類の医者・助産婦・医療上の補助者による営業経営、埋葬 g）音楽営業、劇場営業、あらゆる種類の展示場 5．特別調査が指示されており、そのために全般調査から除外されるものには次のものがある。 a）鉄道経営、郵便経営、電信経営 b）分類概括にある以下の営業経営（内容省略。これは採鉱・製錬・製塩業に含まれる経営のこと－引用     者） 6．1872 年調査では、すべての現存営業経営に対し以下のことが調べられる。 a）場所 b）所有者の名前、ある場合にはその商号 c）経営物件 d）経営形態 e）業務所有者（雇用主）の数量、性別 f）業務所有者以外の経営内就労者（被雇用者）の数量、性・年齢別 g）発動機の種類と数量、また可能な限りその力 h）特定の作業機と作業器具が特徴的な営業の下では、その種類と数量 望ましいのは、次の 2 つの質問について信頼できる申告が期待される場合には、さらに調査が拡張されることである。 i）年間支払給与・賃金総額、現物給付のある場合にはその貨幣額を含む k）労働者のための制度 7．保険業での営業経営に関する調査項目の規定。（内容省略） 8．巡回で営まれている営業経営に関する調査の規定。（内容省略）  9． 7 と 8 の調査は別にして、調査は営業経営者への直接の質問を通じて行なわれる。当局は営業経営者が調査前に調査の意義と質問の様式について十分説明を受けるようにしなければならない。 10．調査の標準日は 5月 1日とする。申告が通年に及ぶ場合、前暦年にかかわる申告とする。 11．調査は一定の行政管区内で地方当局の指導の下に、通常は市町村ごとに、またできうる限り特別の調査委員会を介して、また自由意志による調査員をできるだけ広範囲に引き入れる下で実施される。 12．調査委員会は地方当局の委員と当該業務に適した他の個々人から構成される。委員会は独立に構成される。調査委員会の委員身分は名誉職とする。 13．調査当局ないし調査委員会の課題は以下の通りである。 a）遅くとも 4月 1日までには然るべき調査区を確定する b）各調査区でその個々の家屋に現存する独立営業経営に関する事前リストを作成し、その後、このリストからその営業経営の所有者、あるいは当地代表者の名前と住所（街区と家屋番号別）が読み取れるものとする c）各調査区に調査員ひとりを配置し、この調査員に自己の業務責任について完全に通暁させること d）調査業務を指導し監督すること 14．調査区の大きさを確定するに際しては、提示された質問への文章による回答が被調査者自身によって行なわれうるか、それとも調査員によって行なわれざるをえないかが考慮されるべきである。前者の場合には、住
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居のまとまっている所では調査区に約 200 の独立営業経営が、後者の場合にはその半分が含まれるものとする。 15．事前リスト作成に際しては、現存する行政上の営業申請記録、営業税名簿、および営業税台帳、商業登録簿、同じく他の同類の補助手段が利用されるものとする。事前リストは同時に調査員の管理リストとしても利用可となる。 16．調査員選定に際しては、当人が自身に課せられている業務を解決するための能力を十分に有し、必要な場合には営業経営者自身の言明をもとにして、質問への文章回答を行なうことができるということに留意すべきである。 17．営業経営者への直接質問は（見本にのっとった）調査紙、あるいは（見本にのっとった）調査票によって実施される。調査紙は単独・複数の業務所有者を除いて就業者 5 人以下の営業経営の下で用いられる。 この営業経営の場合には、（見本にある）リストへの記入によっても行なうことができる。 単独・複数の営業経営者を除いて、－業務場所の内外でまとめて－就業者 6 人以上の各営業経営に対しては、営業経営に対応したグループ記号のある（見本にある）調査票が用いられるものとする。 この調査票はその前半の部分に経営形態と人員関係に関する質問を、後半の部分には該当するグループに対応する限りで動力源と原動機、また作業機と器具に関する質問を含んでいる。 第 6 項の K の下で挙げられている申告を得るためには、紙の色が別の附録が調査票とされ、その形式と内容は見本に具体的に提示されている。 18．調査当局ないし調査委員会に当規定に対応した指令を与え、調査紙ないしは調査票への記入手引きを授けることは、地方当局に任せられる。 19．営業経営者は記入済み調査紙､あるいは調査票、および調査票の附録を密封して調査員に渡すことができるが、その際それら回答は調査員ではなく調査当局ないしは調査委員会によってのみ開封されなければならない。調査紙､あるいは調査票、および附録が調査員にそのまま渡された場合､調査員は記入の完全さを確かめ､欠落や欠陥を補い正さなければならない。 20．5月 15日までに調査紙（ないしはリスト）および調査票が回収されねばならない。 21．調査当局ないし調査委員会は、送られてきた記入済み調査紙（ないしリスト）、調査票、およびその附録を、その完全さと正確さにつき点検しなければならない。当局ないし委員会は欠落のある場合にはそれを補完し、誤りのある場合にはそれを訂正すること、あるいは場合によってはその双方を自らが引き受け､またとりわけ営業経営の重複調査や調査漏れの生じないよう監督しなければならない。この後､当局ないし委員会は収集された資料を委託を受けた当局へ、調査業務に際して気のついた注意点についての簡単な文章報告を添えて提出しなくてはならない。 22．地方政府は原資料の概括への加工が統計当局によって実施されるよう手配することになろう。それぞれの国家からこの概括が（設計で）指令ないし指示されている様式と完全さをもって帝国の統計中央局へ伝えられることになる。 23．これらの概括が個々の国家から帝国の統計中央局へ送られる期限は以下の通りである。（内容省略） 24．個々の国家から送られてきた概括は帝国統計局によって帝国全体の概括用にまとめられ､単にそれぞれの国家ないし州、また県における営業の規模と種類のみならず、各営業分野の帝国全体内に占める割合もこの出版物から認識されうるような形で公刊されることになる。 この総括の中では、別様式で作成される採鉱､製錬､製塩の営業経営、同じく郵便経営、電信経営、鉄道経営についての報告も提示されるものとする。 25．帝国中央局の公刊物は書籍商を通じて一般公衆の手に入るようにする。  出所）Statistik des Deutschen Reichs,Bd.1,1873,SS.347-50.      
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附録 2 営業経営の分類  Ⅰ．岩石および土壌工業             Ⅷ．木材および他の木片材工業 1．岩石（5）          1．木材調製（3） 2．石灰とモルタル（5）         2．平形木材商品（7） 3．粘土と陶土、および粘土商品と陶土商品（9）       3．すべての種類の樽（1） 4．ガラス（8）          4．木材、藁、靭皮、葦、等々からの編物商品（3） Ⅱ．金属工業          5．轆轤商品と彫刻商品 1．貴金属（11）          6．櫛、刷毛、絵筆（3） 2．卑金属と合金（除、鉄）（23）        7．ステッキ傘、日傘、雨傘（2） 3．鉄と鋼（23）          8．木材商品と木片商品精製（3） Ⅲ．機械、道具、器具、装置、および運輸手段工業  Ⅸ．食糧品および嗜好品工業 1．機械、道具、装置（10）         1．園芸場（1） 2．運輸手段（除、機関車）（4）                  2．植物性食材（13） 3．火器と弾丸（2）                       3．動物性食材（9） 4．数学、物理学、化学用の器具と装置（3）             4．飲料（13）  5．時刻測定器（時計）とその部品（2）               5．タバコ（2） 6．楽器（5）     Ⅹ．衣料および清浄工場 7．外科器具、装置、包帯（2）        1．（下着用）リンネル商品と寝具（3） 8．照明装置、ランプ、等々（2）        2．上着、帽子、装身具（12） Ⅳ．化学工業          3．履物（2）     1．大工業の化学製品（4）         4．髪・髭手入（2）     2．化学、製薬、および写真術の薬剤（6）       5．清浄（5）     3．染色剤（除、タール染料）（9）   Ⅺ．建設業（17）    4．コールタールとその派生物（6）            Ⅻ．印刷業（14）  5．爆発物と可燃物質（4）                        ⅩⅢ．各種営業目的用美術業（7）   6．廃物と人工肥料（6）                    ⅩⅣ．商業 Ⅴ．燃料と発光材、脂肪、石油、樹脂、ワニス工業       1．商品取引（13） 1．燃料（6）          2．貨幣・信用取引（1） 2．発光材（除、脂肪油）（11）        3．発送・委託取引（3） 3．脂肪と石油（7）         4．書籍・美術品・楽譜取引、貸本屋（8） 4．樹脂とワニス（9）          5．取引仲介（1）・ Ⅵ．繊維工業          6．補助的商業（1） 1．絹からの撚糸と織物（7）         7．競売、賃貸、雇用仲介、等々（6） 2．羊毛と他動物毛による撚糸と織物（14）  ⅩⅤ．保険業 3．亜麻、麻、麻屑、黄麻、まお属植物、等々か      1．生命保険施設（2）       らの撚糸と織物（8）  2．火災保険施設（除、公的火災保険）（2） 4．木綿からの撚糸と織物（8）              3．輸送保険施設（2） 5．他素材からの織物（4）         4．雹保険施設（2） 6．絹、羊毛、亜麻、木綿、および他材料からの        5．家畜保険施設（2）      メリヤス編-、ボビンレース編-、鉤針編-、       6．不動産信用（担保）・動産信用保険施設（2）   毛糸編-、刺繍商品                7．ガラス保険施設（2） Ⅶ．紙、革、ゴム工業、さらにクッション商品工業        8．他保険分野と混合保険用施設（2）  1．紙と板紙（10）     ⅩⅥ．交易業 2．革と革代替物（7）         1．郵便および電信（3） 3．ゴム（弾性ゴム）とグッタペルカ（除、ゴム       2．鉄道（2）   糸からの織物）（1）              3．国道と都市交通（3） 4．紙-、板紙-、革-、革代替商品；クッション       4．水運（2）   商品（6）                5．飲食と宿泊（4）                       ⅩⅦ．行商（2）  1）表中のローマ数字はグループを、アラビア数字はクラスを、また（ ）内の数字は細目数を示す 2）計 17グループ・77 クラス・445 細目の分類となっている。  出所）Statistik des Deutschen Reichs,Bd.1,1873,SS.350-56.  
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